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社会教育を通じた
ひとづくり・地域づくりについて
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【主な審議事項】
①社会教育人材を中核とした社会教育の推進方策

（社会教育人材を中核とした目指すべき社会教育の在り方、社会教育主事・社会教育士の役割・位置付けの明確化、社会教育
主事・社会教育士の養成の在り方 等）

②社会教育活動の推進方策
（地域と学校の連携・協働の更なる推進方策、公民館、図書館、博物館等における社会教育活動の推進方策、青少年教育施設

等における青少年体験活動の推進方策、地域コミュニティに関する首長部局の施策や多様な主体が担う活動との連携・振興
方策、共生社会の実現に向けた障害者・外国人等を含めた社会教育の推進方策 等）

③国・地方公共団体における社会教育の推進体制等の在り方
（社会教育を総合的に推進するための国・地方公共団体の体制の在り方、社会情勢の変化を踏まえた社会教育に関する現行法

令の在り方 等）

◎第12期中央教育審議会生涯学習分科会 ◎社会教育人材部会

地域コミュニティの基盤を支える今後の社会教育の在り方と推進方策について（諮問）

【議論の整理～一人ひとりが主体的に学び続ける生涯学習とそれを支える社会教育の未来への展開；リカレ
ント教育の推進と社会教育人材の養成活躍のあり方～】（令和６年６月）

〇重点的に議論した事項：社会人のリカレント教育、障害者の生涯学習、外国人の日本語学習、社会教育人材
〇障害者や外国人などの社会的包摂の観点も含めた社会教育の提供が十分に確保されることが不可欠
〇社会教育の裾野が広がる中、地域コミュニティの基盤を支えるために社会教育人材は重要な役割を担っており、

その質的向上・量的拡大に向けた養成及び活躍促進の在り方を提示

【社会教育人材の養成及び活躍促進
の在り方について(最終まとめ)】
（令和６年６月）

〇調査審議事項：社会教育人材の養成
及び社会教育士の活躍機会の拡充に
関する専門的な調査審議を行うこと

令和６年６月25日中央教育審議会総会

◎第４期教育振興基本計画（令和５年６月16日閣議決定）
○「2040年以降の社会を見据えた持続可能な社会の創り手の育成」、「日本社会に根差したウェルビーイングの向上」を総括的な基本方針とし、将来の予測
困難な時代における教育の方向性を示す総合計画を作成。

〇社会教育による「学び」を通じて人々の「つながり」や「かかわり」を作り出し、協力し合える関係づくりの土壌を耕しておくことで、持続的な地域コミュ
ニティの基盤を形成することが求められる。

 〇社会教育の拠点として社会教育施設の機能強化や、社会教育主事・社会教育士等の社会教育人材の養成及び活躍促進等を通じた社会教育の充実を図る必要。

地域コミュニティの基盤を支える今後の社会教育の在り方と推進方策について（諮問）

これらの方向性を土台とし、社会の変化を踏まえつつ施策の更なる深化を図るべく、社会教育の新たな在り方を見つめ直し、
社会教育が果たすべき役割、担い手である人材、その活動、国・地方公共団体における推進方策等について検討が必要

＊社会情勢の変化
○社会教育法制定から75年が経過。人口減少・少子化の深刻化・地域コミュニティの希薄化、DX化、グローバル化の進展により将来の予測が困難な時代に。
学校・社会の複雑化・困難化した課題の解決、人生100年時代、共生社会、「こどもまんなか」社会の実現に向けた対応が必要。

○高校や大学等の進学率の高まりや様々な学習機会の増加など、社会教育に求められる役割やニーズが変化。
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中央教育審議会 生涯学習分科会 社会教育の在り方に関する特別部会 構成員 （敬称略・五十音順）

（委員）

〇内田 由紀子 （京都大学人と社会の未来研究院院長・教授）

◎清原 慶子 （杏林大学客員教授、前東京都三鷹市長）

〇萩原 なつ子 （独立行政法人国立女性教育会館理事長）

（臨時委員）

〇青山 鉄兵 （文教大学人間科学部准教授、独立行政法人国立青少年教育振興機構青少年教育研究センター客員研究員）

〇安齋 宏之 （ふくしま学校と地域の未来研究所代表）

〇小田切 徳美 （明治大学農学部教授）

〇柏木 智子 （立命館大学産業社会学部教授）

〇金澤 善明 （明治安田生命保険相互会社執行役員 地域リレーション推進部長）

〇古賀 桃子 （特定非営利活動法人ふくおかNPOセンター代表）

〇小見 まいこ （NPO法人みらいずworks代表理事）

〇杉野 みどり （名古屋市副市長）

〇関 福生 （愛媛県新居浜市教育委員会生涯学習センター所長）

〇都竹 淳也 （岐阜県飛騨市長）

〇野津 建二 （島根県教育委員会教育長）

〇東 琴乃 （大学生、喜入マナビバプロジェクトつわぶき代表）

〇牧野 篤 （東京大学大学院教育学研究科教授）

〇美田 耕一郎 （公益社団法人全国子ども会連合会会長）

〇村井 美樹 （俳優、タレント、社会教育応援大使）

〇八木 浩光 （一般財団法人熊本市国際交流振興事業団常務理事）

〇山本 進 （北海道東神楽町長）

◎部会長 〇副部会長 5



○多様な人材のニーズに応じた学習機会を拡大
（誰でも希望した時に受講できる環境の整備）

○社会教育人材のデジタルも活用したネットワーク
化や、継続的な学習の場を整備

○人づくり、つながりづくり、地域づくりは、
従来の社会教育分野のみならず、 他の
多くの分野で求められるようになっている

○多様な人材（首長部局・企業・NPOの
職員等）の社会教育への参画が重要に

社会教育の裾野の広がりと、社会教育人材が果たすべき役割

学校

社会教育施設 首長部局

教育委員会

社会教育士

社会教育人材をハブにした
人づくり、つながりづくり、地域づくり

団体・民間企業

社会教育士

社会教育士社会教育士

※ 黄色の楕円で示された職種・属性の者が
講習を受講して、社会教育士となるイメージ

社会教育の裾野の広がり

地域学校
協働活動
推進員 等

学校司書

司書・
司書補

NPO

まちづくり

子ども会

地域振興

司書教諭

社会教育人材が
ハブとしての役割を果たすために

生涯学習
コーディネーター

PTA

CSR

学芸員

社会教育主事

公民館主事

地域学校連
携担当教員

民間教育
事業者

福祉

防災
観光

文化

スポーツ社会教育委員

学校教育

社会
教育士

地域コミュニティ

社会教育士

地域共生社会
地域運営組織

自治会

農村型
地域運営組織

青少年
教育施設

大学等

社会
教育士

NPO
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２．コミュニティ・スクールのメリット

称号付与の趣旨
○ 社会教育主事講習等の学習の成果が認知され、社会教育行政以外の分野においても活用される仕組みの構築が

求められていたところ。
○ このため、講習等の学習の成果が社会で認知され、広く社会における教育活動に生かされる仕組みを構築し、社会

教育の振興を図るため、講習の修了証書授与者が 「社会教育士（講習）」 と、養成課程の修了者が 「社会教育
士（養成課程）」 と称することができることとした。

社会教育士に期待される役割
○ 「社会教育士」には、講習や養成課程の学習成果を活かし、ＮＰＯや企業等の多様な主体と連携

・協働して、社会教育施設における活動のみならず、環境や福祉、まちづくり等の社会の多様な分野
における学習活動の支援を通じて、人づくりや地域づくりに携わる役割が期待される。

○ また、これらの活動に際しては、地域の実情等を踏まえ、社会教育士と社会教育主事との連携・協
働が図られることが期待される。

法令根拠
社会教育主事講習等規程（昭和二十六年文部省令第十二号） （改正省令）公布日 平成30年2月28日 施行日 令和2年4月1日

第８条第３項 第１項に規定する修了証書を授与された者は、社会教育士（講習）と称することができる。
第11条第３項 第１項の規定により修得すべき科目の単位を全て修得した者は、社会教育士（養成課程）と称することができる。

これまでの称号付与数

「社会教育士」の称号付与（趣旨及び役割等）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 計
（内訳）主事講習 492人 1,414人 1,532人 1,382人 4,820人
（内訳）養成課程 214人 336人 538人 1,139人 2,227人

社会教育士称号付与数 706人 1,750人 2,070人 2,521人 7,047人 7



社 会 教 育 士 に 期 待 さ れ る 役 割 （ イ メ ー ジ 図 ）

○ 「社会教育士」は、教育委員会事務局に配置される「社会教育主事」になるための講習や養成課程を修了した者に与えられる「称号」
です。社会教育主事にならなくても、その能力があることが分かるようにするため、令和２年４月に新設しました。

○ 講習や養成課程で習得したコーディネート能力、ファシリテーション能力、プレゼンテーション能力等を活かし、教育委員会のみならず、
福祉や防災、観光、まちづくり等の社会の多様な分野における学習活動の支援を通じて、行政や企業、NPO、学校等の様々な場で、
人づくりやつながりづくり、地域づくりに中核的な役割を果たすことが期待されています。

「社会教育士」とは？～学びを通じて、人づくり・つながりづくり・地域づくりの中核的な役割を果たします～
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今後、社会教育施設や学校、行政、民間など様々な場で、地域の学びと実践をコーディネートする社会教育人材の活躍が期待される

社会教育士学校図書館 （埼玉県さいたま市）

〇 地域住民等の学習ニーズ等を踏まえた事業実施（講座の開設等
）
〇 地域住民・団体が行う事業・活動等の企画ウ運営上の相談対応

社会教育士を取得したことによる効果・成果

学校図書館（司書）の役割・業務

社会教育（士等）の視点

〇 学校図書館の運営に必要な専門的・技術的な職務
〇 学校図書館を活用した授業やその他の教育活動を教員等とともに進める

等

〇 公民館と連携して「ビブリオバトル」などの読書活動を実施することで、中学生
・高校生が、多様な年代と関わることができる場である公民館にあらためて
つながる（高校と公民館の連携、生徒の多世代交流の機会）

具体の取組・活動

〇 司書の専門性を活かし、本を通じて自校の生徒を地域の多様な人や施設・
団体とつなげることで、地域と協働・連携することができる

〇 学校図書館の機能を活かし地域とつながることで、自校の生徒だけでなく貧
困などの課題を抱える子供たちに本を届ける取組を推進できる

〇 ネットワークを生かして地域のNPO活動等にも関わり、子供たちの居場所に
本を届ける活動に参画

〇 本と人をつなげるために、図書館関係者
以外の人とのつながりづくりを積極的に
展開（Youtubeラジオなど）

社会教育士防災行政 （北海道恵庭市）

〇 地域住民等の学習ニーズ等を踏まえた事業実施（講座の開設等
）
〇 地域住民・団体が行う事業・活動等の企画ウ運営上の相談対応

社会教育士を取得したことによる効果・成果

防災行政（職員）の役割・業務

社会教育（士等）の視点

〇 自治体の防災計画等の策定
〇 防災マニュアル（避難所運営マニュアル等）の作成・周知

等

〇 地域全体で「共助」を行動に移せるところまで理解してもらうため、防災マニ
ュアルの作成過程で、学習テーマを「避難所」、学ぶためのツールを「マニュアル
づくり」とした地域住民が参加する「防災学習会」を実施（住民同士の協議
が、「次はどうする？」と自発的・発展的に展開するところまで促す）

具体の取組・活動

〇 災害時に、「行政がなんとかしてくれるだろう」ではなく、自分ごととして主体的
に動いてもらうためには、住民同士の学び合いの中で気付きを促す社会教
育のノウハウや専門性を活用することが効果的

〇 地域のキーパーソンの発掘・育成など、地域との関係性を高めることが重要

〇 社会教育主事時代に築いた地域との
つながり・関係性を生かして、既存の
地域のラウンドテーブルの活用や新たな
組織的な活動の構築、市民への効果
的な情報伝達を実施

社会教育人材（社会教育士等）の活動事例
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今後、社会教育施設や学校、行政、民間など様々な場で、地域の学びと実践をコーディネートする社会教育人材の活躍が期待される

社会教育農業・地域づくり （島根県安来市）

〇 地域住民等の学習ニーズ等を踏まえた事業実施（講座の開設等
）
〇 地域住民・団体が行う事業・活動等の企画ウ運営上の相談対応

社会教育士を取得したことによる効果・成果

農村RMO(※) の役割・業務

社会教育（士等）の視点

〇 複数の集落の機能を補完して、農用地保全活動や農業を核とした経済活
動と併せて、生活支援等地域コミュニティの維持に資する取組を行う

〇 地域ビジョンの作成に向けて、地域の主要産業である農業活性化について
のアンケートを全世帯で実施

具体の取組・活動

〇 主要産業である農業に加え、地域全体の活性化を図るためには、農業関係
者だけでなく、地域住民全体を巻き込んでいく必要がある

〇 地域運営組織にも農業関係者だけでなく、幅広い人材が必要
〇 そのため地域住民の話し合いの場を創出することが効果的

〇 住民が中心となって話し合いを進めるにあたって、県からの派遣社会教育主
事がオブザーバーとなり、公民館と連携して、世代別・全世代のワークショッ
プなどをコーディネート

〇 話し合いを通じて、地域全体にビジョンが浸透。
新しい人のつながりと新たな人材発掘・育成に
つながり、農村RMOにも幅広い人材が参画

（※農村型地域運営組織）

社会教育人材（社会教育士等）の活動事例

社会教育士特設サイト
https://www.mext.go.jp/a_menu/01_l/08052911/me
xt_00667.html
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内閣府公益認定等委員会から日本PTA全国協議会への勧告について

【参考】勧告の概要
一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成18 年法律第48 号）の規定を遵守した法人運営を確立し、公益認定法第
５条第２号に規定する「公益目的事業を行うのに必要な経理的基礎及び技術的能力」を回復するため、以下の措置を講ずること。
（１）令和４年度の当該法人所有の建物外装改修工事に係る元役員の背任容疑事案により毀損した財産を回復するとともに、

再発防止を図ること。
（２）コンプライアンスを確保しつつ、公益目的事業を適正に実施する上で前提となる安定的かつ継続的な法人運営を確立すること。
（３）上記（１）及び（２）について、具体的かつ実効性のある計画を策定し、同計画に基づく進捗状況及び対応状況について

報告すること。

令和６年12月25日、内閣府公益認定等委員会から（公社）日本PTA全国協議会へ勧告が行われ
ました。
勧告内容としては、主に日本PTA全国協議会の内部ガバナンス等に関するものであり、各地域のPTAに
直接関係するものではございません。
文部科学省としては、子供たちの健やかな育成を支えるため、学校・家庭・地域の連携を強化していく上で
PTA活動はとても重要であると考えており、今後とも引き続きPTA活動を通じて社会教育・家庭教育の充
実を図って参ります。
一方、本件については内閣府と連携しつつ、求めに応じて日本PTA全国協議会への指導・助言を行ってま
いりたいと考えております。
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第二に、社会教育活動の推進方策についてです。
第一の検討事項を踏まえ、社会教育活動の充実方策や社会教育施設の機能強化方策として、以下の事項など

について御検討をお願いします。
○ 地域と学校の連携・協働の更なる推進方策
特に、「チームとしての学校」の考え方も踏まえつつ、コミュニティ・スクールとの一体的取組の更なる推進に向

けた地域学校協働活動の充実、地域学校協働活動推進員等の配置促進と専門性・資質の向上、PTAや子供会
を含む社会教育関係団体の活動と地域学校協働活動との連携の推進、家庭教育支援の促進の観点からの御検
討をお願いします。
○ 公民館、図書館、博物館等における社会教育活動の推進方策
特に、地域コミュニティの維持・活性化に資する公民館の在り方、デジタル技術の活用も含めた公民館、図書

館、博物館等における社会教育活動の充実と水準向上の観点からの御検討をお願いします。
○ 青少年教育施設等における青少年体験活動の推進方策
特に、青少年の健全な育成に向け、青少年体験活動やその推進に資する民間活力の活用も含めた青少年教育

施設の在り方、青少年体験活動に携わる人材の資質向上、関係団体や民間企業等の多様な主体との連携・協働
を促すネットワークの強化の観点からの御検討をお願いします。
○ 地域コミュニティに関する首長部局の施策や多様な主体が担う活動との連携・振興方策
特に、環境・福祉・防災・農山漁村振興・まちづくり等の多様な分野における行政機関や高等教育機関、民間公

益活動を含む関係団体や民間企業等による取組に対し、社会教育が連携・貢献しうる観点からの御検討をお願
いします。
○ 共生社会の実現に向けた障害者・外国人等を含めた社会教育の推進方策
特に、障害者や外国人等の学習機会の充実、福祉関係者や民間団体等の地域における関係者との連携の在り

方の観点からの御検討をお願いします。

地域コミュニティの基盤を支える今後の社会教育の在り方と振興方策について（諮問）からの抜粋
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【公民館事例】 多様な世代が行き交う地域のハブ機能を担う（長崎県長崎市）

【長崎市北公民館】
◆ エリア人口：約5.2万人
◆ S44年開設。H3年に商業施設・ホール等を含む
    複合施設内に移転
◆ R2年度から指定管理者制を導入

長崎市北公民館では、公民館活動に参加する年齢層の固定化や将来的な利用者の減少という問題意
識に対し、ホームページのアクセス解析や市民アンケートを通して、子育て世代やこどもたちを潜在利用者層と
捉え、そこをターゲットとした講座の企画や、学校と連携した広報の実施等により、新たな利用者層の開拓に
繋げている

主な取組内容
◆子育て層向けの講座の実施

市民アンケート調査などから、子育て世代やこどもたちが集い、学び、交流する場が求められていることを把
握し、こどもから大人まで楽しめる公民館として、子育て世代やこどもたちのニーズを踏まえた講座を実施

▷ 県音楽連盟所属の音楽家によるワークショップ
▷ 地域の飲食店の店主による料理教室
▷ プログラミング教室
▷ 託児サービス付き育児講座

（託児サービス付き育児講座）

（令和４年度優良公民館表彰事例より文部科学省が作成）

取組の概要

ニーズ把握（アクセス解析・アンケート等）

魅力的な講座
の企画

ターゲットに応じ
た広報

地域の団体・企
業等との連携
（人材の発掘）

地域人材による
協力

（銀行・書店・
飲食店等）

講座の実施

運営審議会等での報告・評価

新規利用者の
開拓

（学び、交流の場
と機会を提供）

オンラインなど、
希望に応じた参
加方法を展開

◆時代の変化に即した講座の実施
地域が抱える社会的課題や知的好奇心を反映させた、地域の専門人材による講座を企画・実施。受

講応募者の72％は30～40代、92％はインターネットからの応募となるなど、多様な世代が参加
▷ 金融教育講座
▷ ジェンダーの観点からの歴史講座
▷ 地産地消の料理講座
▷ 地域の書店と連携した読書講座 など

（地域のニーズに対応した講座の企画・実施のイメージ）◆広報ツールの工夫
小学校とのネットワークを活用したリーフレットの近隣校への配布や、SNSを活用した告知など、紙媒体と

Webのそれぞれの強みを活かした広報を実施

◆ICTの活用
公民館のWi-Fiを活用し、対面とオンライン配信を併用した講座を実施

（対面とオンラインの併用講座）
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コミュニティ・スクールと
地域学校協働活動の一体的推進
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コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進

（委員）保護者代表・地域住民
地域学校協働活動推進員  など

学校運営協議会
学校運営や学校運営に必要な支援に関する協議を行う

※ 学校運営の責任者として教育活動等を実施する
権限と責任は校長が有する

地域学校協働活動推進員
地域と学校をつなぐコーディネーターの役割

コミュニティ・スクール
（学校運営協議会を設置した学校）

 校長が作成する学校運営の基本方針を承認
 学校運営について、教育委員会又は校長に意見
 教職員の任用に関して、教育委員会に意見

学校運営の
基本方針

学校運営・
教育活動

説明

説明

承認

意見

校長等

※ 地域学校協働本部
地域の人々や団体による「緩やかなネットワーク」
を形成した地域学校協働活動を推進する体制

地域学校協働活動
地域と学校が連携・協働して行う
学校内外における活動

教
育
委
員
会

意見

教職員の任用

任命

委嘱

学校運営

地域学校協働活動推進員

地域学校協働活動推進員

（委員）10～15人程度
・地域住民、保護者
・地域学校協働活動推進員
・その他教育委員会が必要と認める者
（例：近隣幼稚園等・小中学校関係者）

など

地域住民等の参画を得て、
・放課後等における学習支援・体験活動（放

課後子供教室など）
・授業補助、校内清掃、登下校対応、部活動

補助などの学校における活動
・地域の防災活動やお祭り等地域の伝統行事

への参画など地域を活性化させる活動
などを実施

情報共有

情報共有

社会教育
団体・施設

文化・ｽﾎﾟｰﾂ
団体

企業・NPO

PTA
地域住民

保護者

子ども会

コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進

民生委員
児童委員

人権擁護
委員

消防団

教育・体験活動プログラム等の利用者
と提供者のマッチングを行うポータルサイ

ト（現在構築中）の活用

※地方教育行政の組織及び運営に関する法律第47条の5

※社会教育法第9条の7

※社会教育法第5条
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様々な地域学校協働活動

家庭教育支援活動 地域の行事、イベント、お祭り、
ボランティア活動等への参画

地域未来塾学びによるまちづくり・
地域課題解決型学習・郷土学習

学校に対する多様な協力活動

放課後子供教室

「地域学校協働活動」とは、幅広い地域住民の参画を得て、地域全体で子供たちの学びや成長を支えるとともに、
「学校を核とした地域づくり」を目指して、地域と学校が相互にパートナーとして、以下の様々な取組を組み合わせて実
施する活動

定 義
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令和6年度コミュニティ・スクール及び地域学校協働活動実施状況調査
文部科学省ではコミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）と地域学校協働活動の一体的な推進による地域と学校の連携・協働体制の構築を推進
しており、毎年、実施状況に関する全体的な調査を実施。令和6年度（令和6年5月1日現在）の結果は以下のとおり。

調査基準日：令和6年5月1日

コミュニティ・スクールと地域学校協働本部の一体的な整備状況

地域学校協働活動推進員等（地域コーディネーターを含む）

※コミュニティ・スクール：保護者や地域住民等が一定の権限と責任を持って学校運営に
参画する 「学校運営協議会」を置く学校

コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度） 地域学校協働本部

4,527校（13.2％）

※地域学校協働活動：幅広い地域住民や団体等が参画し、地域と学校が連携・協働して
行う学校内外で行われる子供たちの成長を支える多様な活動

※地域学校協働活動推進員等：地域学校協働活動を実施するにあたり、企画・提案や関係者との調整など全体のコーディネートを行う調整役

公立学校の導入校数
18,135校

（52.3％）

うち、小・中・義務教育学校
16,131校

（58.3％）

1,347
自治体

（74.3％）

20,153校（58.7％）
 2,018校増 6.4ポイント増

17,942校（65.3％）
 1,811校増 7.0ポイント増

1,449自治体
（79.9％）

40都道府県 16指定都市
1,375市区町村 18学校組合

公立学校の整備校数
21,144校

（61.0％）

うち、小・中・義務教育学校
19,812校

（71.7％）

12,870
本部

21,935校（63.9％）
791校増 2.9ポイント増

20,460校（74.5％）
648校増 2.8ポイント増

13,433本部
563本部増

6,310校（18.4％）

33,399人
34,613人（1,214人増）

1,534自治体（84.6%）

① 地域学校協働活動推進員等の配置人数

13,486校
（38.9％）

15,626校（45.5％）
2,140校増 6.6ポイント増

③ ①のうち、学校運営協議会
委員である者

11,125人
13,583人
（2,458人増）

② ①のうち、地域学校協働活動推進員
としての委嘱人数

13,144人
15,230人（2,086人増）

852自治体（47.0%）

②のうち、学校運営協議会
委員である者

6,055人
7,850人

（1,795人増）

更なる導入の加速化、地域学校協働活動との
一体的な取組の推進など取組の質の向上を図る

導入が進んでいない自治体に対するCSマイスターの重点的な派遣

全国フォーラムや自治体向け説明会・協議会、文部科学大臣表彰の実施

※学校運営協議会類似の仕組みを設置している学校 4,099校
（前年度から719校減）

導入自治体数 地域学校協働本部数

コミュニティ・スクールのみ 地域学校協働本部のみ
コミュニティ・スクール・地域学校協働本部の両方

地域学校協働活動推進員等の配置充実、課題に対応した追加配置、資質向上等への支援
今後の
方針

うち、小・中・義務教育学校
12,886校

（46.6％）
14,817校（53.9％）
1,931校増 7.3ポイント増
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コミュニティ・スクールの導入率（令和3年度以降の推移）

都道府県・指定都市別/全学校種

都道府県（指定都市含まず）

各年度とも
５月１日時点

指定都市

全国平均

58.7%

※ 統廃合等に伴い導入率が下がった自治体については、当該推移を網掛けで表示している。
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		沖縄県		沖縄県		沖縄県		沖縄県		沖縄県

		札幌市		札幌市		札幌市		札幌市		札幌市

		仙台市		仙台市		仙台市		仙台市		仙台市

		さいたま市		さいたま市		さいたま市		さいたま市		さいたま市

		千葉市		千葉市		千葉市		千葉市		千葉市

		横浜市		横浜市		横浜市		横浜市		横浜市

		川崎市		川崎市		川崎市		川崎市		川崎市

		相模原市		相模原市		相模原市		相模原市		相模原市

		新潟市		新潟市		新潟市		新潟市		新潟市

		静岡市		静岡市		静岡市		静岡市		静岡市

		浜松市		浜松市		浜松市		浜松市		浜松市

		名古屋市		名古屋市		名古屋市		名古屋市		名古屋市

		京都市		京都市		京都市		京都市		京都市

		大阪市		大阪市		大阪市		大阪市		大阪市

		堺市		堺市		堺市		堺市		堺市

		神戸市		神戸市		神戸市		神戸市		神戸市

		岡山市		岡山市		岡山市		岡山市		岡山市

		広島市		広島市		広島市		広島市		広島市

		北九州市		北九州市		北九州市		北九州市		北九州市

		福岡市		福岡市		福岡市		福岡市		福岡市

		熊本市		熊本市		熊本市		熊本市		熊本市
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【確定値】学校種別ごとの状況

		

		コミュニティ・スクール及び地域学校協働本部の学校種別の状況 オヨチイキガッコウキョウドウホンブガッコウシュベツジョウキョウ

				校種		学校数 ガッコウスウ				コミュニティ・スクール						地域学校協働本部 チイキガッコウキョウドウホンブ

										導入校数 ドウニュウコウスウ				導入率 ドウニュウリツ		整備校数 セイビコウスウ				整備率 セイビリツ

				　幼稚園 ヨウチエン		2,258		園 エン		353		園 エン		15.6%		557		園 エン		24.7%

						2,437		園 エン		341		園 エン		14.0%		510		園 エン		20.9%

				　小学校 ショウガッコウ		18,291		校 コウ		12,001		校 コウ		65.6%		13,793		校 コウ		75.4%

						18,437		校 コウ		10,812		校 コウ		58.6%		13,487		校 コウ		73.2%

				　中学校 チュウガッコウ		8,951		校 コウ		5,761		校 コウ		64.4%		6,481		校 コウ		72.4%

						9,010		校 コウ		5,167		校 コウ		57.3%		61,735		校 コウ		685.2%

				　義務教育学校 ギムキョウイクガッコウ		232		校 コウ		180		校 コウ		77.6%		186		校 コウ		80.2%

						202		校 コウ		152		校 コウ		75.2%		152		校 コウ		75.2%

				　高等学校 コウトウガッコウ		3,437		校 コウ		1,281		校 コウ		37.3%		652		校 コウ		19.0%

						3,449		校 コウ		1,144		校 コウ		33.2%		581		校 コウ		16.8%

				　中等教育学校 チュウトウキョウイクガッコウ		35		校 コウ		8		校 コウ		22.9%		3		校 コウ		8.6%

						35		校 コウ		8		校 コウ		22.9%		4		校 コウ		11.4%

				　特別支援学校 トクベツシエンガッコウ		1,130		校 コウ		569		校 コウ		50.4%		263		校 コウ		23.3%

						1,117		校 コウ		511		校 コウ		45.7%		237		校 コウ		21.2%

				　合計 ゴウケイ		34,334		校 コウ		20,153		校 コウ		58.7%		21,935		校 コウ		63.9%

						34,687		校 コウ		18,135		校 コウ		52.3%		21,144		校 コウ		61.0%





【確定値】C・Sの導入状況-学校数-

		

		コミュニティ・スクールの導入状況-学校数- ドウニュウジョウキョウガッコウスウ

				幼稚園 ヨウチエン

				H29		H30		R1		R2		R3		R4		R5		R6

				115		147		197		237		276		325		341		353

				小学校 ショウガッコウ

				H29		H30		R1		R2		R3		R4		R5		R6

				2,300		3,265		4,617		5,884		7,051		9,121		10,812		12,001

				中学校 チュウガッコウ

				H29		H30		R1		R2		R3		R4		R5		R6

				1,074		1,492		2,100		2,721		3,339		4,287		5,167		5,761

				義務教育学校 ギムキョウイクガッコウ

				H29		H30		R1		R2		R3		R4		R5		R6

				24		39		50		76		95		111		152		180

				高等学校（中等教育学校含む） コウトウガッコウチュウトウキョウイクガッコウフク

				H29		H30		R1		R2		R3		R4		R5		R6

				66		383		510		671		809		982		1,152		1,289

				特別支援学校 トクベツシエンガッコウ

				H29		H30		R1		R2		R3		R4		R5		R6

				21		106		127		199		286		395		511		569

		＆概要資料のグラフ ガイヨウシリョウ





【確定値】C・Sの導入状況-学校数-

		





【確定値】C・Sの導入率(4か年・R6)

		





【確定値】C・Sの自治体導入率(4か年・R6)

		





【確定値】地域学校協働本部の整備状況-学校数-

		





【確定値】地域学校本部の整備率(R6)

		





【確定値】地域学校協働活動推進員等の内訳

		





【確定値】地域学校活動推進員等の配置状況　自治体配置率

		

		コミュニティ・スクールの導入率 ドウニュウリツ

				R3		R4		R5		R6								コミュニティ・スクールの導入率（R3）		コミュニティ・スクールの導入率（R4）		コミュニティ・スクールの導入率（R5） ドウニュウリツ		コミュニティ・スクールの導入率（R6） ドウニュウリツ		R3		R4		R5		R6

		北海道		68.1%		73.2%		83.0%		86.5%								68.1%		73.2%		83.0%		86.5%		68.1%		5.1%		9.8%		3.5%		86.5%		3.5%

		青森県		29.5%		36.2%		46.7%		62.5%								29.5%		36.2%		46.7%		62.5%		29.5%		6.7%		10.5%		15.8%		62.5%		15.8%

		岩手県		14.5%		50.3%		71.8%		84.6%								14.5%		50.3%		71.8%		84.6%		14.5%		35.8%		21.5%		12.8%		84.6%		12.8%

		宮城県		16.3%		20.9%		28.7%		40.8%								16.3%		20.9%		28.7%		40.8%		16.3%		4.6%		7.8%		12.1%		40.8%		12.1%

		秋田県		53.4%		61.0%		68.8%		72.3%								53.4%		61.0%		68.8%		72.3%		53.4%		7.6%		7.8%		3.5%		72.3%		3.5%

		山形県		30.1%		45.2%		53.5%		55.6%								30.1%		45.2%		53.5%		55.6%		30.1%		15.1%		8.3%		2.1%		55.6%		2.1%

		福島県		21.6%		26.7%		35.0%		39.7%								21.6%		26.7%		35.0%		39.7%		21.6%		5.1%		8.3%		4.7%		39.7%		4.7%

		茨城県		18.8%		24.3%		39.7%		55.2%								18.8%		24.3%		39.7%		55.2%		18.8%		5.5%		15.4%		15.5%		55.2%		15.5%

		栃木県		32.0%		34.8%		48.1%		53.3%								32.0%		34.8%		48.1%		53.3%		32.0%		2.8%		13.3%		5.2%		53.3%		5.2%

		群馬県		9.9%		25.4%		35.4%		55.1%								9.9%		25.4%		35.4%		55.1%		9.9%		15.5%		10.0%		19.7%		55.1%		19.7%

		埼玉県		55.5%		62.0%		73.7%		79.9%								55.5%		62.0%		73.7%		79.9%		55.5%		6.5%		11.7%		6.2%		79.9%		6.2%

		千葉県		9.7%		17.8%		33.1%		48.7%								9.7%		17.8%		33.1%		48.7%		9.7%		8.1%		15.3%		15.6%		48.7%		15.6%

		東京都		28.4%		31.4%		34.2%		39.5%								28.4%		31.4%		34.2%		39.5%		28.4%		3.0%		2.8%		5.3%		39.5%		5.3%

		神奈川県		40.8%		61.7%		72.8%		78.9%								40.8%		61.7%		72.8%		78.9%		40.8%		20.9%		11.1%		6.1%		78.9%		6.1%

		新潟県		44.2%		59.0%		62.3%		65.2%								44.2%		59.0%		62.3%		65.2%		44.2%		14.8%		3.3%		2.9%		65.2%		2.9%

		富山県		4.0%		29.7%		30.7%		51.1%								4.0%		29.7%		30.7%		51.1%		4.0%		25.7%		1.0%		20.4%		51.1%		20.4%

		石川県		29.6%		34.6%		48.0%		51.6%								29.6%		34.6%		48.0%		51.6%		29.6%		5.0%		13.4%		3.6%		51.6%		3.6%

		福井県		0.0%		1.5%		9.8%		9.1%								0.0%		1.5%		9.8%		9.1%		0.0%		1.5%		8.3%		0.0%		9.1%		-0.7%

		山梨県		20.2%		28.6%		43.5%		61.0%								20.2%		28.6%		43.5%		61.0%		20.2%		8.4%		14.9%		17.5%		61.0%		17.5%

		長野県		14.1%		18.2%		20.1%		21.0%								14.1%		18.2%		20.1%		21.0%		14.1%		4.1%		1.9%		0.9%		21.0%		0.9%

		岐阜県		70.3%		76.7%		81.5%		86.1%								70.3%		76.7%		81.5%		86.1%		70.3%		6.4%		4.8%		4.6%		86.1%		4.6%

		静岡県		37.4%		48.0%		62.3%		74.9%								37.4%		48.0%		62.3%		74.9%		37.4%		10.6%		14.3%		12.6%		74.9%		12.6%

		愛知県		18.1%		24.3%		39.5%		45.1%								18.1%		24.3%		39.5%		45.1%		18.1%		6.2%		15.2%		5.6%		45.1%		5.6%

		三重県		44.8%		49.6%		54.5%		57.0%								44.8%		49.6%		54.5%		57.0%		44.8%		4.8%		4.9%		2.5%		57.0%		2.5%

		滋賀県		45.6%		46.2%		55.8%		62.3%								45.6%		46.2%		55.8%		62.3%		45.6%		0.6%		9.6%		6.5%		62.3%		6.5%

		京都府		44.1%		63.1%		76.3%		81.6%								44.1%		63.1%		76.3%		81.6%		44.1%		19.0%		13.2%		5.3%		81.6%		5.3%

		大阪府		23.6%		33.7%		41.9%		48.6%								23.6%		33.7%		41.9%		48.6%		23.6%		10.1%		8.2%		6.7%		48.6%		6.7%

		兵庫県		20.3%		24.9%		39.0%		46.6%								20.3%		24.9%		39.0%		46.6%		20.3%		4.6%		14.1%		7.6%		46.6%		7.6%

		奈良県		35.0%		37.5%		51.2%		61.3%								35.0%		37.5%		51.2%		61.3%		35.0%		2.5%		13.7%		10.1%		61.3%		10.1%

		和歌山県		94.2%		96.8%		96.7%		94.2%								94.2%		96.8%		96.7%		94.2%		94.2%		0.0%		0.0%		0.0%		94.2%		-2.5%

		鳥取県		66.8%		78.2%		87.9%		100.0%								66.8%		78.2%		87.9%		100.0%		66.8%		11.4%		9.7%		12.1%		100.0%		12.1%

		島根県		37.9%		55.6%		60.8%		64.6%								37.9%		55.6%		60.8%		64.6%		37.9%		17.7%		5.2%		3.8%		64.6%		3.8%

		岡山県		32.4%		42.6%		53.6%		67.7%								32.4%		42.6%		53.6%		67.7%		32.4%		10.2%		11.0%		14.1%		67.7%		14.1%

		広島県		33.3%		43.4%		52.5%		62.2%								33.3%		43.4%		52.5%		62.2%		33.3%		10.1%		9.1%		9.7%		62.2%		9.7%

		山口県		94.7%		94.7%		97.0%		96.4%								94.7%		94.7%		97.0%		96.4%		94.7%		0.0%		2.3%		0.0%		96.4%		-0.6%

		徳島県		26.8%		70.4%		87.8%		92.9%								26.8%		70.4%		87.8%		92.9%		26.8%		43.6%		17.4%		5.1%		92.9%		5.1%

		香川県		37.3%		42.8%		64.9%		67.3%								37.3%		42.8%		64.9%		67.3%		37.3%		5.5%		22.1%		2.4%		67.3%		2.4%

		愛媛県		31.4%		40.6%		45.0%		51.7%								31.4%		40.6%		45.0%		51.7%		31.4%		9.2%		4.4%		6.7%		51.7%		6.7%

		高知県		35.1%		50.9%		70.3%		96.0%								35.1%		50.9%		70.3%		96.0%		35.1%		15.8%		19.4%		25.7%		96.0%		25.7%

		福岡県		47.6%		54.6%		58.5%		63.5%								47.6%		54.6%		58.5%		63.5%		47.6%		7.0%		3.9%		5.0%		63.5%		5.0%

		佐賀県		33.2%		42.5%		46.3%		50.8%								33.2%		42.5%		46.3%		50.8%		33.2%		9.3%		3.8%		4.5%		50.8%		4.5%

		長崎県		10.7%		15.6%		20.2%		24.7%								10.7%		15.6%		20.2%		24.7%		10.7%		4.9%		4.6%		4.5%		24.7%		4.5%

		熊本県		72.4%		84.7%		91.9%		94.4%								72.4%		84.7%		91.9%		94.4%		72.4%		12.3%		7.2%		2.5%		94.4%		2.5%

		大分県		61.7%		66.3%		74.8%		78.5%								61.7%		66.3%		74.8%		78.5%		61.7%		4.6%		8.5%		3.7%		78.5%		3.7%

		宮崎県		45.5%		49.6%		66.2%		72.2%								45.5%		49.6%		66.2%		72.2%		45.5%		4.1%		16.6%		6.0%		72.2%		6.0%

		鹿児島県		32.7%		37.0%		54.4%		55.6%								32.7%		37.0%		54.4%		55.6%		32.7%		4.3%		17.4%		1.2%		55.6%		1.2%

		沖縄県		20.5%		24.6%		31.9%		32.3%								20.5%		24.6%		31.9%		32.3%		20.5%		4.1%		7.3%		0.4%		32.3%		0.4%

		札幌市		0.0%		0.0%		0.0%		4.7%								0.0%		0.0%		0.0%		4.7%		0.0%		0.0%		0.0%		4.7%		4.7%		4.7%

		仙台市		8.9%		38.7%		99.0%		100.0%								8.9%		38.7%		99.0%		100.0%		8.9%		29.8%		60.3%		1.0%		100.0%		1.0%

		さいたま市		30.4%		100.0%		100.0%		100.0%								30.4%		100.0%		100.0%		100.0%		30.4%		69.6%		0.0%		0.0%		100.0%		0.0%

		千葉市		0.0%		0.6%		0.6%		1.8%								0.0%		0.6%		0.6%		1.8%		0.0%		0.6%		0.0%		1.2%		1.8%		1.2%

		横浜市		54.9%		71.7%		98.2%		99.4%								54.9%		71.7%		98.2%		99.4%		54.9%		16.8%		26.5%		1.2%		99.4%		1.2%

		川崎市		12.6%		16.0%		27.4%		53.7%								12.6%		16.0%		27.4%		53.7%		12.6%		3.4%		11.4%		26.3%		53.7%		26.3%

		相模原市		6.5%		6.4%		13.2%		13.2%								6.5%		6.4%		13.2%		13.2%		6.5%		0.0%		6.7%		0.0%		13.2%		0.0%

		新潟市		12.3%		93.2%		94.9%		98.8%								12.3%		93.2%		94.9%		98.8%		12.3%		80.9%		1.7%		3.9%		98.8%		3.9%

		静岡市		14.6%		28.1%		45.3%		81.7%								14.6%		28.1%		45.3%		81.7%		14.6%		13.5%		17.2%		36.4%		81.7%		36.4%

		浜松市		36.9%		63.4%		69.0%		71.4%								36.9%		63.4%		69.0%		71.4%		36.9%		26.5%		5.6%		2.4%		71.4%		2.4%

		名古屋市		0.0%		0.0%		1.9%		1.9%								0.0%		0.0%		1.9%		1.9%		0.0%		0.0%		1.9%		0.0%		1.9%		0.0%

		京都市		96.5%		97.6%		99.6%		100.0%								96.5%		97.6%		99.6%		100.0%		96.5%		1.1%		2.0%		0.4%		100.0%		0.4%

		大阪市		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%								0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%

		堺市		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%								0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%

		神戸市		13.7%		76.5%		88.3%		88.2%								13.7%		76.5%		88.3%		88.2%		13.7%		62.8%		11.8%		0.0%		88.2%		-0.1%

		岡山市		100.0%		100.0%		100.0%		100.0%								100.0%		100.0%		100.0%		100.0%		100.0%		0.0%		0.0%		0.0%		100.0%		0.0%

		広島市		19.4%		91.8%		91.8%		91.8%								19.4%		91.8%		91.8%		91.8%		19.4%		72.4%		0.0%		0.0%		91.8%		-0.0%

		北九州市		1.5%		6.4%		6.5%		17.3%								1.5%		6.4%		6.5%		17.3%		1.5%		4.9%		0.1%		10.8%		17.3%		10.8%

		福岡市		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%								0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%

		熊本市		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%								0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%





【確定値】地域学校活動推進員等の配置状況　自治体配置率

		



R3

R4

R5

R6



【確定値】動推進員等の配置状況　1校当たりの配置人数

		



R6



【確定値】C・Sと地域学校協働本部の一体的な整備状況

		

		コミュニティ・スクールの導入率 ドウニュウリツ

				R3		R4		R5		R6								コミュニティ・スクールの導入率（R3）		コミュニティ・スクールの導入率（R4）		コミュニティ・スクールの導入率（R5） ドウニュウリツ		コミュニティ・スクールの導入率（R6） ドウニュウリツ		R3		R4		R5		R6

		北海道		93%		95%		97%		98.9%								92.8%		95.0%		96.7%		98.9%		92.8%		2.2%		1.7%		2.2%		98.9%

		青森県		27%		37%		49%		51.2%								26.8%		36.6%		48.8%		51.2%		26.8%		9.8%		12.2%		2.4%		51.2%

		岩手県		50%		94%		100%		100.0%								50.0%		94.1%		100.0%		100.0%		50.0%		44.1%		5.9%		0.0%		100.0%

		宮城県		44%		44%		53%		63.9%								44.4%		44.4%		52.8%		63.9%		44.4%		0.0%		8.4%		11.1%		63.9%

		秋田県		69%		89%		89%		96.2%								69.2%		88.5%		88.5%		96.2%		69.2%		19.3%		0.0%		7.7%		96.2%

		山形県		67%		75%		83%		86.1%								66.7%		75.0%		83.3%		86.1%		66.7%		8.3%		8.3%		2.8%		86.1%

		福島県		42%		52%		58%		61.7%								41.7%		51.7%		58.3%		61.7%		41.7%		10.0%		6.6%		3.4%		61.7%

		茨城県		29%		49%		69%		88.9%								28.9%		48.9%		68.9%		88.9%		28.9%		20.0%		20.0%		20.0%		88.9%

		栃木県		65%		69%		77%		84.6%								65.4%		69.2%		76.9%		84.6%		65.4%		3.8%		7.7%		7.7%		84.6%

		群馬県		41%		46%		60%		75.7%								40.5%		45.9%		59.5%		75.7%		40.5%		5.4%		13.6%		16.2%		75.7%

		埼玉県		84%		91%		97%		98.4%								84.4%		90.6%		96.9%		98.4%		84.4%		6.2%		6.3%		1.5%		98.4%

		千葉県		18%		38%		57%		66.1%								17.9%		37.5%		57.1%		66.1%		17.9%		19.6%		19.6%		9.0%		66.1%

		東京都		44%		54%		62%		69.8%								44.4%		54.0%		61.9%		69.8%		44.4%		9.6%		7.9%		7.9%		69.8%

		神奈川県		59%		77%		85%		88.2%								58.8%		76.5%		85.3%		88.2%		58.8%		17.7%		8.8%		2.9%		88.2%

		新潟県		77%		81%		81%		83.9%								77.4%		80.6%		80.6%		83.9%		77.4%		3.2%		0.0%		3.3%		83.9%

		富山県		6%		31%		31%		75.0%								6.3%		31.3%		31.3%		75.0%		6.3%		25.0%		0.0%		43.7%		75.0%

		石川県		25%		35%		45%		50.0%								25.0%		35.0%		45.0%		50.0%		25.0%		10.0%		10.0%		5.0%		50.0%

		福井県		0%		6%		17%		16.7%								0.0%		5.6%		16.7%		16.7%		0.0%		5.6%		11.1%		0.0%		16.7%

		山梨県		48%		59%		59%		72.4%								48.3%		58.6%		58.6%		72.4%		48.3%		10.3%		0.0%		13.8%		72.4%

		長野県		25%		31%		39%		41.0%								25.3%		31.3%		38.6%		41.0%		25.3%		6.0%		7.3%		2.4%		41.0%

		岐阜県		75%		87%		91%		93.5%								74.5%		87.0%		91.3%		93.5%		74.5%		12.5%		4.3%		2.2%		93.5%

		静岡県		58%		66%		82%		89.5%								57.9%		65.8%		81.6%		89.5%		57.9%		7.9%		15.8%		7.9%		89.5%

		愛知県		33%		42%		58%		74.5%								32.7%		41.8%		58.2%		74.5%		32.7%		9.1%		16.4%		16.3%		74.5%

		三重県		74%		77%		84%		87.1%								74.2%		77.4%		83.9%		87.1%		74.2%		3.2%		6.5%		3.2%		87.1%

		滋賀県		70%		70%		80%		85.0%								70.0%		70.0%		80.0%		85.0%		70.0%		0.0%		10.0%		5.0%		85.0%

		京都府		62%		73%		81%		80.8%								61.5%		73.1%		80.8%		80.8%		61.5%		11.6%		7.7%		0.0%		80.8%

		大阪府		30%		46%		55%		63.6%								29.5%		45.5%		54.5%		63.6%		29.5%		16.0%		9.0%		9.1%		63.6%

		兵庫県		46%		52%		66%		70.5%								45.5%		52.3%		65.9%		70.5%		45.5%		6.8%		13.6%		4.6%		70.5%

		奈良県		39%		44%		46%		63.4%								39.0%		43.9%		46.3%		63.4%		39.0%		4.9%		2.4%		17.1%		63.4%

		和歌山県		97%		97%		97%		96.9%								96.9%		96.9%		96.9%		96.9%		96.9%		0.0%		0.0%		0.0%		96.9%

		鳥取県		62%		91%		95%		100.0%								61.9%		90.5%		95.2%		100.0%		61.9%		28.6%		4.7%		4.8%		100.0%

		島根県		30%		45%		55%		75.0%								30.0%		45.0%		55.0%		75.0%		30.0%		15.0%		10.0%		20.0%		75.0%

		岡山県		69%		86%		90%		93.1%								69.0%		86.2%		89.7%		93.1%		69.0%		17.2%		3.5%		3.4%		93.1%

		広島県		71%		79%		88%		100.0%								70.8%		79.2%		87.5%		100.0%		70.8%		8.4%		8.3%		12.5%		100.0%

		山口県		100%		100%		100%		100.0%								100.0%		100.0%		100.0%		100.0%		100.0%		0.0%		0.0%		0.0%		100.0%

		徳島県		68%		96%		100%		100.0%								68.0%		96.0%		100.0%		100.0%		68.0%		28.0%		4.0%		0.0%		100.0%

		香川県		79%		84%		95%		94.7%								78.9%		84.2%		94.7%		94.7%		78.9%		5.3%		10.5%		0.0%		94.7%

		愛媛県		55%		59%		64%		72.7%								54.5%		59.1%		63.6%		72.7%		54.5%		4.6%		4.5%		9.1%		72.7%

		高知県		78%		89%		97%		100.0%								77.8%		88.9%		97.2%		100.0%		77.8%		11.1%		8.3%		2.8%		100.0%

		福岡県		73%		81%		86%		85.9%								73.4%		81.3%		85.9%		85.9%		73.4%		7.9%		4.6%		0.0%		85.9%

		佐賀県		62%		71%		81%		85.7%								61.9%		71.4%		81.0%		85.7%		61.9%		9.5%		9.6%		4.7%		85.7%

		長崎県		86%		96%		100%		100.0%								86.4%		95.5%		100.0%		100.0%		86.4%		9.1%		4.5%		0.0%		100.0%

		熊本県		81%		89%		94%		93.6%								80.9%		89.4%		93.6%		93.6%		80.9%		8.5%		4.2%		0.0%		93.6%

		大分県		95%		95%		95%		94.7%								94.7%		94.7%		94.7%		94.7%		94.7%		0.0%		0.0%		0.0%		94.7%

		宮崎県		74%		82%		93%		92.6%								74.1%		81.5%		92.6%		92.6%		74.1%		7.4%		11.1%		0.0%		92.6%

		鹿児島県		48%		55%		61%		63.6%								47.7%		54.5%		61.4%		63.6%		47.7%		6.8%		6.9%		2.2%		63.6%

		沖縄県		21%		31%		41%		45.2%								21.4%		31.0%		40.5%		45.2%		21.4%		9.6%		9.5%		4.7%		45.2%





【確定値】C・Sと地域学校協働本部の一体的な整備状況

		



R3

R4

R5

R6



【確定値】C・Sと地域学校協働本部の一体的な整備状況②

		



R6



【確定値】『類似の仕組み』の実施状況①

		

		地域学校協働本部が整備されている学校数の推移 チイキガッコウキョウドウホンブセイビガッコウスウスイイ

				小中義務合計 ショウチュウギムゴウケイ		全学校種合計 ゼンガッコウシュゴウケイ

		R1.5.1		14,390		14,987

		R2.5.1		17,066		18,130

		R3.5.1		18,296		19,471

		R4.5.1		19,256		20,568

		R5.5.1		19,812		21,144

		R6.5.1		20,460		21,935





【確定値】『類似の仕組み』の実施状況①

		



小中義務合計

全学校種合計

[]



【241023】『類似の仕組み』の実施状況②

		

		コミュニティ・スクールの導入率 ドウニュウリツ						全国63.9％ ゼンコク

				R3		R4		R5		R6								コミュニティ・スクールの導入率（R3）		コミュニティ・スクールの導入率（R4）		コミュニティ・スクールの導入率（R5） ドウニュウリツ		コミュニティ・スクールの導入率（R6） ドウニュウリツ		R3		R4		R5		R6		合計 ゴウケイ

		北海道								55.0%								0.0%		0.0%		0.0%		55.0%		0.0%		0.0%		0.0%		55.0%		55.0%

		青森県								57.5%								0.0%		0.0%		0.0%		57.5%		0.0%		0.0%		0.0%		57.5%		57.5%

		岩手県								74.4%								0.0%		0.0%		0.0%		74.4%		0.0%		0.0%		0.0%		74.4%		74.4%

		宮城県								61.5%								0.0%		0.0%		0.0%		61.5%		0.0%		0.0%		0.0%		61.5%		61.5%

		秋田県								67.3%								0.0%		0.0%		0.0%		67.3%		0.0%		0.0%		0.0%		67.3%		67.3%

		山形県								53.8%								0.0%		0.0%		0.0%		53.8%		0.0%		0.0%		0.0%		53.8%		53.8%

		福島県								78.0%								0.0%		0.0%		0.0%		78.0%		0.0%		0.0%		0.0%		78.0%		78.0%

		茨城県								27.7%								0.0%		0.0%		0.0%		27.7%		0.0%		0.0%		0.0%		27.7%		27.7%

		栃木県								62.2%								0.0%		0.0%		0.0%		62.2%		0.0%		0.0%		0.0%		62.2%		62.2%

		群馬県								54.6%								0.0%		0.0%		0.0%		54.6%		0.0%		0.0%		0.0%		54.6%		54.6%

		埼玉県								78.8%								0.0%		0.0%		0.0%		78.8%		0.0%		0.0%		0.0%		78.8%		78.8%

		千葉県								72.2%								0.0%		0.0%		0.0%		72.2%		0.0%		0.0%		0.0%		72.2%		72.2%

		東京都								63.3%								0.0%		0.0%		0.0%		63.3%		0.0%		0.0%		0.0%		63.3%		63.3%

		神奈川県								40.5%								0.0%		0.0%		0.0%		40.5%		0.0%		0.0%		0.0%		40.5%		40.5%

		新潟県								68.4%								0.0%		0.0%		0.0%		68.4%		0.0%		0.0%		0.0%		68.4%		68.4%

		富山県								32.2%								0.0%		0.0%		0.0%		32.2%		0.0%		0.0%		0.0%		32.2%		32.2%

		石川県								28.2%								0.0%		0.0%		0.0%		28.2%		0.0%		0.0%		0.0%		28.2%		28.2%

		福井県								3.6%								0.0%		0.0%		0.0%		3.6%		0.0%		0.0%		0.0%		3.6%		3.6%

		山梨県								30.2%								0.0%		0.0%		0.0%		30.2%		0.0%		0.0%		0.0%		30.2%		30.2%

		長野県								87.3%								0.0%		0.0%		0.0%		87.3%		0.0%		0.0%		0.0%		87.3%		87.3%

		岐阜県								61.3%								0.0%		0.0%		0.0%		61.3%		0.0%		0.0%		0.0%		61.3%		61.3%

		静岡県								64.4%								0.0%		0.0%		0.0%		64.4%		0.0%		0.0%		0.0%		64.4%		64.4%

		愛知県								36.5%								0.0%		0.0%		0.0%		36.5%		0.0%		0.0%		0.0%		36.5%		36.5%

		三重県								46.3%								0.0%		0.0%		0.0%		46.3%		0.0%		0.0%		0.0%		46.3%		46.3%

		滋賀県								45.2%								0.0%		0.0%		0.0%		45.2%		0.0%		0.0%		0.0%		45.2%		45.2%

		京都府								79.8%								0.0%		0.0%		0.0%		79.8%		0.0%		0.0%		0.0%		79.8%		79.8%

		大阪府								78.2%								0.0%		0.0%		0.0%		78.2%		0.0%		0.0%		0.0%		78.2%		78.2%

		兵庫県								60.9%								0.0%		0.0%		0.0%		60.9%		0.0%		0.0%		0.0%		60.9%		60.9%

		奈良県								72.5%								0.0%		0.0%		0.0%		72.5%		0.0%		0.0%		0.0%		72.5%		72.5%

		和歌山県								71.6%								0.0%		0.0%		0.0%		71.6%		0.0%		0.0%		0.0%		71.6%		71.6%

		鳥取県								75.2%								0.0%		0.0%		0.0%		75.2%		0.0%		0.0%		0.0%		75.2%		75.2%

		島根県								69.2%								0.0%		0.0%		0.0%		69.2%		0.0%		0.0%		0.0%		69.2%		69.2%

		岡山県								80.5%								0.0%		0.0%		0.0%		80.5%		0.0%		0.0%		0.0%		80.5%		80.5%

		広島県								75.6%								0.0%		0.0%		0.0%		75.6%		0.0%		0.0%		0.0%		75.6%		75.6%

		山口県								98.6%								0.0%		0.0%		0.0%		98.6%		0.0%		0.0%		0.0%		98.6%		98.6%

		徳島県								63.6%								0.0%		0.0%		0.0%		63.6%		0.0%		0.0%		0.0%		63.6%		63.6%

		香川県								44.9%								0.0%		0.0%		0.0%		44.9%		0.0%		0.0%		0.0%		44.9%		44.9%

		愛媛県								41.9%								0.0%		0.0%		0.0%		41.9%		0.0%		0.0%		0.0%		41.9%		41.9%

		高知県								84.7%								0.0%		0.0%		0.0%		84.7%		0.0%		0.0%		0.0%		84.7%		84.7%

		福岡県								55.4%								0.0%		0.0%		0.0%		55.4%		0.0%		0.0%		0.0%		55.4%		55.4%

		佐賀県								45.1%								0.0%		0.0%		0.0%		45.1%		0.0%		0.0%		0.0%		45.1%		45.1%

		長崎県								47.8%								0.0%		0.0%		0.0%		47.8%		0.0%		0.0%		0.0%		47.8%		47.8%

		熊本県								81.3%								0.0%		0.0%		0.0%		81.3%		0.0%		0.0%		0.0%		81.3%		81.3%

		大分県								81.9%								0.0%		0.0%		0.0%		81.9%		0.0%		0.0%		0.0%		81.9%		81.9%

		宮崎県								80.0%								0.0%		0.0%		0.0%		80.0%		0.0%		0.0%		0.0%		80.0%		80.0%

		鹿児島県								79.2%								0.0%		0.0%		0.0%		79.2%		0.0%		0.0%		0.0%		79.2%		79.2%

		沖縄県								49.4%								0.0%		0.0%		0.0%		49.4%		0.0%		0.0%		0.0%		49.4%		49.4%

		札幌市								42.0%								0.0%		0.0%		0.0%		42.0%		0.0%		0.0%		0.0%		42.0%		42.0%

		仙台市								96.3%								0.0%		0.0%		0.0%		96.3%		0.0%		0.0%		0.0%		96.3%		96.3%

		さいたま市								100.0%								0.0%		0.0%		0.0%		100.0%		0.0%		0.0%		0.0%		100.0%		100.0%

		千葉市								50.9%								0.0%		0.0%		0.0%		50.9%		0.0%		0.0%		0.0%		50.9%		50.9%

		横浜市								92.5%								0.0%		0.0%		0.0%		92.5%		0.0%		0.0%		0.0%		92.5%		92.5%

		川崎市								97.7%								0.0%		0.0%		0.0%		97.7%		0.0%		0.0%		0.0%		97.7%		97.7%

		相模原市								0.9%								0.0%		0.0%		0.0%		0.9%		0.0%		0.0%		0.0%		0.9%		0.9%

		新潟市								96.0%								0.0%		0.0%		0.0%		96.0%		0.0%		0.0%		0.0%		96.0%		96.0%

		静岡市								98.4%								0.0%		0.0%		0.0%		98.4%		0.0%		0.0%		0.0%		98.4%		98.4%

		浜松市								49.8%								0.0%		0.0%		0.0%		49.8%		0.0%		0.0%		0.0%		49.8%		49.8%

		名古屋市								93.2%								0.0%		0.0%		0.0%		93.2%		0.0%		0.0%		0.0%		93.2%		93.2%

		京都市								96.1%								0.0%		0.0%		0.0%		96.1%		0.0%		0.0%		0.0%		96.1%		96.1%

		大阪市								86.3%								0.0%		0.0%		0.0%		86.3%		0.0%		0.0%		0.0%		86.3%		86.3%

		堺市								94.4%								0.0%		0.0%		0.0%		94.4%		0.0%		0.0%		0.0%		94.4%		94.4%

		神戸市								88.2%								0.0%		0.0%		0.0%		88.2%		0.0%		0.0%		0.0%		88.2%		88.2%

		岡山市								34.4%								0.0%		0.0%		0.0%		34.4%		0.0%		0.0%		0.0%		34.4%		34.4%

		広島市								28.6%								0.0%		0.0%		0.0%		28.6%		0.0%		0.0%		0.0%		28.6%		28.6%

		北九州市								93.6%								0.0%		0.0%		0.0%		93.6%		0.0%		0.0%		0.0%		93.6%		93.6%

		福岡市								100.0%								0.0%		0.0%		0.0%		100.0%		0.0%		0.0%		0.0%		100.0%		100.0%

		熊本市								0.0%								0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%





【241023】『類似の仕組み』の実施状況②
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合計



【確定値】『類似の仕組み』の実施状況 4か年の推移①

		



R6



【確定値】類似の仕組みの実施状況（R6・4か年）

		

		コミュニティ・スクール及び地域学校協働本部の学校種別の状況 オヨチイキガッコウキョウドウホンブガッコウシュベツジョウキョウ

						地域学校協働活動推進員 チイキガッコウキョウドウカツドウスイシンイン		地域コーディネーター チイキ

				　配置数 ハイチスウ		15,230人（前年度から2,086人増） ニンゼンネンニンゾウ		19,383人（前年度から872人減） ニンゼンネンドヒトゲン

				　うち、学校運営
  協議会の委員 ガッコウウンエイキョウギカイイイン		7,850人（前年度から1,795人増） ニンゾウ		5,733人（前年度から663人増） ニンゼンネンドニンゾウ

				　研修機会の有無 ケンシュウキカイウム

				配置人数の推移 ハイチニンズウスイイ

						R1		R2		R3		R4		R5		R6

				地域学校活動推進員（A） チイキガッコウカツドウスイシンイン		5,175		7,339		8,843		11,380		13,144		15,230

				地域コーディネーター（B） チイキ		21,438		21,483		22,169		21,574		20,255		19,383

				Aのうち、学校運営協議会委員 ガッコウウンエイキョウギカイイイン						3,183		4,810		6,055		7,850

				Bのうち、学校運営協議会委員 ガッコウウンエイキョウギカイイイン						3,587		4,144		5,070		5,733

				■推進員の謝金・交通費の有無（5-1-3）、推進員等の研修機会の有無（5-3）の結果も入れてください。

				謝金・交通費の有無

				①		②		③		④

				謝金・交通費ともに支給している		謝金のみ支給している シャキンシキュウ		交通費のみ支給している コウツウヒシキュウ		謝金・交通費ともに支給していない シャキンコウツウヒシキュウ

				186		588		13		453

				15.0%		47.4%		1.0%		36.5%

				地域学校協働活動推進員等の研修機会の有無

				①		②		③		④		⑤

				都道府県・指定都市が開催する研修会 トドウフケンシテイトシカイサイケンシュウカイ		市区町村（指定都市を除く）が開催する研修会 シクチョウソンシテイトシノゾカイサイケンシュウカイ		その他機関（国や大学等）が開催する研修会 タキカンクニダイガクトウカイサイケンシュウカイ		社会教育主事講習 シャカイキョウイクシュジコウシュウ		なし

				1075		566		115		45		500

				46.7%		24.6%		5.0%		2.0%		21.7%





【確定値】類似の仕組みの実施状況（R6・4か年）

		



R1

R2

R3

R4

R5

R6



【確定値】C・Sの取組の成果実感

		



謝金・交通費ともに支給している

謝金のみ支給している

交通費のみ支給している

謝金・交通費ともに支給していない



【確定値】学校運営協議会の効果的な運営の継続に向けた取組

		



都道府県・指定都市が開催する研修会

市区町村（指定都市を除く）が開催する研修会

その他機関（国や大学等）が開催する研修会

社会教育主事講習

なし



平均委員人数

				地域学校協働活動推進員、地域コーディネーター問わず配置している自治体の割合 チイキガッコウキョウドウカツドウスイシンインチイキトハイチジチタイワリアイ		地域学校協働活動推進員として委嘱する者を配置している自治体の割合 チイキガッコウキョウドウカツドウスイシンインイショクモノハイチジチタイワリアイ

		北海道		80.0%		29.4%

		青森県		63.4%		51.2%

		岩手県		94.1%		47.1%

		宮城県		83.3%		44.4%

		秋田県		96.2%		69.2%

		山形県		88.9%		50.0%

		福島県		86.7%		60.0%

		茨城県		71.1%		48.9%

		栃木県		100.0%		46.2%

		群馬県		64.9%		40.5%

		埼玉県		98.4%		39.1%

		千葉県		69.6%		41.1%

		東京都		93.7%		44.4%

		神奈川県		85.3%		50.0%

		新潟県		90.3%		54.8%

		富山県		81.3%		43.8%

		石川県		35.0%		25.0%

		福井県		66.7%		5.6%

		山梨県		65.5%		24.1%

		長野県		84.3%		26.5%

		岐阜県		80.4%		65.2%

		静岡県		92.1%		73.7%

		愛知県		81.8%		56.4%

		三重県		61.3%		12.9%

		滋賀県		95.0%		80.0%

		京都府		100.0%		42.3%

		大阪府		100.0%		40.9%

		兵庫県		90.9%		38.6%

		奈良県		90.2%		12.2%

		和歌山県		90.6%		21.9%

		鳥取県		100.0%		85.7%

		島根県		90.0%		55.0%

		岡山県		100.0%		89.7%

		広島県		62.5%		25.0%

		山口県		100.0%		95.0%

		徳島県		100.0%		16.0%

		香川県		84.2%		42.1%

		愛媛県		81.8%		27.3%

		高知県		100.0%		58.3%

		福岡県		82.5%		77.8%

		佐賀県		90.5%		71.4%

		長崎県		77.3%		27.3%

		熊本県		97.9%		91.5%

		大分県		100.0%		68.4%

		宮崎県		96.3%		74.1%

		鹿児島県		86.4%		52.3%

		沖縄県		61.9%		42.9%





平均委員人数

		



地域学校協働活動推進員、地域コーディネーター問わず配置している自治体の割合

地域学校協働活動推進員として委嘱する者を配置している自治体の割合



平均開催回数

		

		コミュニティ・スクールの導入率 ドウニュウリツ

				学校数		推進員+コーディネータの合計		１校当たりの配置人数 コウアハイチニンズウ

		北海道		1,494		822		0.6

		青森県		461		454		1.0

		岩手県		508		240		0.5

		宮城県		493		299		0.6

		秋田県		336		303		0.9

		山形県		383		275		0.7

		福島県		755		546		0.7

		茨城県		853		397		0.5

		栃木県		561		812		1.4

		群馬県		595		267		0.4

		埼玉県		1,271		2090		1.6

		千葉県		1,177		1199		1.0

		東京都		2,280		4210		1.8

		神奈川県		703		307		0.4

		新潟県		624		653		1.0

		富山県		307		233		0.8

		石川県		341		199		0.6

		福井県		308		154		0.5

		山梨県		295		86		0.3

		長野県		638		484		0.8

		岐阜県		653		591		0.9

		静岡県		689		591		0.9

		愛知県		1,207		1464		1.2

		三重県		646		300		0.5

		滋賀県		469		321		0.7

		京都府		381		269		0.7

		大阪府		1,180		962		0.8

		兵庫県		1,183		651		0.6

		奈良県		411		820		2.0

		和歌山県		416		252		0.6

		鳥取県		206		166		0.8

		島根県		393		263		0.7

		岡山県		563		640		1.1

		広島県		587		393		0.7

		山口県		497		456		0.9

		徳島県		338		222		0.7

		香川県		321		187		0.6

		愛媛県		497		297		0.6

		高知県		326		479		1.5

		福岡県		767		524		0.7

		佐賀県		295		150		0.5

		長崎県		550		298		0.5

		熊本県		432		372		0.9

		大分県		470		246		0.5

		宮崎県		410		135		0.3

		鹿児島県		808		725		0.9

		沖縄県		589		213		0.4

		札幌市		319		352		1.1

		仙台市		191		756		4.0

		さいたま市		168		164		1.0

		千葉市		167		232		1.4

		横浜市		506		3274		6.5

		川崎市		175		103		0.6

		相模原市		106		9		0.1

		新潟市		173		564		3.3

		静岡市		126		121		1.0

		浜松市		203		12		0.1

		名古屋市		413		430		1.0

		京都市		256		29		0.1

		大阪市		468		1820		3.9

		堺市		143		98		0.7

		神戸市		289		101		0.3

		岡山市		157		111		0.7

		広島市		231		68		0.3

		北九州市		202		161		0.8

		福岡市		229		161		0.7

		熊本市		145		30		0.2





平均開催回数

		





年間支払い予定報酬委員1名当たりの額

		

				学校の状況 ガッコウジョウキョウ		校数 コウスウ				割合 ワリアイ

				　両方を整備 リョウホウセイビ		15,626		校 コウ		45.5%

				　コミュニティ・スクールのみを整備 セイビ		4,527		校 コウ		13.2%

				　地域学校協働本部のみを整備 チイキガッコウキョウドウホンブセイビ		6,310		園 エン		18.4%

				　両方とも整備されていない リョウホウセイビ		7,871		校 コウ		22.9%

				　合計 ゴウケイ		34,334		校 コウ		100.0%





1回あたりの支払予定報酬（平均）委員1名当たりの額

		

		コミュニティ・スクールと地域共同本部の一体的な整備状況 チイキキョウドウホンブイッタイテキセイビジョウキョウ

				両方を整備 リョウホウセイビ		コミュニティ・スクールのみを整備 セイビ		地域学校協働本部のみを整備 チイキガッコウキョウドウホンブセイビ		両方とも整備されていない リョウホウセイビ		両方を整備 リョウホウセイビ		コミュニティ・スクールのみを整備 セイビ		地域学校協働本部のみを整備 チイキガッコウキョウドウホンブセイビ		両方とも整備されていない リョウホウセイビ

		北海道		33.5%		2.0%		53.0%		11.4%		501		30		792		171

		青森県		19.5%		14.5%		43.0%		23.0%		90		67		198		106

		岩手県		17.3%		7.1%		67.3%		8.3%		88		36		342		42

		宮城県		5.5%		26.2%		35.3%		33.1%		27		129		174		163

		秋田県		18.8%		13.7%		53.6%		14.0%		63		46		180		47

		山形県		10.4%		8.6%		45.2%		35.8%		40		33		173		137

		福島県		3.4%		41.7%		36.3%		18.5%		26		315		274		140

		茨城県		32.6%		5.0%		22.6%		39.7%		278		43		193		339

		栃木県		11.9%		20.9%		41.4%		25.8%		67		117		232		145

		群馬県		11.8%		11.3%		43.4%		33.6%		70		67		258		200

		埼玉県		8.8%		7.7%		71.0%		12.4%		112		98		903		158

		千葉県		2.7%		26.3%		46.0%		25.1%		32		309		541		295

		東京都		3.4%		27.3%		36.1%		33.2%		78		622		822		758

		神奈川県		47.1%		8.7%		31.9%		12.4%		331		61		224		87

		新潟県		5.0%		8.2%		60.3%		26.6%		31		51		376		166

		富山県		38.8%		19.9%		12.4%		29.0%		119		61		38		89

		石川県		24.0%		0.6%		27.6%		47.8%		82		2		94		163

		福井県		5.5%		0.0%		3.6%		90.9%		17		0		11		280

		山梨県		43.4%		12.5%		17.6%		26.4%		128		37		52		78

		長野県		0.0%		66.3%		21.0%		12.7%		0		423		134		81

		岐阜県		25.0%		0.2%		61.1%		13.8%		163		1		399		90

		静岡県		20.2%		9.7%		54.7%		15.4%		139		67		377		106

		愛知県		11.4%		2.9%		33.6%		52.0%		138		35		406		628

		三重県		20.7%		10.1%		36.2%		33.0%		134		65		234		213

		滋賀県		26.2%		9.2%		36.0%		28.6%		123		43		169		134

		京都府		11.3%		9.4%		70.3%		8.9%		43		36		268		34

		大阪府		14.9%		44.5%		33.7%		6.9%		176		525		398		81

		兵庫県		1.8%		16.1%		44.8%		37.4%		21		190		530		442

		奈良県		10.9%		22.1%		50.4%		16.5%		45		91		207		68

		和歌山県		24.8%		2.2%		69.5%		3.6%		103		9		289		15

		鳥取県		24.8%		0.0%		75.2%		0.0%		51		0		155		0

		島根県		19.6%		24.2%		45.0%		11.2%		77		95		177		44

		岡山県		5.5%		18.5%		62.2%		13.9%		31		104		350		78

		広島県		17.4%		30.8%		44.8%		7.0%		102		181		263		41

		山口県		0.0%		2.2%		96.4%		1.4%		0		11		479		7

		徳島県		30.5%		1.2%		62.4%		5.9%		103		4		211		20

		香川県		28.0%		5.6%		39.3%		27.1%		90		18		126		87

		愛媛県		17.1%		7.2%		34.6%		41.0%		85		36		172		204

		高知県		11.3%		0.0%		84.7%		4.0%		37		0		276		13

		福岡県		13.2%		5.1%		50.3%		31.4%		101		39		386		241

		佐賀県		14.2%		8.5%		36.6%		40.7%		42		25		108		120

		長崎県		4.0%		27.1%		20.7%		48.2%		22		149		114		265

		熊本県		16.2%		3.0%		78.2%		2.5%		70		13		338		11

		大分県		4.3%		7.7%		74.3%		13.8%		20		36		349		65

		宮崎県		4.6%		12.4%		67.6%		15.4%		19		51		277		63

		鹿児島県		2.8%		26.5%		52.7%		17.9%		23		214		426		145

		沖縄県		3.1%		20.2%		29.2%		47.5%		18		119		172		280

		札幌市		1.6%		38.9%		3.1%		56.4%		5		124		10		180

		仙台市		3.7%		0.0%		96.3%		0.0%		7		0		184		0

		さいたま市		0.0%		0.0%		100.0%		0.0%		0		0		168		0

		千葉市		0.0%		49.1%		1.8%		49.1%		0		82		3		82

		横浜市		7.3%		0.4%		92.1%		0.2%		37		2		466		1

		川崎市		0.6%		44.6%		53.1%		1.7%		1		78		93		3

		相模原市		12.3%		0.0%		0.9%		86.8%		13		0		1		92

		新潟市		2.9%		0.0%		96.0%		1.2%		5		0		166		2

		静岡市		0.0%		16.7%		81.7%		1.6%		0		21		103		2

		浜松市		21.7%		0.0%		49.8%		28.6%		44		0		101		58

		名古屋市		0.0%		91.3%		1.9%		6.8%		0		377		8		28

		京都市		3.9%		0.0%		96.1%		0.0%		10		0		246		0

		大阪市		0.0%		86.3%		0.0%		13.7%		0		404		0		64

		堺市		0.0%		94.4%		0.0%		5.6%		0		135		0		8

		神戸市		0.0%		0.0%		88.2%		11.8%		0		0		255		34

		岡山市		65.6%		0.0%		34.4%		0.0%		103		0		54		0

		広島市		63.2%		0.0%		28.6%		8.2%		146		0		66		19

		北九州市		0.0%		76.2%		17.3%		6.4%		0		154		35		13

		福岡市		0.0%		100.0%		0.0%		0.0%		0		229		0		0

		熊本市		0.0%		0.0%		0.0%		100.0%		0		0		0		145





1回あたりの支払予定報酬（平均）委員1名当たりの額

		



両方を整備

コミュニティ・スクールのみを整備

地域学校協働本部のみを整備



コミュニティスクールの推進のための取組

		

				学校種 ガッコウシュ		令和6年度 レイワネンド

				幼稚園 ヨウチエン		325		園 エン						325

				小学校 ショウガッコウ		2,228		校 コウ						2228

				中学校 チュウガッコウ		1,081		校 コウ						1081

				義務教育学校 ギムキョウイクガッコウ		20		校 コウ						20

				高等学校 コウトウガッコウ		337		校 コウ						337

				中等教育学校 チュウトウキョウイクガッコウ		6		校 コウ						6

				特別支援学校 トクベツシエンガッコウ		102		校 コウ						102

				合計 ゴウケイ		4,099		校 コウ





日本地図(CS導入率)

		

		コミュニティ・スクールの導入率 ドウニュウリツ

										R6		学校数 ガッコウスウ		類似の仕組み ルイジシク

		北海道								3%		1,494		44

		青森県								6%		461		27

		岩手県								0%		508		2

		宮城県								3%		490		13

		秋田県								1%		339		3

		山形県								1%		383		5

		福島県								3%		755		21

		茨城県								3%		853		23

		栃木県								17%		561		94

		群馬県								1%		595		8

		埼玉県								4%		1,271		52

		千葉県								10%		1,177		114

		東京都								29%		2,280		652

		神奈川県								3%		703		20

		新潟県								4%		624		23

		富山県								4%		307		11

		石川県								1%		341		3

		福井県								74%		308		228

		山梨県								5%		295		16

		長野県								63%		638		399

		岐阜県								1%		653		8

		静岡県								1%		689		4

		愛知県								3%		1,207		41

		三重県								12%		646		76

		滋賀県								7%		469		32

		京都府								5%		385		18

		大阪府								22%		1,180		257

		兵庫県								9%		1,183		112

		奈良県								1%		411		6

		和歌山県								4%		416		18

		鳥取県								0%		206		0

		島根県								0%		393		0

		岡山県								7%		563		39

		広島県								3%		587		15

		山口県								0%		497		0

		徳島県								0%		338		0

		香川県								0%		321		0

		愛媛県								7%		497		33

		高知県								1%		326		4

		福岡県								7%		767		52

		佐賀県								1%		295		3

		長崎県								23%		550		124

		熊本県								4%		432		16

		大分県								3%		470		15

		宮崎県								10%		410		43

		鹿児島県								7%		808		55

		沖縄県								11%		589		65

		札幌市								0%		319		1

		仙台市								0%		191		0

		さいたま市								0%		168		0

		千葉市								0%		167		0

		横浜市								0%		506		0

		川崎市								46%		175		81

		相模原市								0%		106		0

		新潟市								0%		172		0

		静岡市								17%		126		21

		浜松市								0%		203		0

		名古屋市								98%		413		405

		京都市								0%		256		0

		大阪市								100%		468		468

		堺市								100%		143		143

		神戸市								0%		289		0

		岡山市								0%		157		0

		広島市								8%		231		19

		北九州市								83%		202		167

		福岡市								0%		230		0

		熊本市								0%		145		0





日本地図(CS導入率)

		





日本地図(自治体数)

		

				学校種 ガッコウシュ		令和3年度 レイワネンド				令和4年度 レイワネンド				令和5年度 レイワネンド				令和6年度 レイワネンド

				幼稚園 ヨウチエン		431		園 エン		338		園 エン		279		園 エン		325		園 エン

				小学校 ショウガッコウ		3,919		校 コウ		3,532		校 コウ		2,696		校 コウ		2,228		校 コウ

				中学校 チュウガッコウ		1,869		校 コウ		1,716		校 コウ		1,333		校 コウ		1,081		校 コウ

				義務教育学校 ギムキョウイクガッコウ		16		校 コウ		16		校 コウ		15		校 コウ		20		校 コウ

				高等学校 コウトウガッコウ		486		校 コウ		423		校 コウ		385		校 コウ		337		校 コウ

				中等教育学校 チュウトウキョウイクガッコウ		7		校 コウ		6		校 コウ		5		校 コウ		6		校 コウ

				特別支援学校 トクベツシエンガッコウ		131		校 コウ		121		校 コウ		105		校 コウ		102		校 コウ

				合計 ゴウケイ		6,859		校 コウ		6,152		校 コウ		4,818		校 コウ		4,099		校 コウ





日本地図(地域学校協働本部) 

		

				R3		R4		R5		R6								コミュニティ・スクールの導入率（R3）		コミュニティ・スクールの導入率（R4）		コミュニティ・スクールの導入率（R5） ドウニュウリツ		コミュニティ・スクールの導入率（R6） ドウニュウリツ		R3		R4		R5		R6

		北海道		4.9%		4.4%		4.0%		2.9%								4.9%		4.4%		4.0%		2.9%		4.9%		0.0%		0.0%		0.0%		4.9%

		青森県		15.3%		14.8%		14.8%		5.9%								15.3%		14.8%		14.8%		5.9%		15.3%		0.0%		0.0%		0.0%		15.3%

		岩手県		11.6%		1.4%		0.8%		0.4%								11.6%		1.4%		0.8%		0.4%		11.6%		0.0%		0.0%		0.0%		11.6%

		宮城県		8.2%		5.4%		6.8%		2.6%								8.2%		5.4%		6.8%		2.6%		8.2%		0.0%		0.0%		0.0%		8.2%

		秋田県		1.7%		1.2%		1.2%		0.9%								1.7%		1.2%		1.2%		0.9%		1.7%		0.0%		0.0%		0.0%		1.7%

		山形県		6.2%		3.6%		1.0%		1.3%								6.2%		3.6%		1.0%		1.3%		6.2%		0.0%		0.0%		0.0%		6.2%

		福島県		13.7%		3.4%		4.4%		2.8%								13.7%		3.4%		4.4%		2.8%		13.7%		0.0%		0.0%		0.0%		13.7%

		茨城県		5.2%		4.0%		1.6%		2.7%								5.2%		4.0%		1.6%		2.7%		5.2%		0.0%		0.0%		0.0%		5.2%

		栃木県		23.1%		23.0%		17.9%		16.8%								23.1%		23.0%		17.9%		16.8%		23.1%		0.0%		0.0%		0.0%		23.1%

		群馬県		10.6%		4.8%		2.8%		1.3%								10.6%		4.8%		2.8%		1.3%		10.6%		0.0%		0.0%		0.0%		10.6%

		埼玉県		5.8%		1.6%		4.6%		4.1%								5.8%		1.6%		4.6%		4.1%		5.8%		0.0%		0.0%		0.0%		5.8%

		千葉県		18.5%		17.8%		12.0%		9.7%								18.5%		17.8%		12.0%		9.7%		18.5%		0.0%		0.0%		0.0%		18.5%

		東京都		42.8%		40.6%		31.7%		28.6%								42.8%		40.6%		31.7%		28.6%		42.8%		0.0%		0.0%		0.0%		42.8%

		神奈川県		6.3%		4.6%		1.3%		2.8%								6.3%		4.6%		1.3%		2.8%		6.3%		0.0%		0.0%		0.0%		6.3%

		新潟県		5.3%		4.2%		2.2%		3.7%								5.3%		4.2%		2.2%		3.7%		5.3%		0.0%		0.0%		0.0%		5.3%

		富山県		6.1%		5.6%		1.0%		3.6%								6.1%		5.6%		1.0%		3.6%		6.1%		0.0%		0.0%		0.0%		6.1%

		石川県		7.0%		0.0%		0.0%		0.9%								7.0%		0.0%		0.0%		0.9%		7.0%		0.0%		0.0%		0.0%		7.0%

		福井県		82.4%		78.9%		74.1%		74.0%								82.4%		78.9%		74.1%		74.0%		82.4%		0.0%		0.0%		0.0%		82.4%

		山梨県		2.3%		15.0%		4.4%		5.4%								2.3%		15.0%		4.4%		5.4%		2.3%		12.7%		0.0%		0.0%		15.0%

		長野県		68.8%		65.2%		63.5%		62.5%								68.8%		65.2%		63.5%		62.5%		68.8%		0.0%		0.0%		0.0%		68.8%

		岐阜県		10.6%		3.1%		2.1%		1.2%								10.6%		3.1%		2.1%		1.2%		10.6%		0.0%		0.0%		0.0%		10.6%

		静岡県		7.6%		9.8%		4.6%		0.6%								7.6%		9.8%		4.6%		0.6%		7.6%		2.2%		0.0%		0.0%		9.8%

		愛知県		19.1%		15.0%		3.9%		3.4%								19.1%		15.0%		3.9%		3.4%		19.1%		0.0%		0.0%		0.0%		19.1%

		三重県		13.1%		12.5%		12.1%		11.8%								13.1%		12.5%		12.1%		11.8%		13.1%		0.0%		0.0%		0.0%		13.1%

		滋賀県		0.6%		0.6%		0.2%		6.8%								0.6%		0.6%		0.2%		6.8%		0.6%		0.0%		0.0%		6.2%		6.8%

		京都府		8.8%		7.7%		7.7%		4.7%								8.8%		7.7%		7.7%		4.7%		8.8%		0.0%		0.0%		0.0%		8.8%

		大阪府		58.3%		52.0%		37.4%		21.8%								58.3%		52.0%		37.4%		21.8%		58.3%		0.0%		0.0%		0.0%		58.3%

		兵庫県		15.2%		10.0%		8.5%		9.5%								15.2%		10.0%		8.5%		9.5%		15.2%		0.0%		0.0%		0.0%		15.2%

		奈良県		0.0%		1.3%		1.4%		1.5%								0.0%		1.3%		1.4%		1.5%		0.0%		1.3%		0.1%		0.1%		1.5%

		和歌山県		1.6%		1.4%		1.4%		4.3%								1.6%		1.4%		1.4%		4.3%		1.6%		0.0%		0.0%		2.7%		4.3%

		鳥取県		2.8%		5.0%		0.0%		0.0%								2.8%		5.0%		0.0%		0.0%		2.8%		2.2%		0.0%		0.0%		5.0%

		島根県		13.9%		7.9%		0.0%		0.0%								13.9%		7.9%		0.0%		0.0%		13.9%		0.0%		0.0%		0.0%		13.9%

		岡山県		10.7%		7.0%		6.1%		6.9%								10.7%		7.0%		6.1%		6.9%		10.7%		0.0%		0.0%		0.0%		10.7%

		広島県		0.0%		0.8%		0.3%		2.6%								0.0%		0.8%		0.3%		2.6%		0.0%		0.8%		0.0%		1.8%		2.6%

		山口県		2.9%		0.0%		0.2%		0.0%								2.9%		0.0%		0.2%		0.0%		2.9%		0.0%		0.0%		0.0%		2.9%

		徳島県		19.8%		0.0%		0.0%		0.0%								19.8%		0.0%		0.0%		0.0%		19.8%		0.0%		0.0%		0.0%		19.8%

		香川県		24.6%		21.2%		0.0%		0.0%								24.6%		21.2%		0.0%		0.0%		24.6%		0.0%		0.0%		0.0%		24.6%

		愛媛県		2.7%		6.1%		6.2%		6.6%								2.7%		6.1%		6.2%		6.6%		2.7%		3.4%		0.1%		0.4%		6.6%

		高知県		36.9%		28.0%		4.2%		1.2%								36.9%		28.0%		4.2%		1.2%		36.9%		0.0%		0.0%		0.0%		36.9%

		福岡県		12.4%		10.7%		8.3%		6.8%								12.4%		10.7%		8.3%		6.8%		12.4%		0.0%		0.0%		0.0%		12.4%

		佐賀県		1.7%		20.6%		17.7%		1.0%								1.7%		20.6%		17.7%		1.0%		1.7%		18.9%		0.0%		0.0%		20.6%

		長崎県		72.9%		67.6%		61.2%		22.5%								72.9%		67.6%		61.2%		22.5%		72.9%		0.0%		0.0%		0.0%		72.9%

		熊本県		22.7%		11.3%		4.6%		3.7%								22.7%		11.3%		4.6%		3.7%		22.7%		0.0%		0.0%		0.0%		22.7%

		大分県		9.8%		3.0%		3.8%		3.2%								9.8%		3.0%		3.8%		3.2%		9.8%		0.0%		0.0%		0.0%		9.8%

		宮崎県		5.5%		22.6%		14.4%		10.5%								5.5%		22.6%		14.4%		10.5%		5.5%		17.1%		0.0%		0.0%		22.6%

		鹿児島県		2.6%		1.8%		3.7%		6.8%								2.6%		1.8%		3.7%		6.8%		2.6%		0.0%		1.1%		3.1%		6.8%

		沖縄県		10.6%		8.2%		8.1%		11.0%								10.6%		8.2%		8.1%		11.0%		10.6%		0.0%		0.0%		0.4%		11.0%

		札幌市		0.3%		0.3%		0.3%		0.3%								0.3%		0.3%		0.3%		0.3%		0.3%		0.0%		0.0%		0.0%		0.3%

		仙台市		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%								0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%

		さいたま市		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%								0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%

		千葉市		0.6%		0.0%		0.0%		0.0%								0.6%		0.0%		0.0%		0.0%		0.6%		0.0%		0.0%		0.0%		0.6%

		横浜市		44.9%		28.1%		1.8%		0.0%								44.9%		28.1%		1.8%		0.0%		44.9%		0.0%		0.0%		0.0%		44.9%

		川崎市		84.0%		84.0%		72.6%		46.3%								84.0%		84.0%		72.6%		46.3%		84.0%		0.0%		0.0%		0.0%		84.0%

		相模原市		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%								0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%

		新潟市		0.6%		0.0%		0.0%		0.0%								0.6%		0.0%		0.0%		0.0%		0.6%		0.0%		0.0%		0.0%		0.6%

		静岡市		81.8%		69.5%		53.1%		16.7%								81.8%		69.5%		53.1%		16.7%		81.8%		0.0%		0.0%		0.0%		81.8%

		浜松市		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%								0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%

		名古屋市		0.0%		93.0%		91.3%		98.1%								0.0%		93.0%		91.3%		98.1%		0.0%		93.0%		0.0%		5.1%		98.1%

		京都市		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%								0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%

		大阪市		100.0%		100.0%		99.1%		100.0%								100.0%		100.0%		99.1%		100.0%		100.0%		0.0%		0.0%		0.0%		100.0%

		堺市		100.0%		100.0%		100.0%		100.0%								100.0%		100.0%		100.0%		100.0%		100.0%		0.0%		0.0%		0.0%		100.0%

		神戸市		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%								0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%

		岡山市		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%								0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%

		広島市		80.6%		8.2%		8.2%		8.2%								80.6%		8.2%		8.2%		8.2%		80.6%		0.0%		0.0%		0.0%		80.6%

		北九州市		75.5%		94.1%		93.5%		82.7%								75.5%		94.1%		93.5%		82.7%		75.5%		18.6%		0.0%		0.0%		94.1%

		福岡市		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%								0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%

		熊本市		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%								0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%





日本地図(地域学校協働本部) 
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【使わない】グラフ作成用

		



R6



【使わない】地域学校協働本部カバー数

				当てはまる ア		やや当てはまる ア		あまり当てはまらない ア		当てはまらない ア		分からない ワ				当てはまる ア		やや当てはまる ア		あまり当てはまらない ア		当てはまらない ア		分からない ワ

		学校と保護者や地域住民等（関係機関・団体を含む）の相互理解		34%		57%		4%		1%		4%				493		825		58		9		63

		保護者や地域住民等（関係機関・団体を含む）との連携・協働に係る教職員の意識の向上		22%		61%		10%		1%		6%				325		881		142		10		91

		管理職等の異動によらない地域や関係機関・団体との組織的な連携・協働体制の継続		24%		53%		11%		1%		11%				340		764		165		15		161

		学校運営協議会の意見を踏まえた教職員の任用等による校内体制の整備充実		4%		20%		33%		24%		19%				64		288		474		353		270

		魅力・特色ある学校づくり		39%		51%		4%		1%		5%				558		741		60		12		75

		「社会に開かれた教育課程」の実現		27%		57%		7%		1%		8%				396		827		100		15		111

		学校における働き方改革		12%		45%		25%		5%		13%				173		668		369		76		195

		学校安全（地域防災を含む）の推進		26%		54%		11%		2%		7%				388		795		164		27		109

		不登校対策、生徒指導上の課題解決（いじめ、暴力等）		7%		37%		34%		7%		15%				100		548		509		98		221

		放課後児童対策		14%		38%		25%		12%		11%				203		568		371		173		169

		児童生徒の学力（３要素）の向上		8%		46%		25%		4%		16%				120		683		368		62		241

		児童生徒の社会参画意識の向上、キャリア形成		20%		56%		12%		2%		11%				298		827		177		23		156

		学校を核とした地域コミュニティづくり		24%		58%		10%		1%		7%				355		857		142		20		108

		子供・教師・家庭・地域のウェルビーイングの向上		11%		55%		15%		2%		17%				164		816		217		32		252





【使わない】地域学校協働本部カバー数

		



当てはまる

やや当てはまる

あまり当てはまらない

当てはまらない

分からない



【使わない】C・Sと地域学校本部の整備状況

		

				①		学校運営協議会の効果的な運営に向けた方針提示（課題に応じた協議題の設定や熟議の奨励、開催回数の確保、学校運営協議会委員向け手引きの作成等）

				②		連絡協議会等の設置（学校運営協議会間の情報交換等）

				③		研修会・説明会の継続的実施（教職員対象）

				④		研修会・説明会の継続的実施（学校運営協議会委員対象）

				⑤		研修会・説明会の継続的実施（地域学校協働活動推進員等対象）

				⑥		フォーラムの継続的実施

				⑦		課題に対応した／計画的な委員構成の見直し

				⑧		教育委員会職員の学校運営協議会への参画（委員・オブザーバーでの参画等）

				⑨		学校訪問等を通じた管理職に対する定期的な情報提供や助言

				⑩		地域学校協働活動推進員等の力量向上（地域学校協働活動推進員等向け手引きの作成、社会教育士の称号取得促進等）（⑤を除く）

				⑪		CSポートフォリオの活用

				⑫		その他

						学校運営協議会の効果的な運営に向けた方針提示		855

						連絡協議会等の設置（学校運営協議会間の情報交換等）		427

						研修会・説明会の継続的実施（教職員対象）		493

						研修会・説明会の継続的実施（学校運営協議会委員対象）		584

						研修会・説明会の継続的実施（地域学校協働活動推進員等対象）		522

						フォーラムの継続的実施		96

						課題に対応した／計画的な委員構成の見直し		368

						教育委員会職員の学校運営協議会への参画（委員・オブザーバーでの参画等）		889

						学校訪問等を通じた管理職に対する定期的な情報提供や助言		745

						地域学校協働活動推進員等の力量向上（⑤を除く）		155

						CSポートフォリオの活用		53

						その他		27

								42





【使わない】C・Sと地域学校本部の整備状況

		





		

				★集計用_委員数１協議会平均人数				式1

				0		0人 ニン		4

				1		1人以上5人未満 イジョウニンミマン		26

				2		5人以上10人未満 イジョウニンミマン		461

				3		10人以上15人未満 ニンイジョウニンミマン		580

				4		15人以上20人未満 ニンイジョウニンミマン		195

				5		20人以上30人未満 ニンイジョウニンミマン		72

				6		30人以上50人未満 ニンイジョウニンミマン		5

				7		50人以上100人未満 ニンイジョウニンミマン		2

				8		100人以上 ニンイジョウ		2

				無回答 ムカイトウ				467





		★集計用_開催回数平均				式1

		1		0回～1回未満		33		2.40%

		2		1回以上2回未満		96		7.10%

		3		2回以上3回未満		174		12.90%

		4		3回以上4回未満		602		44.70%

		5		4回以上5回未満		233		17.30%

		6		5回以上6回未満		124		9.20%

		7		6回以上7回未満		39		2.90%

		8		7回以上8回未満		10		0.70%

		9		8回以上9回未満		12		0.90%

		10		9回以上10回未満		7		0.50%

		11		10回以上20回未満		11		0.80%

		12		20回以上50回未満		5		0.40%

		13		50回以上		1		0.10%

				無回答		467





		

				式1

		0円		177		13.10%

		1,000円未満		9		0.70%

		1,001～5,000円		306		22.70%

		5,001～10,000円		438		32.50%

		10,001～15,000円		248		18.40%

		15,001～20,000円		97		7.20%

		20,001～25,000円		38		2.80%

		25,001～30,000円		16		1.20%

		30,001～35,000円		8		0.60%

		35,001～40,000円		7		0.50%

		40,001円以上		5		0.40%

				1349		100.00%

		無回答		465





		★集計_１回当たりの支払予定報酬（平均）委員１名当たりの額				式1

		1		0円		175		13.10%

		2		1000円以下		161		12.00%

		3		1001～2000円		313		23.40%

		4		2001～3000円		273		20.40%

		5		3001～4000円		148		11.10%

		6		4001～5000円		93		7.00%

		7		5001～10000円		128		9.60%

		12		10001～15000円		26		1.90%

		13		15001～20000円		13		1.00%

		14		20001円～		8		0.60%

		合計				1338		100.00%

		無回答				476





		

				学校管理職経験者		行政経験者（社会教育主事）		行政経験者（社会教育主事以外） ギョウセイケイケンシャシャカイキョウイクシュジイガイ		有識者・学識経験者		社会教育主事講習修了者または社会教育士の称号を有する者		その他

				18		5		9		9		7		6

				都道府県・指定都市教育委員会への助言・支援		市区町村（指定都市を除く）教育委員会への助言・支援		学校への助言・支援		学校運営協議会、地域住民への助言・支援		地域学校協働活動推進員等の資質向上に向けた助言・支援		その他

				11		15		18		15		13		1

				CS アドバイザーを配置する予定もしくは検討中		CS アドバイザーを配置する予定や検討をしていない

				26		41

				導入促進・質的向上のための計画の策定		学校教育部局と社会教育部局の連携（プロジェクトチームの編成等）		教育委員会と首長部局の連携（プロジェクトチームの編成等）		教育振興基本計画への位置づけ		教育委員会の施策への位置づけ		予算の確保		法定研修（初任者研修・中堅教諭等資質向上研修）への位置づけ）		都道府県主催の研修会・説明会の実施（教育委員会対象）		都道府県・指定都市主催の研修会・説明会の実施（教職員対象）※⑦を除く		都道府県・指定都市主催の研修会・説明会の実施（⑦⑧⑨以外対象）		都道府県・指定都市主催のフォーラムの実施 トドウフケンシテイトシシュサイジッシ

				34		31		8		43		40		49		48		46		47		34		13





						都道府県別導入割合 トドウフケンベツドウニュウワリアイ

		北海道		50%以上		72.1%

		青森県		50%以上		62.5%

		岩手県		75%以上		84.6%

		宮城県		50%以上		57.3%

		秋田県		50%以上		72.3%

		山形県		50%以上		55.6%

		福島県		25%以上		39.7%

		茨城県		50%以上		55.2%

		栃木県		50%以上		53.3%

		群馬県		50%以上		55.1%

		埼玉県		75%以上		82.2%

		千葉県		25%以上		42.9%

		東京都		25%以上		39.5%

		神奈川県		75%以上		78.3%

		新潟県		50%以上		72.5%

		富山県		50%以上		51.1%

		石川県		50%以上		51.6%

		福井県		25 %未満		9.1%

		山梨県		50%以上		61.0%

		長野県		25 %未満		21.0%

		岐阜県		75%以上		86.1%

		静岡県		75%以上		75.0%

		愛知県		25%以上		34.1%

		三重県		50%以上		57.0%

		滋賀県		50%以上		62.3%

		京都府		75%以上		89.0%

		大阪府		25%以上		32.0%

		兵庫県		50%以上		54.8%

		奈良県		50%以上		61.3%

		和歌山県		75%以上		94.2%

		鳥取県		75%以上		100.0%

		島根県		50%以上		64.6%

		岡山県		50%以上		74.7%

		広島県		50%以上		70.5%

		山口県		75%以上		96.4%

		徳島県		75%以上		92.9%

		香川県		50%以上		67.3%

		愛媛県		50%以上		51.7%

		高知県		75%以上		96.0%

		福岡県		25%以上		43.6%

		佐賀県		50%以上		50.8%

		長崎県		25 %未満		24.7%

		熊本県		50%以上		70.7%

		大分県		75%以上		78.5%

		宮崎県		50%以上		72.2%

		鹿児島県		50%以上		55.6%

		沖縄県		25%以上		32.3%





						都道府県別導入割合 トドウフケンベツドウニュウワリアイ

		北海道		75%以上		98.9%

		青森県		50%以上		51.2%

		岩手県		75%以上		100.0%

		宮城県		50%以上		63.9%

		秋田県		75%以上		96.2%

		山形県		75%以上		86.1%

		福島県		50%以上		61.7%

		茨城県		75%以上		88.9%

		栃木県		75%以上		84.6%

		群馬県		75%以上		75.7%

		埼玉県		75%以上		98.4%

		千葉県		50%以上		66.1%

		東京都		50%以上		69.8%

		神奈川県		75%以上		88.2%

		新潟県		75%以上		83.9%

		富山県		75%以上		75.0%

		石川県		50%以上		50.0%

		福井県		25 %未満		16.7%

		山梨県		50%以上		72.4%

		長野県		25%以上		41.0%

		岐阜県		75%以上		93.5%

		静岡県		75%以上		89.5%

		愛知県		50%以上		74.5%

		三重県		75%以上		87.1%

		滋賀県		75%以上		85.0%

		京都府		75%以上		80.8%

		大阪府		50%以上		63.6%

		兵庫県		50%以上		70.5%

		奈良県		50%以上		63.4%

		和歌山県		75%以上		96.9%

		鳥取県		75%以上		100.0%

		島根県		75%以上		75.0%

		岡山県		75%以上		93.1%

		広島県		75%以上		100.0%

		山口県		75%以上		100.0%

		徳島県		75%以上		100.0%

		香川県		75%以上		94.7%

		愛媛県		50%以上		72.7%

		高知県		75%以上		100.0%

		福岡県		75%以上		85.9%

		佐賀県		75%以上		85.7%

		長崎県		75%以上		100.0%

		熊本県		75%以上		93.6%

		大分県		75%以上		94.7%

		宮崎県		75%以上		92.6%

		鹿児島県		50%以上		63.6%

		沖縄県		25%以上		45.2%





						都道府県別導入割合 トドウフケンベツドウニュウワリアイ

		北海道		40%以上		52.7%

		青森県		40%以上		57.5%

		岩手県		60%以上		74.4%

		宮城県		60%以上		71.2%

		秋田県		60%以上		67.3%

		山形県		40%以上		53.8%

		福島県		60%以上		78.0%

		茨城県		20%以上		27.7%

		栃木県		60%以上		62.2%

		群馬県		40%以上		54.6%

		埼玉県		80%以上		81.2%

		千葉県		60%以上		69.6%

		東京都		60%以上		63.3%

		神奈川県		60%以上		62.1%

		新潟県		60%以上		74.4%

		富山県		20%以上		32.2%

		石川県		20%以上		28.2%

		福井県		20 %未満		3.6%

		山梨県		20%以上		30.2%

		長野県		80%以上		87.3%

		岐阜県		60%以上		61.3%

		静岡県		60%以上		65.7%

		愛知県		40%以上		51.0%

		三重県		40%以上		46.3%

		滋賀県		40%以上		45.2%

		京都府		80%以上		86.3%

		大阪府		80%以上		81.6%

		兵庫県		60%以上		66.2%

		奈良県		60%以上		72.5%

		和歌山県		60%以上		71.6%

		鳥取県		60%以上		75.2%

		島根県		60%以上		69.2%

		岡山県		60%以上		70.4%

		広島県		60%以上		62.3%

		山口県		80%以上		98.6%

		徳島県		60%以上		63.6%

		香川県		40%以上		44.9%

		愛媛県		40%以上		41.9%

		高知県		80%以上		84.7%

		福岡県		60%以上		70.4%

		佐賀県		40%以上		45.1%

		長崎県		40%以上		47.8%

		熊本県		60%以上		60.8%

		大分県		80%以上		81.9%

		宮崎県		80%以上		80.0%

		鹿児島県		60%以上		79.2%

		沖縄県		40%以上		49.4%





		

		全国の公立学校におけるコミュニティ・スクールの数 ゼンコクコウリツガッコウカズ

				H17.4.1		H18.4.1		H19.4.1		H20.4.1		H21.4.1		H22.4.1		H23.4.1		H24.4.1		H25.4.1		H26.4.1		H27.4.1		H28.4.1		H29.4.1		H30.4.1		R1.5.1		R2.5.1		R3.5.1		R4.5.1		R5.5.1		R6.5.1

				17		53		197		341		475		629		789		1,183		1,570		1,919		2,389		2,806		3,600		5,432		7,601		9,788		11,856		15,221		18,135		20,000

		コミュニティ・スクールを導入している自治体数 ドウニュウジチタイスウ

				H17.4.1		H18.4.1		H19.4.1		H20.4.1		H21.4.1		H22.4.1		H23.4.1		H24.4.1		H25.4.1		H26.4.1		H27.4.1		H28.4.1		H29.4.1		H30.4.1		R1.5.1		R2.5.1		R3.5.1		R4.5.1		R5.5.1		R6.5.1

				6		16		42		65		74		84		101		125		157		191		240		294		378		550		717		879		1,041		1,213		1,347		20,000

		学校運営協議会の『類似の仕組み』の実施状況 ガッコウウンエイキョウギカイルイジシクジッシジョウキョウ

						R4.5.1		R5.5.1		R6.5.1						R4.5.1		R5.5.1		R6.5.1

				学校運営協議会を設置 ガッコウウンエイキョウギカイセッチ		15,221		6,152		14,145				学校運営協議会を設置 ガッコウウンエイキョウギカイセッチ		42.9%		17.3%		39.8%

				学校運営協議会の『類似の仕組み』を設置 ガッコウウンエイキョウギカイルイジシクセッチ		18,135		4,818		11,734				学校運営協議会の『類似の仕組み』を設置 ガッコウウンエイキョウギカイルイジシクセッチ		52.3%		13.9%		33.8%

				いずれも設置していない セッチ		20000		20000		20000				いずれも設置していない セッチ		33.3%		33.3%		33.3%





		

		（参考）全国の公立学校において地域学校協働本部がカバーしている学校数（校種別） サンコウゼンコクコウリツガッコウチイキガッコウキョウドウホンブガッコウスウコウシュベツ

																				前年 ゼンネン

				校種 コウシュ		学校数 ガッコウスウ				カバー校数 コウスウ				カバー率 リツ		前年との比較 ゼンネンヒカク				学校数 ガッコウスウ		導入校数 ドウニュウコウスウ		導入率 ドウニュウリツ

				全て スベ				校 コウ				校 コウ		0		＊＊＊校増（＊ポイント増） コウゾウゾウ				34,687		21,144		61.0%

				小中義務のみ ショウチュウギム				校 コウ				校 コウ		0						27,649		19,812		71.7%

				幼稚園（認定幼稚園を含む） ヨウチエンニンテイヨウチエンフク				園 エン				園 エン		0						2,437		510		20.9%

				小学校 ショウガッコウ				校 コウ				校 コウ		0						18,437		13,487		73.2%

				中学校 チュウガッコウ				校 コウ				校 コウ		0						9,010		6,173		68.5%

				義務教育学校 ギムキョウイクガッコウ				校 コウ				校 コウ		0						202		152		75.2%

				高等学校 コウトウガッコウ				校 コウ				校 コウ		0						3,449		581		16.8%

				中等教育学校 チュウトウキョウイクガッコウ				校 コウ				校 コウ		0						35		4		11.4%

				特別支援学校 トクベツシエンガッコウ				校 コウ				校 コウ		0						1,117		237		21.2%





		

		（参考）全国の公立学校において地域学校協働本部がカバーしている学校数（校種別） サンコウゼンコクコウリツガッコウチイキガッコウキョウドウホンブガッコウスウコウシュベツ

				状況 ジョウキョウ		学校数 ガッコウスウ				カバー率 リツ

				両方を整備している学校 リョウホウセイビガッコウ				校 コウ		0

				コミュニティ・スクールのみを整備している学校 セイビガッコウ				校 コウ		0

				地域学校協働本部のみを整備している学校 チイキガッコウキョウドウホンブセイビガッコウ				園 エン		0

				両方とも整備されていない学校 リョウホウセイビガッコウ				校 コウ		0

				合計 ゴウケイ				校 コウ		0







（小・中学校以外の学校種における導入の必要性と留意点）（20ページ）
③幼稚園
幼稚園においては、教育委員会等における幼児教育推進体制の整備を推進し
、地域の小学校や幼児教育施設等とも連携しながら、地域全体で地域と連携・
協働した取組の充実が求められているため、コミュニティ・スクールの導入を進める
ことが必要である。その際、子供の学びの連続性の観点から、幼・小・中を通じた
一貫教育に取り組む上で、幼稚園と小・中学校が連携した学校運営協議会を設
置することも有効である。
他の学校種よりも保護者との関わりが強い幼稚園では、コミュニティ・スクールに
よって、保護者が積極的に学校（幼稚園）運営に関わることで、保護者としての
成長を促す効果も期待される。

（幼稚園の特性を踏まえた在り方）（25ページ）
幼児期の豊かな体験となり、地域への愛着や誇りを持つ基盤となる。子供たち
が地域で活躍する活動や場を作ることで、自己肯定感も育つ。
また、子供たちの健やかな成長のためにも、幼稚園、家庭、地域がそれぞれの役
割と責任を自覚し、地域全体で教育に取り組む体制を構築していく必要がある。
具体的には、学校運営協議会を地域において幼児期から子供の育ちを一体的
に考える場としていくことが重要であり、卒園児の保護者や区域の小学校や教育
・保育施設の関係者等の協力を得ることで、小学校との円滑な接続や教育・保
育施設との円滑な連携の推進等が期待される。

１．架け橋期の教育の充実（10ページ）
(2)目指す方向性
②架け橋期のカリキュラムの作成及び評価の工夫による PDCA サイクルの確立
（イ）架け橋期の教育の評価、家庭・地域との連携
このような架け橋期の継続的な PDCA サイクルを構築していくためには、幼保小の
接続担当を園務・校務の分掌に位置づけ、幼保小の合同会議等をオンラインも適宜
活用しながら定期的に開催するなど、幼保小の対話を継続するための工夫が必要で
ある。その際、幼保小の合同会議では、参加者が互いに尊重し合いながら率直に語り
合い、架け橋期という重要な時期を担う仲間として学び合えるような同僚性を形成し
ながら対話を行うことが重要である。また、架け橋期のカリキュラムに取り組む意義やね
らい、子供の変容等について共有を図りつつ、「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」
等を活用しながら具体的に話し合い、目の前の子供の実態に応じて、架け橋期のカリ
キュラムの実践・改善等を行っていくことも大切である。
さらに、このように継続的に行われる対話においては、幼保小だけでなく、「社会に開
かれたカリキュラム」の観点から、コミュニティ・スクール等を活用し、保護者や地域住民
の参画を得る仕組みとしていくことが重要である。その際、幼児教育施設における遊び
は、先生の意図的、計画的な教育であることが保護者や地域住民には伝わりにくいた
め、遊びを通した学びが小学校以降の教育の基盤につながっていくことについて、幼保
小が連携して発信することが重要である。
４．全ての子供に格差なく学びや生活の基盤を育むための支援（18ページ）
(2)目指す方向性
①幼児教育施設の教育機能と場の提供
さらに、コミュニティ・スクール等の仕組みを活用し、小学校と近隣の幼児教育施設や
地域の自治会・まちづくり協議会等との連携・協力を促進し、乳幼児期の子供の保護
者と小学生の保護者が交流できる場を設けることにより、保護者がそれぞれの子育て
経験等を共有しながら、小学校での子供の学習や生活の見通しを持つことや、遊びを
通して学ぶという幼児教育の特性について認識を共有していくことが期待される。例え
ば、幼保小では１日の生活リズムが異なることを踏まえ、幼児教育施設と家庭が連
携することにより、小学校生活を見据えながら、生活習慣を養うこと 等が考えられる。

新しい時代の教育や地方創生の実現に向けた
学校と地域の連携・協働の在り方と今後の推進方策について(答申)(抜粋)

平成27年12月21日中央教育審議会

学びや生活の基盤をつくる幼児教育と小学校教育の接続について
～幼保小の協働による架け橋期の教育の充実～（抜粋）

令和５年２月27日 中央教育審議会初等中等教育分科会
幼児教育と小学校教育の架け橋特別委員会

コミュニティ・スクールの在り方等に関する検討会議最終まとめ（抜粋）
令和４年３月14日

コミュニティ・スクールの在り方等に関する検討会議

幼児教育施設とコミュニティ・スクール（これまでの整理）
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CSの熟議を基にした多様な地域住民による多様な地域学校協働活動の展開で地域コミュニティを創生!!!

背景・取組概要

工夫・ポイント・特徴的な取組

成果・効果

楢葉町立あおぞらこども園・
楢葉小学校・楢葉中学校

学校

地域学校協働活動推進員等数
( )は内、学校運営協議会委員数

地域学校協働活動推進員2名（2名）

地域コーディネーター 1名（0名）

楢葉町地域学校協働センター

地域学校協働本部

学校運営協議会

委員構成

会議回数

など 29名

年間平均18回程度

令和4年4月1日 設置

楢葉町こども園・学校運営協議
会

基本情報

地域学校協働活動推進員
保護者・PTA関係者
教育委員
まちづくり地域団体職員
移住促進団体職員
福祉団体職員
大学生
大学教員

・避難指示解除後に帰町した住民同士や、帰町した住民とやむを得ず帰町を見合わせる住民、新しく移住・定住した住民に
よって築かれる地域コミュニティの再構築の難しさが大きな課題となっていた。

・4年半の全町避難により、楢葉で生まれ育った子どもが少なく、子どもと地域とのつながりが希薄であり、地域人材だけで
なく、自然環境や伝統、地域行事など、あらゆる地域資源と子どもとを結びつけるきっかけが求められていた。

→学校教育や社会教育など、あらゆる教育活動と地域とを結びつけた多様な地域学校協働活動を通して、多くの地域住民
の幅広い教育活動への参画を実現するとともに、CSを通して地域や学校のニーズを的確かつタイムリーに把握し、協働

   活動に反映させていく仕組みを構築することで、教育を通じた地域のネットワークを形成し、コミュニティの復興を促進する。

◆学校運営協議会
CSを通して幅広い人々の意見を反映させるだけでなく、だれもが町の教育について気軽に語り
合う文化の創造を目指し、活動テーマごとの部会を設置するとともに、小中学生らも参加した教育
トークを開催している。それまで学校単独では実現できなかった徒歩・自転車通学の再開や、地域
と学校が協働した防災授業の実施も実現でき、教職員の負担軽減にもつながった。また、英語活
動に関しては、職員や指導体制なども含めた12年間の町のカリキュラム作成にもつながっている。

◆地域学校協働活動
地域参画型の放課後子供教室では、学校教育支援の一環で実施しているこども議会で採用さ

れなかった子どもの意見などを基に、地域住民と連携協働し、特産品のゆずを使ったレシピを開発し
て、地域のレストランで販売したり、新たに地域の祭りを地域住民と共に企画して開催したり、地域
施設をより良くするプロジェクトを立ち上げたりしている。保護者やこども園児、中学生が参加するこ
とも多く、異世代交流に繋がったり、進学の不安軽減にもつながっていると評価されている。

◆コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的実施
学校運営協議委員の大半は、地域学校協働活動に参加している人材としており、CSの熟議の
結果を協働活動に反映させている。また、小中学生の声を部会が吸い上げて、部会での熟議のテ
ーマとし、さらに協議会の本テーブルの議題としてあげるという重層的な仕組みとすることで、次年度
の教育計画や協働活動に小中学生の意見も活かせるよう工夫している。

◆放課後子供教室に参加した大人は1年間でのべ600人以上おり、そうしたネットワークが学校の
総合的な学習などに活かされたり、学校の発展学習を放課後子供教室で地域住民が講師とな
って実施したりするなど、地域と学校の協働連携が日常的になりつつある。

◆地域の知り合いが増えたという子どもは48.3%、挨拶などするようになった割合も37.9%となり、
さらに保護者の3割程度も地域との関わりが強くなったと回答している。 21



子ども・教職員・保護者・地域が共に創るウェルビーイング（幸せ感・充足感）の実現

◆ 東日本大震災以降、本県では少子高齢化の進展や人口減少の急速な進行により、地域や家庭の教育力の低下や、学校における学級の小規模化又そ
れに伴う統廃合の問題が、適正な教育環境を維持する上で大きな課題となっている。地域と学校が協働して、これらの課題の解消に取り組み、学校や地域
の教育活動の魅力化を図っていく必要がある。

◆ 常葉地区の幼小中の学校運営協議会は、今年度で5年目を迎えている。「子どものウェルビーイング」の実現のためには、「教師のウェルビーイング」を確保し
、それを家庭、地域と共に広げ共有していく必要がある。すべての教育活動について「対話から信頼」を高めていくために、今年度は教育目標をさらによりよい
ものにするために「熟議」を複数回行い、地域・学校・保護者の関係がより深いものになり、学校経営が改善されると同時に、子どもが成長し、地域が元気に
なるという視点を大事にする。併せて幼小中の学びについて系統性・連続性のある教育を目指し、保護者、地域と共に教育目標やビジョンを明確にする。

背景・取組概要

◆ 「対話による信頼感向上のための熟議」を核にした学校運営協議会
年6回の協議会の中核に「熟議」を据え、学校教育目標や学校経営ビジョンについて保護者、地域の方々と共に話し合う場を設定し、令

和7年度の教育課程に反映する予定で取り組んでいる。
(４月25日・文科省CSマイスターとの研修会「コミュニティスクールと地域学校協働活動の一体的な推進」)
(７月5日・第１回ミニ熟議：「子ども、家庭、地域のウェルビーイングの実現」の研修会と感想交流会
常葉地区青少年健全育成市民会議等地域含めて4０名が参加、文科省CSマイスターからの助言)
(８月２０日・第１回熟議：「常葉地区の子どもたち、学校(園)、地域をどのように育てたいですか」
のテーマのもと、45名が参加）

（12月13日・第２回熟議：「子育てあるある」のテーマのもと、60名が参加）

◆ 支援する者、される者の両者が幸せになり、充足感が持てる地域学校協働活動
各ボランティア活動に参加される方が、また活動したいと思えるような環境づくりの推進。特に各活動においてボランティアの支援を受けるだけで

なく、各活動の事後に子どもからの感想や意見をフィードバックする機会(事後の感想記入や職員との振り返りの場の設定) を作ることで、
活動の広がり（例：そば打ち体験から家庭科でのソバ粉を使ったスイーツ作り、そばの種まきから地域の名産エゴマ作りの提案、夏祭りの実施
等）が子どもから提案され、支援を受けるだけでなく双方向の交流になっている。

◆ コミュニティ・スクール、地域学校協働活動、幼小中一貫教育の三位一体的推進
幼小の架け橋プログラム、小中教員の乗り入れ授業、全国学力・学習状況調査の向上へつなげる授業研究会、小中合同行事等への

学校運営協議会委員の参加機会を作り、現場での意見交換を教育課程の編成に役立てている。
また、今年度複数回実施している熟議の場に常葉地区青少年健全育成市民会議のメンバーや常葉公民館の職員等の重要な地域関係

者が参加していること、進捗状況について学校等へ田村市地域学校本部のメンバーが視察に来る等の特徴的な取組について、他の中学校
区へも活動の広がりを見せている。

工夫・ポイント・特徴的な取組

◆ ①常葉地区幼小連携、②小中一貫教育の推進の両方に関して学校評価の項目に好影響が見られる。(①は幼小の架け橋プログラムの検
討へ学校運営協議会委員も参画、②は学校評価の項目）
例：合同授業研究会の継続や共通道徳の実施によるA評価 小R4・50%→ 小R5・89.5％ 、中R4・18.2％→中R5・64.3％)

◆ 多様な地域学校協働活動のボランティア協力もあり、「夏祭り」時には全児童の登校（217名）となり不登校児童0名：「Ｒ6.９.９現在」
が続いている。

◆ 熟議の継続開催により、教師、保護者、地域の方々が【もっと、お互いの事を理解して子どもたちのためになることをしていきたい。】等の感
想が寄せられている。

成果・効果

田村市立常葉幼稚園・小中学校

学校

地域学校協働活動推進員等数
( )は内、学校運営協議会委員数

地域学校協働活動推進員０名（０名）

地域コーディネーター １名（１名）

田村市地域学校協働本部

地域学校協働本部

学校運営協議会

委員構成

会議回数

常葉幼小中PTA役員(現・元会長)
地域住民
常葉地域学校協働コーディネーター
幼稚園長・小中校長
地域の有識者 など12名

年間平均６回程度

令和２年６月26日 設置

常葉幼稚園・小中学校運営協議会

基本情報

【第1回熟議の様子】
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子どもと大人が共に楽しく遊び、学ぶまち恵み野
背景・取組概要

工夫・ポイント・特徴的な取組

成果・効果

学校

地域学校協働活動推進員等数
( )は内、学校運営協議会委員数

地域学校協働活動推進員 0名（0名
）

地域コーディネーター 1名（1名）

恵み野小学校区コミュニティスクール
推進協議会

地域学校協働本部

学校運営協議会

委員構成

会議回数

町内会長
幼稚園園長
大学教員
保護者・PTA関係者
恵み野小学校区コミュニティ

スクール推進協議会役員

など 17名

年間平均3回程度

令和3年4月1日 設置

恵庭市立恵み野小学校学校運営協議会

基本情報

◆子どもたちを中心とした地域づくりであり、コミスク4大事業を通じた地域の結束の「場」となっているほか、小・中PTA役員等の参画の機会を
   高め、地域の新たなつながりが生まれるきっかけになるなど、地域活性化に寄与している。
地域住民の声：「コミスク活動に関わらなければ知ることができなかった皆さんと関わることができた。」
令和5年度コミスク4大事業延べ参加者数（児童・大人）：1,782名（全校児童317名）

◆学校だけでは実現することが難しい子どもたちの体験の場が創出され、また、地域住民のやりがい・生きがいづくりとなっている。
◆恵み野にてコミスク活動を体験した子どもたちが成長し、「今度は自分たちが恵み野の子どもたちに何かしてあげたい。」と恵み野に戻り、コミス

クスタッフの一員として活躍するなど、持続可能な地域づくりに寄与している。

恵庭市立恵み野小学校

恵み野コミスク
公式キャラクター

“まなぼん・まなみちゃん”

◆「学校運営協議会」と「恵み野小学校区コミュニティスクール推進協議会」の連携
令和3年4月に恵み野小学校に学校運営協議会を設置し、子どもたちの学びや未来について熟議を重ね、
「育てる子ども像」を地域と学校で共有した。「育てる子ども像」の実現に向けて、平成14年より活動をしてい
る「恵み野小学校区コミュニティスクール推進協議会」と連携した活動の実施について検討し、4つの部会（ふ
るさとふれあい部会、学校支援部会、安心・安全部会、保幼小中連携部会）を組織するとともに、学校運
営協議会委員が各部会に所属し、部会の核となって、推進協議会が行ってきた既存の活動を「育てる子ども
像」の実現に向けた活動としてブラッシュアップした。

【コミスク4大事業（地域学校協働活動）】
・はぐくみ農園～学校敷地内の畑で自然とふれあう食育体験。春に種まき、秋に収穫・調理をする。畑と食をと

おして地域関係者との協働体験の場となる。
・体 験 事 業 ～市内施設にて職業体験を行う。身近な施設のお仕事体験は、楽しさに加え仕事の大変さも   

                     伝わる貴重な経験の場となる。
・子ども教室～将棋や絵手紙、ニュースポーツ等、地域に暮らす様々な名人が先生となり、多種多様な教室

                     を体験できる。子どもたちにとっては普段できない体験ができるほか、地域人材の活躍の場にも
なっている。

・餅つき大会～20年以上続く一大事業。恵庭市内の餅つき大会でも最大級の規模であり、毎年200名を超
える参加があり、子どもたちと地域の大人が一緒に楽しみつながりあう場となる。

恵み野小学校区コミュニティスクール推進協議会（ふるさとふれあい部会）では、学校運営協議会のほか、 4大
事業のために、月に1回スタッフ会議を行い、子どもたちへの体験活動について熟議を重ねており、「育てる子ども像」
の実現に向けた活動の充実はもとより、地域住民同士のつながりを深めている。また、部会以外の地域の方や学生
など、幅広い地域住民等を巻き込みながらコミスク4大事業を実施している。このことからコミスク4大事業は
子どもたちの貴重な体験の場であることに加え、地域の活性化に大きく寄与している。

◆学校運営協議会における子どもたちの学びをより充実させるための熟議をとおして、「子どもと大人が共に楽しく遊び、学ぶまち恵み
野」を目指した。そのため、学校を中心に、子どもたちと地域の大人が一緒に楽しみ、一緒に活動することで大人が子どもに教える
だけでなく子どもからも学んでいく必要がある。

→「つどう」、「まなぶ」、「つながる」ことを３本柱とし、「子どもを中心につながりあうまちづくり」を目指す。
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ボトムアップ型コミュニティ・スクールの実現に向けた地域学校協働活動の推進

学校・家庭・地域が連携し、顔が見える、気持ちのよい地域づくりを構築するため、子どもたちに関わる活動を担う諸団体や保護者、地域の方々で構成された
ボランティア活動の充実を目指した。様々な立場で、地域学校協働活動に参画する大人と関わることで、自ら考え行動する「自立した子」の育成及び成熟した
地域づくりを具現化する必要があった。

子どもだけではなく大人も自主的に行動し、地域学校協働活動に参画するボトムアップ型コミュニティ・スクールの実現を目指す。

背景・取組概要

【学校運営協議会】
学校課題解決のためにどのような取組が必要かを熟議している。近年、登下校や公共におけるマナーの定着が課題であるため、保幼小が連携し
た子どもたちの安全意識向上のための取組について話し合いが行われた。①保護者への意識付けとして、新入学児童保護者説明会にて見守り
活動の意義を伝える。②見守り活動を理解してもらう文書を、学校運営協議会、PTA、学校の連名で保護者へ配布。③学校安全教育推進に
「保幼小の連携」という項目を入れた。④新入学児童の保護者の不安に応える「先輩パパママサロン」の開催⑤就学時健診等で入学前に知って
もらいたい学校のルールを伝える取組の実施の５項目を提案。①②③⑤は実施済。④については令和７年２月８日㈯に実施。

【地域学校協働活動】
全学年の授業に地域人材、地域資源を取り入れている。また、学校教育環境の充実を図る、防犯、読み聞かせ、
図書整理、環境整備、校内掲示、学習支援ボランティアが自主運営で活動をしている。その中でも特別支援学級
菜園のボランティア活動は、通年に渡る活動のため、児童とボランティアの方々が顔見知りとなり、登下校での見守り
活動時や普段の生活の中での交流を深めることができた。更には、支援学級の子どもたちが地域の中の1人として、
社会と関わる準備を可能にし、誰もが生きやすい地域づくりのスタートを切るために必要かつ有意義な活動となった。

【コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進】
学校運営協議会委員だけでは得ることができない地域課題の現状や、活動の情報を共有するため、地域学校協働
活動本部の運営委員が学校運営協議会に参加し、地域学校協働活動の現状報告をした。また、年３回開催の
学校運営協議会での熟議が机上論にならないよう本部に設置した運営委員会主催の保護者や地域の方々との
交流を目的とした「すくさぽサロン」を年４回実施し、地域課題や協働活動に関する意見や情報を収集して、学校
運営協議会の協議に反映するボトムアップ型コミュニティ・スクールへと前進した。

工夫・ポイント・特徴的な取組

〇地域連携授業が充実。全学年の授業に地域講師や協働活動ボランティアが関わることができた。地域からの提案で実施した授業もあり、地域
に開かれた教育活動が実現した。

〇地域学校協働活動ボランティア登録者が増え、保護者や地域の方々の想いが学校や子どもたちに伝わる機会が増えた。

        Ｒ４ ボランティア登録者数 １２３人 Ｒ５ ボランティア登録者数 １９１人
活動参加者延べ数 ５３９人 活動参加者延べ数 ８５５人
活動延べ回数 ２７１回 活動延べ回数 ２９４回

成果・効果

さいたま市立浦和別所小学校

学校

地域学校協働活動推進員等数
( )は内、学校運営協議会委員数

地域学校協働活動推進員0名（0名）

地域コーディネーター 1名（1名）

すくさぽ浦和別所

地域学校協働本部

学校運営協議会

委員構成

会議回数

地域学校協働活動推進員（学校
地域連携コーディネーター）
幼稚園園長
育成会・民生主任児童委員・自治
会
保護者・PTA関係者
児童センター・公民館館長
近隣中学校校長
地域有識者
協働活動本部運営委員
校長・教頭・教務主任
など 15名

年間平均3回程度

令和４年４月１日 設置

UBコミュニティ協議会

基本情報
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コミュニティ・スクールは、学校と地域をとりまく課題解決のための仕組み（プラットフォーム）

２．コミュニティ・スクールのメリットコミュニティ・スクールの有用性

学校の課題

「社会に開かれた
教育課程」の実現

教育の目標などを学校と
地域が真に共有し、連
携・協働することに課題

(例) 茨城県牛久市

学校運営協議会委員が
授業研究に参画。学校理
解を深め、熟議を行うことで、
社会に開かれた教育課程を
実現。教師の授業力向上、
子供の学力向上にも寄与

子供の課題

不登校対策

不登校やいじめなど、学
校内外において子供が抱
える問題への対応に課題

(例) 北海道登別市

学校運営協議会の組織
を生かし、多様な関係主
体との円滑な情報共有や
連携・協働により、チームと
しての不登校対策体制を
構築

地域の課題

若者の地元定着

コミュニティ・スクール（学校運営協議会）により、地域全体で解決に向けて取り組む

地域防災

災害時に避難所となる
学校と地域の連携体
制・物資等の整備に課
題

(例) 熊本県
自治体の防災担当職

員等が学校運営協議会
に参画し、地域住民との
合同防災訓練など、防
災に関する事項・取組を
協議・実践

学校における
働き方改革

学校業務の精選や教師
の意識改革などに課題

(例) 岡山県浅口市

保護者や地域住民と
目標や課題を共有し、
業務の見直しを実現。
協議を通じて教師の意
識改革にも成果

学校や子供たち、地域が抱える様々な課題を学校だけに任せるのではなく、地域全体で解決を図る必要性
→ 学校と地域が目標や課題を共有し、協議する仕組み ＝ コミュニティ・スクール
→ 保護者や地域住民等が当事者意識を持って参画することで、様々な取組が活性化

子供たちが地域と関わる
機会、ふるさとを知り学ぶ
機会の減少などの課題

(例) 鳥取県南部町

地域の協力のもと地
元の自然や歴史・文化
を学ぶカリキュラムを設
定し、子供たちのふるさ
とへの愛着や社会参画
力を育成
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１． 働き方改革のスタート地点は
現状の客観的な「見える化」

４． 現場の管理職である校長の
マネジメント力を強化

５． 業務適正化の一層の推進

２． 首長部局とも連携して
自治体総がかりで取組を推進

３． 地域や保護者とも共有し、
働き方改革を一層促進

「働き方改革実施計画」の総合教育
会議への報告

「働き方改革実施計画」（業務量管理・
健康確保措置実施計画）の策定・公表

校長が学校運営協議会の承認を
得て定める「基本的な方針」に働き
方改革推進に関する内容を含める

・校長の育成指針に働き方改革に向けた
マネジメントの重要性を位置付け

・校長の人事評価に働き方改革に係る観
点の導入を推進

・教育委員会による勤務時間モニタリン
グと校長への支援

・学校評価に基づく各学校における改善措置の
教育委員会の「働き方改革実施計画」との適合

・学校・教師が担う必要のない業務の明確化と周知
・標準を大きく上回る授業時数の見直し、校務DXの加速化
・勤務間インターバルの導入促進
・部活動ガイドラインの遵守

47ｈ

30ｈ
程度

２０ｈ
程度

R４ R11 将来的に

今後５年で
３割縮減

将来的に
20時間を
目標に

目指す
学校現場の姿

全ての子供たちへの
より良い教育の実現

○ 長時間勤務の解消
（今後５年間で、平均の時間外在校
等時間を約３割縮減し、月30時
間程度に縮減）

➔ 教師の健康・福祉と、

子供と向き合う時間の
確保

➔ 「学びの専門職」として

の資質・能力の向上

○ 教職の魅力向上

・小学校教科担任制の拡充（４年生）

・３５人学級の推進（６年生）

・ 中学校35人学級を計画的
に推進（R８より）

６． 産育休代替教員の確保 産育休の代替教員に正規教員を計画的に配置できるよ
う政令改正(令和７年４月１日施行)

３． 特別支援教育など多様化・
複雑化する課題への対応

・ 義務標準法の改正に伴う基礎定数の増
（通級指導・日本語指導）

・ 多様化・複雑化する課題への対応
（特別支援学校のセンター的機能強化 等）

１． 小学校の持ち授業
時数を軽減

２． 中学校の計画的
な定数改善

教職調整額の水準を4％から令和
12年度までに10%に引き上げ。

・ 義務教育等特別手当の学級担任への加算
・ 主務教諭の創設（R8.4～を予定）

・ 中学校生徒指導担当教師
の配置拡充

１． 50年ぶりの給与大幅改善 ２． 職務や業務負担に応じた処遇改善

給特法改正案を
令和７年通常国会に提出。

４． 支援スタッフの配置充実

・ 教員業務支援員の全小中学校配置
（R７年度は補助単価増）

・ 副校長・教頭マネジメント支援員

➔ 多様で質の高い教職

員集団の形成

教師の「働きやすさ」 と 「働きがい」実現プラン （概要）

働 き方改革の更なる加速化

指 導・運営体制の充実
R７年度5,827人の改善 （過去20年で最多）

R８年度より中学校３５人学級 （４０人学級化以来４０年ぶり）

５． 新規採用教師の負担
軽減と孤立化防止

・ 小学校教科担任制の拡充（新採教師の持ち授業時数を軽減）

・ 学校内外との総合調整を担う主務教諭の
創設 ※令和８年４月を予定

教 師の処遇改善

今後５年間で平均の時間外在校等時間を
約３割縮減（月30時間程度）

教職１０年目
年間約４4万円の増
（主務教諭かつ学級担任の場合）

自治体、地域、保護者と
の協働による取組強化。
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公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法等の一部を改正する法律案の概要

教員に優れた人材を確保する必要性に鑑み、公立の義務教育諸学校等における働き方改革の一層の推進、組織的な学校運営及び指導の促進並びに教員の処遇の

改善を図るため、教育委員会に対する業務量管理・健康確保措置実施計画の策定及び公表等の義務付け、主務教諭の職の新設、教職調整額の基準となる額の引上

げ、義務教育等教員特別手当の内容に関する規定の整備等の措置を講ずる。

趣旨

概要

施行期日
１及び２については、令和８（2026）年４月１日

３については、令和８（2026）年１月１日

１．学校における働き方改革の一層の推進

２．組織的な学校運営及び指導の促進

３．教員の処遇の改善

（１）教育委員会における実施の確保のための措置

• 教育委員会に対し、教員の業務量の適切な管理と健康・福祉を確保するた

めの措置（業務量管理・健康確保措置）を実施するための計画（業務量管

理・健康確保措置実施計画。以下「計画」という。）の策定・公表、計画の実

施状況の公表を義務付ける。

• 計画の内容及び実施状況について、総合教育会議への報告を義務付ける。

• 計画の策定・実施に関して、都道府県教育委員会による市町村教育委員

会への指導助言等を努力義務とする。

（２）学校における実施の確保のための措置

• 公立学校の校長が学校運営協議会の承認を得ることとなっている学校運

営に関する「基本的な方針」に、業務量管理・健康確保措置の実施に関する

内容を含める。

※学校運営協議会を置く学校
給特法第８条関係

• 公立学校が、学校評価の結果に基づき講ずる学校運営の改善を図るための

措置が、計画に適合するものとなることを義務付ける。

学校教育法第42条関係

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第47条の５関係

学校教育法第27条、第37条関係

児童等の教育をつかさどるとともに、学校の教育活動に関し教職員間の総合的な調整を行う「主務教諭」を置くことができることとする。

（１）高度専門職にふさわしい処遇の実現

教職調整額の基準となる額を給料月額の４％から10%まで段階的に引き

上げる。

※幼稚園の教員に係る教職調整額については、子ども・子育て支援新制度の枠組みに

おいて、処遇改善に資する財政措置が講じられていること等に鑑み、現状維持とする。

（２）職務や勤務の状況に応じた処遇の実現

• 義務教育等教員特別手当を校務類型に応じて支給することとし、その困難性

等を考慮して条例で支給額を定めることとする（学級担任への加算を想定）。

給特法第３条関係
• 指導改善研修を受けている教員には、教職調整額を支給しないこととする。

給特法第３条、第５条関係

教育公務員特例法第13条関係

附則第1条関係
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学校安全の推進に関する組織体制の整備と地域等との連携について
～複雑化・多様化する課題に対応するための、実効的・持続的で安全・安心な学校づくりに向けて～ 審議のまとめ

○ 学校の努力だけでは防止できない事案（地震などの自然災害、不審者侵入事件、弾道ミサイル発射等の国民保護に関する事案等）の顕在化
○ 学校安全に関する課題の複雑化・多様化
→ 実効的・持続的な学校安全の取組を組織的に推進する必要
→ セーフティプロモーションスクール＊１の考え方を取り入れた取組の充実
→ コミュニティ・スクール＊２の仕組みの活用を含む地域との連携・協力の必要性
→ 学校安全計画・危機管理マニュアルを見直すサイクルの構築が必要

令和７年３月３日

2.地域や関係機関等との連携体制の整備

１．これまでの議論

3.学校安全の中核を担う教職員及び校内組織体制の整備・充実

地域や関係機関等との連携・教職員及び校内組織体制について検討・整理

＊１学校安全について組織的・計画的に地域等と連携し、 実践・改善を
継続するものとして認証された学校

＊２地方教育行政の組織及び運営に関する法律第47条の5に規定する
学校運営協議会を置く学校

○ コミュニティ・スクールや地域学校協働活動の仕組みを最大限活用
○ 「安全教育」「安全管理」の充実の観点から連携の充実を図る
→ 「学校安全計画」「危機管理マニュアル」を学校運営協議会等の場
で共有し、協議を行う

○ 自然災害や犯罪被害は地域においても共通の課題

○ 学校安全の校内組織体制の整備・充実を図る
→ 学校安全を学校経営方針の柱に位置付ける
→ 校長等の管理職のリーダーシップの下、校務分掌に中核を担う教職員を

位置付けつつ、全ての教職員で取り組む校内組織体制を構築する
→ 中核を担う教職員には、学校内外との連携・調整機能充実のための「新たな職」

の動きを踏まえつつ、中堅層の教師を充て適切な処遇等について検討
→ 学校の設置者は各学校の組織体制整備を支援する
→ 各教職員に求められる役割及び資質能力を整理
→ 教師の負担軽減のため、地域の多様な関係者等と効果的な連携を図る

校長等の
管理職

中核を担
う教職員

・学校経営に学校安全を位置付け、学校安全の方針を示す
・事故の未然防止、発生時における安全確保のリーダーシップ
・校内組織体制及び、家庭・地域・関係機関等との連携体制の整備 等

・校内組織の円滑な機能、取組の効果を上げる調整・指導・助言
・実効性のある学校安全計画・危機管理マニュアルの策定・見直し
・校内研修の企画・実施、外部機関との連絡調整の窓口 等

全ての
教職員

・学校安全の重要性の理解、推進するための課題の認識
・各自の役割に係る取組とマニュアル等見直しへの参画、安全教育の実施
・事故の未然防止に関する安全管理、事故等発生時の対応の実施 等

4.教職員の学校安全に関する資質能力の向上とそれを支える環境整備
○ 各教職員が、できるだけ速やかに必要な資質能力を習得したり、学校安全の諸課題への対応能力を身に付けられるようにする必要

→ 教職員の負担を軽減しつつ、効率的・効果的に学べるよう、オンライン・オンデマンド形式や実習・演習形式を適切に組み合わせた研修を充実

○ 校長等の管理職のリーダーシップの下、中核を担う教職員が中心となって、計画的かつ着実な研修・訓練等を実施する必要

→ 学校安全に関する研修の教員研修計画への位置付け、法定研修での取り扱い、研修受講履歴の適切な記録、教員養成における学修の充実
※国立・私立学校に対しても、積極的な情報提供や研修の機会の提供等を通じて、地域全体での資質能力の向上や連携体制の強化を図る必要

※学校運営協議会未設置校や国立・私立学校でも地域や関係機関等が関わる既存の会議等を
   活用して学校安全について協議していくことが有効

→ 自治体の防災・安全
担当部局や警察・消
防等も交えた取組の
推進

○ 地域や関係機関・団
体との連携を強化、外
部評価や改善を継続

→ セーフティプロモーション
スクールの考え方を取り入
れた学校安全の推進

学校安全の取組を共有・協議
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コミュニティ・スクールの取組に係る教育委員会としての成果実感 令和６年５月１日
時点

（n=1,414）

• 学校運営協議会を設置している教育委員会に対し、学校や地域の課題について、コミュニティ・スクールと地域学校協
働活動の仕組みを活用して、取組が進んだ／成果が上がったと考えるかどうか、成果実感を調査。

• 『学校と保護者や地域住民等の相互理解』、『魅力・特色ある学校づくり』においては、 90％以上の教育委員会が
「当てはまる」又は「やや当てはまる」と回答した。

【出典】文部科学省「令和６年度コミュニティ・スクール及び地域学校協働活動実施状況調査」 29
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学校と保護者や地域住民等（関係機関・団体を含む）の相互理解

保護者や地域住民等（関係機関・団体を含む）との連携・協働に係る教職員の意識の向上

管理職等の異動によらない地域や関係機関・団体との組織的な連携・協働体制の継続

学校運営協議会の意見を踏まえた教職員の任用等による校内体制の整備充実

魅力・特色ある学校づくり

「社会に開かれた教育課程」の実現

学校における働き方改革

学校安全（地域防災を含む）の推進

不登校対策、生徒指導上の課題解決（いじめ、暴力等）

放課後児童対策

児童生徒の学力（３要素）の向上

児童生徒の社会参画意識の向上、キャリア形成

学校を核とした地域コミュニティづくり

子供・教師・家庭・地域のウェルビーイングの向上

当てはまる やや当てはまる あまり当てはまらない
当てはまらない 分からない

放課後児童対策

学校を核とした地域コミュニティづくり

子供・教師・家庭・地域のウェルビーイングの向上



地域と学校の連携・協働体制構築事業
～コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進～

コミュニティ・スクールと地域学校協働活動を一体的に推進する自治体
の取組に対する財政支援

事業内容

令和7年度予算額（案） 7,052百万円
（前年度予算額 7,050百万円）

現状・課題

第３章 中長期的に持続可能な経済社会の実現～「経済・財政新生計
画」～

３．主要分野ごとの基本方針と重要課題
（３）公教育の再生・研究活動の推進
（質の高い公教育の再生）

学校が抱える課題が複雑化・多様化する中、教師を安心して本務に集
中させ、こどもたちの豊かな学びを実現するため、チーム学校との考えの下、
コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的な取組や、部活動
の地域連携・地域クラブ活動への移行に向けた取組を加速するとともに、
（略）豊かな感性や創造性を育むための自然等の体験活動・読書活動、
キャリア教育・職業教育等を推進する（略）。

具体的な取組

 予測困難なこれからの社会においては、学校・家庭・地域が連携・協働し、社会全体で学校や子供たちの成長を支える
ことが重要

 コミュニティ・スクール（※）と社会教育活動である地域学校協働活動を一体的に推進することで、学校・家庭・地域が
連携・協働して、自立的・継続的に子供を取り巻く課題を解決できる地域社会の実現を目指す
※コミュニティ・スクールは、子供を取り巻く課題の解決に向けて、保護者や地域住民等が一定の権限と責任を持つ「当事者」

として学校運営に参画する学校運営協議会を置く学校 （R6.5時点:20,153校、58.7％）

 放課後児童対策の一層の強化に向け、予算・運用等の両面から集中的に取り組むべきものとして策定した「放課後児童
対策パッケージ」に基づく取組を推進（地域学校協働活動の一環としての放課後子供教室と放課後児童クラブの連携
促進等）

事 業
実施期間 平成27年度～

交 付 先 都道府県・政令市・中核市（以下「都道府県等」）

要 件 ①コミュニティ・スクールの導入または導入計画があること
②地域学校協働活動推進員等を配置していること

補 助 率 国1/3、都道府県等1/3、市区町村1/3
※都道府県等が直接実施する場合、都道府県等2/3

支援内容 地域学校協働活動推進員や地域ボランティア等に係る
諸謝金、活動に必要な消耗品等

コーディネート機能の強化
〇 引き続き地域学校協働活動推進員等の配置を促進
〇 学校における働き方改革や放課後児童対策などの地域課
題に応じ、専門性を活かした追加配置や常駐的な活動等
を支援

〇 地域学校協働活動推進員等の処遇改善
地域学校協働活動の実施

〇 学校における働き方改革に資する取組、放課後等におけ
る学習支援や体験・交流活動等を支援

〇 放課後子供教室新規開設時の備品整備を支援
教育委員会の伴走支援体制の構築・強化

〇 CSアドバイザーの配置促進
〇 学校運営協議会委員、推進員等、地域ボランティア等に
対する研修の充実

本事業を通じて、子供を取り巻く課題（※）

を改善・解決した自治体の増加
【参考】 R5:1,307自治体

※子供を取り巻く課題の類型例
・ 学校運営上の課題
（社会に開かれた教育課程の実現、

      学校における働き方改革、いじめ、不登校など）
・学校と地域の課題
（地域の安全・防災など）

・学校と家庭の課題
（放課後児童対策、子供の貧困、児童虐待など）

（担当：総合教育政策局地域学習推進課）

アウトプット（活動目標） 短期アウトカム（成果目標）
ロジックモデル

すべての自治体で地域学校協働活動等の学校・家庭・地
域が連携・協働した教育活動を実施

【参考】 予算補助を受ける自治体
R4:1,356自治体 R5:1,366自治体 R6:1,374自治体

地域学校協働活動推進員等の数の増加
【参考】 予算補助を受ける自治体が配置している地域学校協働活

動推進員等の人数
R4:30,520人 R5:31,125人 R6:32,675人

コミュニティ・スクールの導入や質の向上等に関する研修会
やアドバイザーの派遣を実施する自治体

（都道府県・政令市）の増加

中期アウトカム（成果目標） 長期アウトカム（成果目標）

学校・家庭・地域の連携が進み、様々な課題に対して
協働して取り組む地域の増加

【参考】学校・家庭・地域が連携・協働した取組の幅が広がった
と認識している自治体数        R5:1,291自治体

学校・家庭・地域が連携・協働して、自立的・継続的に子供を取り
巻く課題を解決できる環境が整っている地域の増加

【参考①】学校や地域の連携・協働による取組によって、学校・地域・保護者
の相互理解が深まったと認識している学校の割合（公立）

R5:小86.1% 中79.3％   R6:小88.9％ 中84.1%
【参考②】学校・家庭・地域が連携・協働する仕組みや体制が定着し、取組の

質が向上したと認識している自治体数      R5:1,289自治体

コミュニティ・スクール
（学校運営協議会を置く学校）

地域学校協働活動

地域学校協働本部

地域住民 保護者 社会教育
施設・団体

企業
NPO

人権擁護
委員子ども会

PTA
消防団 文化・スポーツ

団体

民生委員
児童委員

コミュニティ・スクールと
地域学校協働活動の

一体的推進

地域学校協働活動推進員等
(学校と地域をつなぐ企画・調整役）

課題対応のための追加配
置高校・特別支援

学校への配置

基礎的な配置
・追加配置  ・活動時間増

・広域的対応

事業改善・充実のための取組（R5～）
 各自治体は、課題に応じた目標を設定し、事業年度ごとに取組の成果分析を実

施
 国は、各自治体の評価をとりまとめ、事業年度ごとに事業全体の成果分析を実施。

併せて、全国の好事例等を共有し、各自治体の事業改善に繋げる。

経済財政運営と改革の基本方針2024
（令和6年6月21日閣議決定）
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掲載団体（令和７年２月時点）

コミュニティ・スクール等の仕組みを活用した関係団体・関係者との更なる連携促進、互恵的関係の構築・深化に向けて広く周
知を図ることができるよう、趣旨に賛同・協力いただける関係団体等のリストを作成。

《教育分野》
• 全国コミュニティ・スクール連絡協議会

（コミュニティ・スクールの推進に関する情報交換、普及啓発等）

• 公益社団法人日本PTA全国協議会
• 一般社団法人全国高等学校PTA連合会
（PTA活動に関する研修・広報活動、子供たちの健全育成等）

• 公益社団法人全国子ども会連合会
（子ども会活動の推進、指導者の養成・研修等）

• 公益社団法人全国公民館連合会
（公民館の普及促進、調査研究等）

• 全国私立大学教職課程協会
• 日本教育大学協会
• 日本教職大学院協会
（教師教育・教員養成に関する調査研究・情報発信等）

• 全国都道府県教育委員会連合会
• 全国市町村教育委員会連合会
• 指定都市教育委員会協議会
• 全国都市教育長協議会
• 中核市教育長会
• 全国町村教育長会
（教育委員会相互の情報共有、教育行政に関する調査研究等）

• 全国国公立幼稚園・こども園長会
（幼児期の教育の発展・振興、保幼小の連携推進）

• 全日本中学校長会
（中学校教育の振興等）

• 全国連合退職校長会
（教育の振興、地域の教育・文化の向上等）

• 全国公立小中学校事務職員研究会
（学校事務の研究、事務職員の資質向上、教育環境の整備等）

• 全日本教職員連盟
（教職員の研修、地域・家庭における教育の充実に向けた取組等）

• 公益社団法人日本教育会
• 日本連合教育会
• 一般社団法人全国教育問題協議会
（教育に関する調査研究・普及活動等）

• 公益財団法人日本学校保健会
（子供の現代的健康課題に対応するための学校保健の振興等）

• 公益財団法人産業教育振興中央会
• 全国産業教育振興会連絡協議会
（産業教育の振興）

• 全国専修学校各種学校総連合会
（専修学校・各種学校における職業教育の振興、中高との連携推進）

• 公益財団法人日本漢字能力検定協会
（日本語・漢字に関する普及啓発・支援等）

• 公益財団法人日本数学検定協会
（数学に関する普及啓発・支援等）

• 公益社団法人全国学習塾協会
（学習塾業界等の発展と教育の質の向上等）

《スポーツ・文化分野》
• 公益財団法人日本スポーツ協会
（スポーツ指導者・スポーツ少年団の育成、生涯スポーツの普及等）

• 公益財団法人日本ゴルフ協会
（ゴルフを通じた幸福や健康の増進、防災拠点の構築、教育活動の実施等

）

• 公益財団法人運動器の健康・日本協会
（運動器の健康増進、疾患・障害の予防に関わる教育・啓発等）

• 特定非営利活動法人全国ラジオ体操連盟
（ラジオ体操・みんなの体操の普及等）

• 一般社団法人和食文化国民会議
（無形文化遺産「和食」の適切な保護・継承）

本体はこちら

コミュニティ・スクール及び地域学校協働活動に係る協力団体等リスト
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（全73団体 関係省庁建制順を基本に一部再整理）

《防災・安全分野》
• 公益財団法人全国防犯協会連合会
（防犯思想・知識の普及、薬物乱用防止等）

• 一般財団法人全日本交通安全協会
（交通安全に関する普及啓発等）

• 消防団
（防火指導、応急手当の普及活動、防災意識の向上等）

• 公益社団法人隊友会
（防衛・防災関連施策への協力等）

《金融分野》
• 一般社団法人全国銀行協会
• 一般社団法人信託協会
• 一般社団法人全国地方銀行協会
• 一般社団法人第二地方銀行協会
• 一般社団法人全国信用金庫協会
• 一般社団法人全国信用組合中央協会
• 一般社団法人生命保険協会
• 一般社団法人日本損害保険協会
• 日本FP協会

（金融に関する普及啓発・リテラシー向上等）

《児童福祉分野》
• 一般財団法人児童健全育成推進財団

（児童館の活動支援、児童福祉に関する調査研究等）

• 全国学童保育連絡協議会
（学童保育に関する調査研究、指導員の研修活動等）

• 一般財団法人全国母子寡婦福祉団体協議会
（ひとり親家庭・寡婦の福祉に関する啓発・広報等）

• 全国保育協議会
• 公益社団法人全国私立保育連盟
• 社会福祉法人日本保育協会

（保育・児童福祉の向上等）

《人権分野》
• 更生保護法人全国保護司連盟

（保護観察対象者の指導・支援、犯罪予防活動等）

• 全国人権擁護委員連合会
（人権に関する相談対応、人権啓発等）

《国際協力分野》
• 公益社団法人青年海外協力協会
（グローカル人材の育成、地域の国際化支援等）

《社会福祉・健康・労働分野》
• 一般社団法人生涯活躍のまち推進協議会
（多世代と交流しながら健康な生活を送る地域づくりへの支援）

• 全国食生活改善推進員協議会（一般財団法人日本食生活協会）
（食育の推進・運動習慣の定着等）

• 全国社会福祉協議会
（福祉人材の育成・研修、ボランティア・福祉教育の推進等）

• 全国民生委員児童委員連合会
（生活上の様々な相談支援を行う民生委員・児童委員活動の推進）

• 公益財団法人日本知的障害者福祉協会
（知的障害者の支援、知的障害福祉の普及啓発等）

• 全国老人クラブ連合会
（子供の見守り、清掃・緑化、伝承・多世代交流等の活動推進）

• 全国健康保険協会
（保健事業、ヘルスリテラシーの向上、児童生徒の健康意識の醸成 等）

• 一般財団法人ACCN
（キャリアコンサルタントによるキャリア教育の推進等）

《農林水産分野》
• JAグループ（一般社団法人全国農業協同組合中央会）
• 全国森林組合連合会
• 全国漁業協同組合連合会
（農林水産分野における体験機会の提供等）

《経済分野》
• 公益社団法人経済同友会
• 日本商工会議所
• 全国中小企業団体中央会
• 全国商工会連合会
（経済界との連携・交流、地域経済の活性化等）

《自動車整備分野》
• 自動車整備人材確保・育成推進協議会
（自動車整備に携わる人材の確保・育成等）

《海事分野》
• 海事産業人材確保・育成推進協議会
（海事産業に携わる人材の確保・育成等） 32



○令和６年８月の中教審答申では、学校における働き方改革の更なる加速化に向け、学校・教師が担う業務の適正化を一層推進するととも
に、働き方改革の実効性を向上するためには保護者、地域住民等の理解・協力・連携が不可欠であるとされている。

○こうした動向を踏まえ、「学校・教師が担う業務の３分類」（※）に基づく取組毎に、一般的に協力が可能と考えられる協力団体等を整理。
※学校における働き方改革の推進のため、学校・教師が担う業務を「基本的には学校以外が担うべき業務」「学校の業務だが、必ずしも教師が担う必要のない業務」「教師の業務だが、負担軽減が可能な業務」の３つに整理し
ている。「新しい時代の教育に向けた持続可能な学校指導・運営体制の構築のための学校における働き方改革に関する総合的な方策について（答申）」（平成 31(2019)年１月 25 日中央教育審議会）において提言されたもの。

登下校に関する対応

放課後から夜間などにおける見回り、
児童生徒が補導された時の対応

公益社団法人日本PTA全国協議会、一般社団法人全国高等学校PTA連合会、公益社団法人全国子ども会連合会、
全国公立小中学校事務職員研究会、公益社団法人全国学習塾協会、公益財団法人全国防犯協会連合会、
一般財団法人全日本交通安全協会、一般社団法人全国信用組合中央協会、一般財団法人児童健全育成推進財団、
更生保護法人全国保護司連盟、全国民生委員児童委員連合会、公益財団法人日本知的障害者福祉協会、
全国老人クラブ連合会

公益社団法人日本PTA全国協議会、一般社団法人全国高等学校PTA連合会、公益社団法人全国子ども会連合会、
全国公立小中学校事務職員研究会、公益財団法人全国防犯協会連合会、全国民生委員児童委員連合会

児童生徒の休み時間における対応
公益社団法人日本PTA全国協議会、公益社団法人全国子ども会連合会、公益社団法人全国学習塾協会、
全国老人クラブ連合会

校内清掃 公益社団法人日本PTA全国協議会、公益社団法人全国子ども会連合会

部活動
一般社団法人全国高等学校PTA連合会、公益社団法人全国子ども会連合会、全国公立小中学校事務職員研究会、
公益社団法人全国公民館連合会、公益財団法人日本スポーツ協会、公益財団法人日本ゴルフ協会、
公益財団法人運動器の健康・日本協会、公益社団法人隊友会

学校行事の準備・運営

公益社団法人日本PTA全国協議会、一般社団法人全国高等学校PTA連合会、公益社団法人全国子ども会連合会、
全国公立小中学校事務職員研究会、公益社団法人全国公民館連合会、一般社団法人全国私立大学教職課程協会
全国専修学校各種学校総連合会、公益財団法人日本漢字能力検定協会、公益財団法人日本数学検定協会、
公益財団法人運動器の健康・日本協会、特定非営利活動法人全国ラジオ体操連盟、一般社団法人和食文化国民会議、
一般財団法人全日本交通安全協会、消防団、公益社団法人隊友会、全国学童保育連絡協議会、全国社会福祉協議会、
全国老人クラブ連合会、全国森林組合連合会、日本商工会議所、自動車整備人材確保・育成推進協議会、
海事産業人材確保・育成推進協議会

給食時の対応
公益社団法人日本PTA全国協議会、公益社団法人全国子ども会連合会、一般社団法人和食文化国民会議、
全国食生活改善推進員協議会（一般財団法人日本食生活協会）

進路指導

一般社団法人全国高等学校PTA連合会、公益社団法人全国子ども会連合会、全国公立小中学校事務職員研究会、
公益財団法人日本漢字能力検定協会、公益社団法人全国学習塾協会、公益社団法人全国公民館連合会、
一般社団法人全国信用組合中央協会、公益財団法人日本知的障害者福祉協会、一般財団法人ACCN、
全国森林組合連合会、日本商工会議所、自動車整備人材確保・育成推進協議会、海事産業人材確保・育成推進協議会

支援が必要な児童生徒・家庭への
対応

公益社団法人全国子ども会連合会、全国公立小中学校事務職員研究会、公益財団法人日本漢字能力検定協会、
公益財団法人日本数学検定協会、公益社団法人全国学習塾協会、一般財団法人児童健全育成推進財団、
全国学童保育連絡協議会、一般財団法人全国母子寡婦福祉団体協議会、更生保護法人全国保護司連盟、
全国人権擁護委員連合会、全国社会福祉協議会、全国民生委員児童委員連合会、
公益財団法人日本知的障害者福祉協会

※本資料に記載していることをもって、各地域における協力を直ちに約束するものではない

（参考）「学校・教師が担う業務の３分類」に基づき協力が可能と考えられる事項
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開催地 期日 会場等 主催

千葉県 8月2日（土） 千葉県教育会館
（WEB配信併用）

・ 文部科学省
・ 千葉県教育委員会

仙台市 11月8日（土） 東北学院大学 五橋キャンパス
（WEB配信併用）

・ 全国コミュニティ・スクール連絡協議会
・ 文部科学省
・ 仙台市教育委員会

コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進による地域とともにある学校づくりに向けて、保護者、
地域住民、学校関係者等を対象としたフォーラムを開催し、取組の充実と全国的な普及を図る

「地域とともにある学校づくり推進フォーラム」について

R7年度の予定

年度 開催地 期日 会場等 テーマ 主催

R6

山梨県 7月13日（土） 山梨県立文学館・美術館
（WEB配信併用）

学校と地域で高め合おう！子供・教師・家庭・地域のウェルビーイング
～コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的な取組を通して～

・ 文部科学省
・ 山梨県教育委員会

金沢市 11月8日（金） 金沢市文化ホール
（WEB配信併用）

持続可能な社会の創り手の育成
～コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的取組を通して～

・ 全国コミュニティ・スクール連絡協議会
・ 文部科学省
・ 金沢市教育委員会

文部科学省 2月28日（金） 文部科学省第１講堂
（WEB配信併用）

コミュニティ・スクールの“これまで”と“これから”
（※同日午前に大臣表彰を実施） ・ 文部科学省

R5

茨城県 7月15日（土） 茨城県庁
（WEB配信併用）

これからのコミュニティ・スクール
～令和の日本型学校教育の実現に向けて～

・ 文部科学省
・ 茨城県教育委員会

南部町
（鳥取県） 12月15日（金）

米子コンベンションセンター
キナルなんぶ

（WEB配信併用）
コミュニティ・スクール その先へ
～今こそ魅せる大人の本気～

・ 全国コミュニティ・スクール連絡協議会
・ 文部科学省
・ 鳥取県教育委員会 ・ 南部町教育委員会

R4

兵庫県 6月11日（土） 神戸ポートオアシス
（WEB配信併用） 正しく学ぶ これからのコミュニティ・スクール

・ 文部科学省
・ 兵庫県 ・ 兵庫県教育委員会
・ 全国コミュニティ・スクール連絡協議会

玖珠
（大分県） 10月29日（土） くすまちメルサンホール

（WEB配信併用） コミュニティ・スクールがつくる令和の学校
・ 全国コミュニティ・スクール連絡協議会
・ 文部科学省
・ 大分県教育委員会 ・ 玖珠町教育委員会

文部科学省 ２月３日（金） WEB配信のみ 大臣表彰の受賞取組の事例研究
（※同日午前に大臣表彰を実施） ・ 文部科学省

R4～R6年度実績
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コミュニティ・スクールに関する詳細な情報や全国の事例等は、文部科学省のＨＰに掲載

文部科学省の専用ホームページ 「学校と地域でつくる学びの未来」 では、
〇 コミュニティ・スクールや地域学校協働活動の関連情報（各種法令、通知等を含む）
〇 全国の取組事例（文部科学大臣表彰の被表彰事例など）
〇 全国の企業や団体等の出前授業などの教育プログラム（「土曜学習応援団」）

など、行政・学校・地域の関係者ごとに、必要な情報を掲載しています

参考情報

https://manabi-mirai.mext.go.jp/ もしくは ”学び未来” で検索

アクセスは、下記ＱＲコードから
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放課後児童対策
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放課後児童対策パッケージ2025（令和6年12月）概要
趣
旨

 「新・放課後子ども総合プラン」「放課後児童対策パッケージ2024」の実施により、受け皿確保は目標としていた152万人分をほぼ達成（151.9万人）。
一方で、待機児童数は令和6年5月1日時点で1.8万人と、令和５年度の同時期（1.6万人）に比べて増加。

 待機児童対策の一層の強化と放課後の児童の居場所確保に向け、こども家庭庁と文部科学省が連携し、予算・運用等の両面から令和6～7年度に集中的
に取り組むべき対策として充実を図り、パッケージを改訂するものである。

１）放課後児童クラブを開設する場の確保
① 施設整備に係る補助率の嵩上げ【R6補正】
② 学校（校舎、敷地）内における整備推進
③ 学校外における整備推進（補助引き上

げ）
④ 賃貸物件等を活用した受け皿整備の推進

（補助引き上げ）
⑤ 学校施設の積極的な活用
⑥ 保育所等の積極的な活用
⑦ 民間事業者による参入支援【R6補正】
⑧ スモールコンセッションによる事業所整備の

周知

２）放課後児童クラブを運営する人材の確保
① 常勤職員配置の改善
② 職員に対する処遇改善
③ 職員の確保支援【R6補正】
④ 平日夜間の人材確保支援【R7拡充】
⑤ 保育士・保育所支援センター等やハローワークと連

携した人材確保支援
⑥ ICT化の推進による職員の業務負担軽減【R6補正】
⑦ 育成支援の周辺業務を行う職員の配置による業

務負担軽減
⑧ 放課後児童クラブ分野のDX化による職員の業務

負担軽減【R6補正】

３）適切な利用調整（マッチング）
① 正確な待機児童数把握の推進、待機児童の詳細の公表
② 利用調整支援や送迎支援の拡充による待機児童と空き定員

のマッチングの推進等

（１）放課後児童クラブにおける待機児童の解消策

（２）全てのこどもが放課後を安全・安心に過ごすための強化策

４）時期的なニーズ等への対応

① 待機児童が多数発生している自治体への支援
② コミュニティ・スクールの仕組みを活用した放課後児童対策の推進

２）放課後児童対策に従事する職員
やコーディネートする人材の確保

① 常勤職員配置の改善(再掲)
② こどもの居場所づくり支援体制の構

築等を行うコーディネーター配置支
援（再掲）

③ 地域学校協働活動推進員の配置
促進等による地域学校協働活動
の充実

１）多様な居場所づくりの推進
① 放課後児童クラブと放課後子供教室の校内交流型・連携型の推進【R7拡充】
② こどもの居場所づくりの推進(モデル事業、コーディネーター配置)【一部R6補正、R7拡充】
③ コミュニティ・スクールの仕組みを活用した放課後児童対策の推進(一部再掲)
④ 特別な配慮を必要とする児童への対応【一部R6補正】
⑤ 放課後児童クラブ待機児童への預かり支援実証モデル事業【R6補正】
⑥ 朝のこどもの居場所づくりの推進（好事例周知、機運醸成等）
⑦ 能登半島地震を踏まえた災害時の放課後等におけるこどもへの支援

３）質の向上に資する研修の充実等
① 放課後児童対策に関する研修の充実
② 性被害防止、不適切な育成支援防止等

への取組【一部R6補正】
③ 事故防止への取組
④ 「はじめの100か月の育ちビジョン」と連携し

た広報
⑤ 放課後児童クラブ運営指針の改正
⑥ いわゆる「スキマバイト」への対応

① 夏季休業期間中における開所支援【R7拡充】
② 年度前半の開所支援のあり方の検討
③ 支援の単位あたりの児童数の考え方の検討
５）自治体へのきめ細かな支援とコミュニティ・スクールの
仕組みの活用推進

２．放課後児童対策の推進体制について

３．その他留意事項について

① 市町村の運営委員会、都道府県の推進委員会の継続実施
② 総合教育会議の活用による総合的な放課後児童対策の検討

（１）市町村、都道府県における役割・推進体制
① 放課後児童対策に関する二省庁会議の継続実施
② 放課後児童対策の施策等の周知

（２）国における役割・推進体制

① 放課後児童クラブの整備<152万人の受け皿整備を進め、できる限り早期に待機児童解消へ>
② 放課後児童クラブと放課後子供教室の連携<同一小学校区内でできる限り早期に全てを連携型へ>
③ 学校施設を活用した放課後児童クラブの整備<新規開設にあたり所管部局が求める場合、できる限り早期に全て学校施設を活用できるように>

（１）放課後児童対策に係る取組のフォローアップについて （２）子ども・子育て支援事業計画との連動について
（３）こども・子育て当事者の意見反映について

１．放課後児童対策の具体的な内容について 放課後児童クラブの実施状況（R6.５.1） 登録児童 151.9万人 待機児童 1.8万人
（R6.10.1）登録児童 147.1万人 待機児童 0.9万人

※丸数字の下線は、主な新規・加筆項目
放課後児童対策パッケージ2025（本文） 令和6年12月
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放課後児童対策パッケージ2025新規・拡充事項のポイント

①待機児童発生状況の偏り
・長期休業前に多くの待機児童が発生（時期）
・特に必要性が高い小１の待機児童の発生（学年）
・一部の自治体において特に発生（地域）

喫緊の課題となっている放課後児童クラブの待機児童の解消に向けた受け皿整備等に関し、引き続き「場の
確保」「人材の確保」「適切な利用調整（マッチング）」に取り組みつつ、浮かび上がってきた３つの課題に対
応した６つの対応策を追加して整理。

②補助事業の未活用等
・様々な補助メニューの一層の周知が必要。
・安全対策のための定員管理の必要。

③関係部局間・関係者間の連携
・福祉部局・教育委員会間での連携が不十分で、
放課後児童クラブ・学校関係者の一層の連携協力が必要。

３つの課題 ６つの対応策

１．夏季休業期間中等の開所支援。
２．特に就学にあたっての不安が大きい小学校新

１年生の待機の解消。
３．待機児童数の多い自治体に向け、民間の新

規参入支援、人材確保策の実施、待機児童
に対する預かり支援を行う等のモデル事業等を
展開。

６．運営委員会や総合教育会議の活用促進、
学校施設活用に際し教師の負担を生じさせるこ
とのない管理運営等の好事例の共有。

４．待機児童数の多い自治体について、補助事
業の丁寧な周知を図るとともに、補助事業の活
用状況を含めた取組状況や待機児童の状況
の詳細を公表。

５．緊急的に受け入れ増に至った場合の安全対
策について更なる方策の検討等。

◆待機児童数の変化 5月1.8万人 → 10月0.9万人
◆小１の待機児童数 2,209人（全体の12.5％）
◆待機児童の発生 東京都、埼玉県、千葉県で

全体の４割(R5と同様）
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放課後児童クラブの待機児童の解消等に向けた学校施設の活用等について
（令和5年8月31日付けこ成環第125号・５教地推第71号通知）【概要】

（１）余裕教室の活用及び放課後等における学校施設の一時的な利用の
促進

① 余裕教室の活用、学校施設の一時的な利用（タイムシェア）の促進
② 学校教育・児童福祉を担う部局間・関係者間の連携による検討
③ 余裕教室の改修、設備整備、備品購入、プレハブ施設の設置等に係る
国庫補助（放課後子ども環境整備事業）の活用

④ 学校施設の転用に係る財産処分手続の大幅な弾力化等

放課後児童クラブの待機児童の解消が喫緊の課題となっている状況を踏まえ、改めて「新・放課後子ども総合プラン」（以下「新プラン」）の趣旨
を周知するとともに、待機児童の解消を目指し、学校施設を有効活用した放課後児童クラブの実施等の取組を一層促進するため、配慮いただ
きたい事項について通知するもの。

２．学校施設の活用に当たっての責任体制の明確化について

３．関係部局間・関係者間の連携について

４．その他

（２）廃校施設の活用
• 地域の実情・ニーズを踏まえた廃校施設の活用
• 施設改修、送迎支援に係る国庫補助（子ども・子育て支援施

設整備交付金）の活用
（３）学校施設と放課後児童クラブの複合化

• 学校施設と他の公共施設等の複合化に関する報告書・事例
集、複合化して整備する場合の補助金の活用

• 学校施設の管理運営上の責任の所在について関係部局間での取決めが行われやすくなるよう示した協定書のひな形（R1.7通知）の参照
• 学校施設の一時的な利用（タイムシェア）においてあらかじめ取り決めておくことが望ましい事項の参照

（１）総合教育会議の活用による総合的な放課後児童対策の検討
• 教育委員会と福祉部局が連携した総合的な放課後児童対策について積極的に総合教育会議で取り上げ

（２）推進委員会等による放課後児童対策の検討
• 市区町村：新プランに基づく運営委員会等を活用した適切な体制づくり
• 都道府県：新プランに基づく推進委員会等を活用した連携

（１）放課後児童クラブと放課後子供教室の一体的又は連携した運営について
• 新プランに基づく両事業の連携、同一小学校内等での一体型の推進
• 国庫補助等の活用による推進体制の構築・実施環境の整備

（２）放課後のこどもの居場所づくりについて
• 児童館・社会教育施設等を活用した居場所の確保
• 国庫補助（放課後居場所緊急対策事業：児童館等の入退館の

把握や見守りを行う専門スタッフの配置を支援）の活用

１．学校施設等の有効活用について

（３）学校運営協議会を活用した学校・家庭と放課後児童クラ
ブとの連携

• 学校運営協議会制度の導入や積極的活用（例：放課後児
童クラブ関係者を協議会委員に選定、議題設定の工夫）の検討

放課後児童クラブの待機児童の解消等に向けた学校施設の活用等について（通知）（令和5年8月31日付けこ成環第125号・５教地推第71号通知）
https://manabi-mirai.mext.go.jp/upload/R5houkagojidou_shisetsukatuyou_tsuchi.pdf
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学校施設を活用した放課後児童クラブの整備事例

岡山市

岡山市では、放課後児童クラブ担当部局と教育委員会が連携し、学校の理

解を得て、余裕教室の活用や特別教室のタイムシェア（一時的な利用）な

ど学校施設を有効活用した放課後児童クラブの整備を行っている。

課題

取組の要点

学校施設の円滑な活用を可能にする取組
特別教室のタイムシェアにより放課後
児童クラブを実施している様子

◆都度、物品を専用施設から持参することによる負担の増加や複数箇所
の活動への対応が必要となるためスタッフの増員が必要。

◆担当部局と教育委員会が日頃から連携を密にし、情報共有や連携体制を構築。

放課後児童対策についての現状や方策を市長に説明する際には、担当部局と教育委員会
の担当者が同席。校長会への説明資料は事前に双方で調整。

◆学校の備品や児童の私物の管理、セキュリティ面などタイムシェア等を行う際の学校側
の懸念事項を担当部局で聞き取り。

・学校の物品や児童の私物の保管、安全管理に必要な備品の準備
・レンタルエアコンの設置や光熱費の負担 ・学校活動に影響のない動線の確保  
・教室外への移動の際には放課後児童支援員が付き添う
等の利用時のルールを学校と協議の上で設定。

取組の概要

放課後児童クラブのニーズが年々高まり、希望者が利用できない「待機児童」が増加。危機感を持った市長がリーダーシップを発揮し、待機児
童対策を市の重要課題の１つと位置づけ、教育委員会に協力を要請。学校の図工室などの特別教室のタイムシェア等による放課後児童クラブの
定員増を実現。今後も学校施設を活用することで待機児童の解消を目指す方針。

成果

◆タイムシェア等により、専用施設の設置よりも迅速に受け入れ体制
が整い、機動的な定員増を実現。

※R5.8～10の間に14クラブで231人の定員増。（うちタイムシェアは5クラブ）

市長

連携
担当部局教育委員会

放課後
児童クラブ

岡山市における
放課後児童クラブ施設の整備体制

管理・運営

タイム
シェア学校

校長会

協力を要請

40



学校施設の一時利用（タイムシェア）による放課後児童クラブの実施例
※厚生労働省 令和３年度子ども・子育て支援推進調査研究事業 「放課後児童クラブと放課後子供教室の一体型実施における連携に関する調査研究報告書」及び各自治体の担当からの電話ヒアリング等をもとに、文部科学省作成

東京都目黒区
放課後の時間帯の特別教室を
放課後児童クラブとして一時利用
 放課後の時間帯の特別教室（家庭科室等）を活用

して、タイムシェア型の放課後児童クラブを開設。

 使用していない準備室などを活用して放課後児童クラ
ブの専用区画を確保し、事務室として利用。専用区画
が校舎内に確保できない場合には、校舎外に物置を建
てるなどして確保。

 放課後児童クラブで使用する備品等は、専用区画から
ワゴン等で運搬。
児童のランドセル置き場は可動式のロッカーを用意。

 学校、教育委員会、子育て支援部において、あらかじ
め学校施設を利用するにあたっての確認事項（利用
日程の確認方法や、利用のルール等）を協議し、確
認文書を作成。

東京都練馬区
放課後の活動で使用する範囲を明確に示すことで、
施設利用に関する小学校の理解を促進

 学校施設の活用にあたって責任体制の明確化を図るため、「ねりっこクラブ」（一体型の放課
後児童クラブ・放課後子ども教室）を実施するにあたり、教育委員会と各小学校長との間
で、学校施設の使用に関する協定を締結。

 協定書では、基本的合意事項として、「教育委員会は、小学校の学校教育に支障が生じ
ないよう配慮の上、事業を実施するものとする／小学校は、学校教育に支障がない限り、教
育委員会が実施する事業に協力するものとする」としたうえで、学校施設・設備の使用と使
用時間、管理責任、緊急時の対応、学校教育に支障が生じる場合の対応を明記しルール
化。

 協定書では、放課後児童クラブが放課後に使用するスペースや、子供の動線を図示して
明確にする工夫が行われている。

〔協定書における図のイメージ〕

ねりっこクラブで恒常的に使用する設備

ねりっこ学童クラブで恒常的に使用する設備

ねりっこクラブで日によって使用する設備

ねりっこクラブ児童の動線 職員が付き添って移動する動線 仕切り

※練馬区提供資料を参考に文部科学省において作成。図面は架空のもの。

家庭科室 視聴覚室

ひろば室 学童
クラブ

ト
イ
レ(

女)

ト
イ
レ(

男)

昇降口 普通教室

多目的室

屋
内
運
動
場

廊下

※ランチルームのタイムシェアの事例

可動式のランドセルロッカ
ー

ロール畳

折脚テーブ
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放課後児童クラブ関係者も含めた地域と学校の連携・協働体制を構築している事例

東京都八王子市

 元木小学校の学校施設外で運営している放課後児童クラブが、平成30年度に移転することが決まっていた。

 学校敷地内専用施設への移転については、学校運営協議会でも協議がされたが、その際、放課後児童クラブの施設長兼運営NPO法人

代表が学校運営協議会委員となっていたことで、学校運営協議会の重要な議題となり、「学校教育活動や学校周辺の近隣住民の生活に

支障をきたさない」という視点で、市側との緊密な連携のもと計画を練り上げ、スムーズに移転を進めることができた。

 また、放課後の子供の居場所づくりとして、放課後子供教室が毎週３回実施されている。運営組織は地域住民有志から成る推進委員会

だが、これを立ち上げ推進委員会会長を務めているのも学校運営協議会の一員である。（放課後児童クラブ施設長とは別の委員）それぞ

れからの報告が学校運営協議会でなされ、全委員が情報を共有できるため、放課後児童クラブと放課後子供教室との運営主体がより明確

になり、必要に応じての連携もしやすくなった。

 学校運営協議会で、放課後児童クラブの関係者から子供たちの活動の様子を共有いただくことで、地域と学校が全体として子供たちの様子

が把握できるとともに、放課後児童クラブの関係者にとっても学校の活動を知る機会となり、お互いの理解が進むことで普段から連携がしやす

くなった。

市内の約17の小学校において、学区内の放課後児童クラブ関係者
が学校運営協議会委員となり、地域関係者の一員として学校運営に
参画している。

八王子市立元木小学校の例

※八王子市は全ての公立小学校に学校運営協議会が設置されている。
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放課後児童クラブ 放課後子供教室（地域学校協働活動）
➤ 原則、年間250日以上開設（要件）
➤ 遊びや生活の場の提供（保護者の預かりニーズに対応）
➤ 支援の単位ごとに放課後児童支援員、補助員を配置
➤ 共働き家庭など、保護者が日中家庭にいない児童が対象

➤ 地域の実情に応じた実施（週１～２日が多い）
➤ 学習や体験などのプログラムを実施（多様な学びの機会の提供）
➤ 地域住民ボランティア等、多様な参画により実施
➤ すべての子供が参加可能（内容等により制限される場合あり）

○○小学校 放課後児童クラブ
（毎週月曜日～土曜日開所）

月

15:30～18:30

学校敷地内
専用施設

火

水

木

金

土 08:30～18:30

日 実施なし

○○小学校 放課後子供教室
（毎週水曜日、毎月第２、４土曜日開所）

月
実施なし

火

水 15:30～17:30 グラウンド
余裕教室

木
実施なし

金

土 10:00～12:00 公民館
（隣接）

日 実施なし

（毎週水曜日）
グラウンドでサッカー教

室
余裕教室で学習支援

小学
校

【 児童クラ
ブ 】

（専用施設）

公民
館

【 校庭・グラウン
ド 】

隣接施設等も活用した校内交流型のイメージ

学習支援
（放課後子供教室）

サッカー教室
（放課後子供教

室）（毎月第２・４土曜日）
公民館で工作教室

クラブの子供も参加

工作教室
（放課後子供教

室）

➤ 同一の小学校内等で両事業を実施し、児童クラブの子供を含むすべての児童が放課後子供教室の活動（プログラム）に参加、交流できる

児童クラブの子供も、
希望する放課後子供教室に参加が可
能
活動終了後は、児童クラブに戻る

・・・放課後子供教室の活動場所

クラブの子供も参加

「放課後児童クラブ」と「放課後子供教室」の『校内交流型』のイメージ

連 携 型：放課後子供教室及び放課後児童クラブが連携して、共働き家庭等の児童を含めた
全ての児童が放課後子供教室の活動プログラムに参加し、交流できるもの

校内交流型：連携型のうち、同一小学校内等で放課後子供教室及び放課後児童クラブを実施
しているもの
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総合教育会議を活用した放課後児童対策の検討
総合教育会議：
教育に関する予算の編成・執行や条例提案など重要な権限を有している地方公共団体の長と教育委員会が十分な意思疎通
を図り、地域の教育の課題やあるべき姿を共有して、より一層民意を反映した教育行政の推進を図るため、地方公共団体の長
及び教育委員会により構成される。
教育を行うための諸条件の整備その他の地域の実情に応じた教育、学術及び文化の振興を図るため重点的に講ずべき施策等
について協議を行うこととなっている。
※地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）第１条の４により設置

「教育委員会の現状に関する調査」（令和３年度間・令和４年度間）
全国で８５

※都道府県・指定都市（２）、市町村等（９５）

令和４年度間

令和３年度間 全国で９７

※都道府県・指定都市（５）、市町村等（８０）

事例

東京都西東京市
 議題のひとつとして、放課後児童クラブにおける過密化対策を議論。学校

施設の一時利用（タイムシェア）、放課後子供教室との実施場所との調
整、学校の業務と放課後児童クラブの業務とのすみ分けなどに関する質疑
や意見交換が行われた。

 議論の終わりには、市長から、（学校と放課後児童クラブの）双方が連携
していくことを共通の認識とすることができたとの発言があった。

※令和6年度第1回西東京市総合教育会議の議事録をもとに、文部科学省作成。

兵庫県宝塚市
 議題のひとつとして、放課後児童クラブの待機児童対策について議論。特

に、夏休み期間のニーズから年度前半に待機児童が多数発生することへ
の対策を中心に意見交換が行われた。

 議論の中では、夏休み中の人材確保の対策として、スクールサポートスタッ
フ等の長期休業期間中に業務がなくなる方に関わってもらってはどうか、放
課後子供教室に関わっている地域の方にも協力してもらるよう学校運営協
議会で検討してもらってはどうか、といった提案も行われた。

※令和5年度第2回宝塚市総合教育会議の議事録をもとに、文部科学省作成。

沖縄県北谷町
 議題のひとつとして、待機児童対策としての放課後児童クラブの整備につ

いて議論。議論の冒頭、町長から、方向性を共有して、放課後児童クラ
ブの担当課が教育委員会及び学校の協力を仰ぎながらやっていければと
いうことで議題にあげた旨の発言があった。

 学校の空き教室や学校敷地の活用などの場所の確保や、新たな放課後
児童クラブを整備した場合の運営方法などについて意見交換が行われた。

※第11回北谷町総合教育会議（令和6年1月）の議事録をもとに、文部科学省作成。

静岡県浜松市
 議題のひとつとして、放課後の子供の居場所づくりについて議論。放課後

児童クラブについて、待機児童が発生する一方で夏休み後に需要が少な
くなることや、学校施設の活用等について議論が行われた。

 議論の中では、市長から、子供の居場所づくりは、コミュニティ・スクールの
重要なテーマになってくると思うので、教育委員会がリードして議論や取組
を進めていく必要がある旨の発言があった。

※令和4年度第2回浜松市総合教育会議の議事録をもとに、文部科学省作成。
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子どもの読書活動の推進について
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いずれの学校段階でも数値目標は達成されていない

目標：R４年度末までに不読率： 小学生2%以下、中学生８％以下、高校生26%以下
                                     ※不読率＝1か月の間に本を1冊も読まない児童生徒の割合

〇 「子どもの読書活動の推進に関する法律」（H１３）に基づき、「子どもの読書活動の推進に関する基本的な計画」（計画期間は
おおむね5年）を策定

〇 子どもの読書活動の推進に関する有識者会議による議論を経て、R5～９年度の子どもの読書活動推進に関する基本方針と
具体的方策を明らかにする

第五次子どもの読書活動の推進に関する基本的な計画の概要

第１章 近年における子どもの読書活動に関する状況等

〇 増加している点 ： 図書館数、図書館でのオンライン閲覧目録の導入率、学校司書を配置する学校等の割合は増加

〇 減少している点 ： 図書館の児童用図書の貸出冊数、全校一斉の読書活動を行う学校の割合は減少

趣旨

子どもの読書活動に関する取組の現状

子どもの読書活動の現状

〇各学校の臨時休業、図書館の臨時休館等により、図書へのアクセスがし
にくい状況が影響を与えた可能性

〇小学生から高校生までの子供の不読率は、令和元年度から令和３年度、
全国一斉臨時休業等を経て上昇

※令和元年～2年、自宅学習が難しい小学校低学年、中学校、高等学校入学直後の学
年に不読率が特に上昇、本を読む時間が減少、漫画や雑誌を読む時間が増加

〇1か月間の平均読書冊数は、いずれの学校段階でも、推進法が制定され
た平成13年よりも令和4年の方が多い

（小学生6.2冊→13.2冊、中学生2.1冊→4.7冊、高校生1.1冊→1.6冊）

〇日本の子どもの読解力の平均得点は、OECD平均より高得点のグルー
プに位置している（加盟国37カ国中11位）

※日本は漫画やフィクションを読む生徒の割合が高い。新聞、フィクション、ノンフ
ィクション、漫画のいずれも、よく読む生徒の読解力の得点が高い

新型コロナウイルスの感染拡大

：不読率の推移（％）

読書量・読解力の現状

不読率の現状

（全国学校図書館協議会「学校読書調査」）

第四次基本計
画

現状

推進法制定

R4：小学生6.4％、中学生18.6％、高校生51.1％

（OECD 生徒の学習到達度調査2018年調査）

(令和４年度子供の読書活動の推進に関する有識者会議（第４回）発表資料
)

（全国学校図書館協議会「学校読書調査」）
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市町村推進計画策定率の数値目標（令和４年度末までに、市100％、町村70％以上）を達成（令和3年度：市：93.9％、町村：74.4%）

第２章 基本的方針

急激に変化する時代において、必要とされる資質・能力を育む上で、読解力や想像力、思考力、表現力等を養う読書活動の推進は不可欠であり、全て
の子どもたちが読書活動の恩恵を受けられるよう、以下の点を考慮し、社会全体で子どもの読書活動を推進する

１ 不読率の低減

就学前からの読み聞かせ等の促進、入学時等の学校図書館のオリエンテーション等の充実

不読率が高い状態の続く高校生：探究的な学習活動等での図書館等の活用促進、大人を含めた読書計画の策定等

２ 多様な子どもたちの読書機会の確保

障害のある子ども、日本語指導を必要とする子ども等、多様な子どもの可能性を引き出すための読書環境を整備

３ デジタル社会に対応した読書環境の整備

社会のデジタル化、GIGAスクール構想等の進展等を踏まえ、言語能力や情報活用能力を育むとともに、緊急時等を含む多様な状況における図書

への継続的なアクセスを可能とするために、図書館及び学校図書館等のDXを進める

４ 子どもの視点に立った読書活動の推進

子どもが主体的に読書活動を行えるよう、子どもの意見聴取の機会を確保し、取組に反映させる

第３章 子どもの読書活動の推進体制等

〇 国及び地方公共団体は、子どもの読書活動の推進に関する施策が円滑に実施されるよう、学校、図書館その他の関係機関及び民間団体との連携

の 強化その他必要な体制整備に努める

〇 都道府県、市町村は、子どもの読書活動の推進に関する施策についての計画策定に努める（推進法第9条）

※ 地方公共団体の判断により、教育振興基本計画など他の計画との統合や他の地方公共団体との共同策定も可能

 都道府県立図書館を活用した市町村への支援

 域内市町村への助言、取組・施策の紹介

 高等学校、私立学校等を所管する立場から、高校生や私立
学校に通う子どもに着目した読書活動の推進等の関連施策
の実施

 ICTを活用した取組、市町村計画策定状況、読書推進にかかる人
材の育成、多様な子どもの読書環境の整備等について、調査等を
通じ、実態把握・分析

 地方公共団体・図書館・学校図書館等の運営の参考となる資料等
を全国に共有

都
道
府
県

国

目標：市：100% 町村：80%以上

市
町
村
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第４章 子どもの読書活動の推進方策①

Ⅰ 共通事項

子どもの読書活動の推進に当たっては、家庭、地域、学校等が中心となり、社会全体で取り組む必要がある

1 連携・協力

〇教師（司書教諭を含む）、学校司書、保育士、司書、指導主事、社会教育主事、ボランティア等、関係者の連携・協力

〇地域における学習資源・人的資源の共有

・地域の図書等資料の有効活用、読書バリアフリーコンソーシアムの推進等

・地域学校協働活動の推進（コミュニティ・スクールとの一体的な推進）

・読書活動など体験活動に関するポータルサイトの構築

2 人材育成

〇読書バリアフリー法やICT環境の変化を踏まえ、

・司書等の講習・研修等の見直し

・国が実施する講習のオンライン化の推進

3 普及啓発

〇国等による「子ども読書の日(4/23)」の普及促進（子どもの読書活動推進フォーラム）

〇文部科学大臣表彰等の対象範囲の拡大（幼児教育関係分野）

4 発達段階に応じた取組

〇多様な子どもの状況に応じ、乳幼児期からの切れ目ない支援の促進(乳幼児健診等の機会を通じて絵本を配布する取組等)

〇不読率の状況を勘案し、学校種間の移行段階に着目した取組の促進(入学時等の学校図書館のオリエンテーション等)

5 子どもの読書への関心を高める取組

〇子どもが主体となって実施する活動や協働的な活動の推進（読書会（ビブリオバトル）、子ども司書、図書委員、まわし読み新聞等）

〇ICTの活用による既存の取組の更なる参加促進 （オンライン読み聞かせ、読書記録アプリ等）

〇全ての子どもの参加しやすさを考慮した取組の促進（手話、多言語対応等）

〇家庭教育支援の一環として位置づけ、家庭での読書活動の習慣化を推進

・家庭教育支援チームの配置促進を図るとともに、その際「ブックスタート」、「家読（うちどく）」等の活動推進

Ⅱ 家庭

48



第４章 子どもの読書活動の推進方策②

Ⅲ 地域（図書館）

子どもの読書活動の推進に当たっては、家庭、地域、学校等が中心となり、社会全体で取り組む必要がある

〇地域における読書活動の推進を図るため、以下の取組を促進

多様な子どもたちの読書機会の確保

・アクセシブルな電子書籍・書籍等（点字資料等）の整備・提供

・多言語・やさしい日本語による利用案内

・地域の子どもが親しみやすい講座、体験活動等に関連付けた取組

・民間団体（子ども食堂等）への貸出、出前おはなし会

デジタル社会に対応した読書環境の整備

・電子書籍貸出サービス、デジタルアーカイブの充実

・オンラインでのイベント開催（読書会、読み聞かせ）

子どもの視点

・イベント等への企画段階からの子どもの参画

・子どもの要望を取り入れた資料・環境整備
（YA（ヤングアダルト）コーナーの設置、子どもが立ち寄りやすく・

心地よい読書環境づくり）

〇図書館の設置・運営及び資料の充実

・図書館資料の計画的整備

・施設整備に係る官民連携の取組やデジタル化の推進

・「望ましい基準」の見直しの検討

〇司書等の配置の促進

〇学校等における読書活動の推進を図るため、以下の取組を促進

多様な子どもたちの読書機会の確保

・特別支援学校含めた学校図書館資料の整備

・多様な背景を持つ子どもへの読書機会の場の提供

・図書館、ボランティア等との連携
（団体貸出、出張読み聞かせ、絵本を通じた異年齢交流会、各教科
等における図書館の活用促進等）

デジタル社会に対応した読書環境の整備

・１人１台端末の活用（学校図書館システム等のリンク等）
・電子書籍貸出サービスの導入（図書館の電子書籍貸出サービス等
との連携）

・学校図書館図書情報のデータベース化

子どもの視点

・子どもの意見聴取の機会の確保

・図書委員等の子どもの学校図書館の運営への主体的な参画

〇学校図書館資料の計画的整備

・第６次学校図書館図書整備等５か年計画に基づく整備推進

・「学校図書館ガイドライン」等の見直しの検討

〇司書教諭、学校司書の配置の促進

〇民間団体における読書活動の推進を図るため、以下の取組を促進

・読書週間等のキャンペーン、読書感想文コンクール、フォーラムの開催

・専門的知識を有する者の養成（絵本専門士等）

・地域における読み聞かせ等の活動の推進（図書館のボランティア登録制度の充実）

〇民間団体やボランティアの取組の周知・推奨及び子どもゆめ基金による助成等

Ⅳ 学校等

Ⅴ 民間団体

49



文部科学大臣表彰 ー幼稚園等も対象になりましたー

文部科学省では、平成14年度から、国民の間に広く子供の読書活動
についての関心と理解を深めるとともに、子供が積極的に読書活動を
行う意欲を高める活動を推進するため、特色ある優れた実践を行って
いる学校、図書館、団体（個人）に対し、大臣表彰を行うこととして
います。
令和６年度表彰より新たに、幼稚園、認可保育所、認定こども園（

全類型）も対象とし、関連する活動奨励を図ることとしています。令
和６年度は、

子供の読書活動優秀実践校・園・図書館・団体（個人）

幼稚園16、認可保育所8、認定こども園（全類型）16
が表彰されました。

〇表彰者が決まるまでの流れ
例年７～８月、都道府県又は都道府県教育委員会が推薦基準（※）に基づいて学校・園等を推薦し、その後
、文部科学大臣表彰審査委員会の審査を経て、表彰者が決まります。（令和７年度表彰の推薦期間は終了しています
。）※ 推薦基準

都道府県又は都道府県教育委員会は、次に定める推薦基準により被表彰候補学校等の推薦を行うものとする。
〔学 校・園〕

域内において、子供の読書、学校図書館の活用、絵本や物語などに親しむ取組、図書館等との連携など読書を推進する近年の活動が顕著に優秀と認められること。
「子供の読書活動優秀実践校・園・図書館・団体（個人）表彰要項」（令和５年８月４日一部改正）より抜粋

〇過去の事例
これまでの学校・園、図書館、団体（個人）の事例は「子ども読書の情報館」ウェブページにて公開しています。

毎年４月23日（子ども読書の日）に、国立オリンピック記念青少年総合センター（東京都渋谷区）で表彰式を行っています。

【担当】文部科学省総合教育政策局地域学習推進課図書館・学校図書館振興室 ℡ 03－6734-2093

検索子ども読書の情報館
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文部科学省では、勉強や部活動等に向き合う子供たちが、様々な本に触れ、読書に親しめる機会が増えるよう、「子供の読書キャ
ンペーン～きみに贈りたい１冊～」を読書週間（10月27日）から4回にわたって実施しました。
本キャンペーンでは、教育、科学技術・学術、文化、スポーツの各分野でご活躍する３１人の皆様から子供たちへのおすすめ本とメッセ

ージをいただき、特設ページやＳＮＳ等を通じてご紹介しました。（令和５年度実施）

リンクフリー

きみに贈りたい１冊 検索

第１弾（10月27日）公表のご紹介者・おすすめ本 （敬称略・50音順）

ご紹介者 おすすめ本

1
上白石 萌音
（かみしらいし もね）

俳優・歌手 『本の運命』
井上ひさし 著、文春文庫

2
金城 梨紗子
（きんじょう りさこ）

TEAM JAPANシンボルアスリート
レスリング競技

『チーズはどこへ消えた？』
スペンサー・ジョンソン 著、門田美鈴 訳、扶桑社

3
古坂大魔王
（こさかだいまおう）

芸人・プロデューサー 『１４歳からの哲学入門 「今」を生きるためのテキスト』
飲茶 著、二見書房・河出書房新社

4
髙木 美帆
（たかぎ みほ）

TEAM JAPANシンボルアスリート
スピードスケート競技

『筋肉のしくみ・はたらき ゆるっと事典』
坂井建雄 監修、永岡書店

5
中江 有里
（なかえ ゆり）

俳優・作家・歌手 『ようこそ、ヒュナム洞書店へ』
ファン・ボルム 著、牧野美加 訳、集英社

6
野村 萬斎
（のむら まんさい）

狂言師 『中島敦全集 １-小説』
中島敦 著、高橋英夫 編集、勝又浩 編集、筑摩書房

7
益子 直美
（ますこ なおみ）

公益財団法人日本スポーツ協会副会長
日本スポーツ少年団本部長

『君を見上げて』
山田太一 著、新潮文庫

8

三宅 宏実
（みやけ ひろみ）

国際ウエイトリフティング連盟理事
ウエイトリフティング指導者

『夢をかなえるゾウ １』
水野敬也 著、文響社

第２弾（12月12日）公表のご紹介者・おすすめ本 （敬称略・50音順）

ご紹介者 おすすめ本

1 池 透暢
（いけ ゆきのぶ）

車いすラグビー選手 『「最高の自分」を引き出すセルフトーク・テクニック』
田中ウルヴェ京 著、祥伝社

2 大塚 達宣
（おおつか たつのり）

バレーボール選手 『ほたるいしマジカルランド』
寺地はるな 著、ポプラ社

3 鈴木 亜弥子
（すずき あやこ）

（公財）日本パラスポーツ協会 『もものかんづめ』
さくらももこ 著、集英社文庫

4 関 菜々巳
（せき ななみ）

バレーボール選手 『そして、バトンは渡された』
瀬尾まいこ 著、文藝春秋

5 都倉 俊一
（とくら しゅんいち）

文化庁長官

『梅干と日本刀 日本人の知恵と独創の歴史』
『続・梅干と日本刀 日本人の活力と企画力の秘密』
樋口清之 著、祥伝社

6 福岡 雄大
（ふくおか ゆうだい）

バレエダンサー 『時生』
東野圭吾 著、講談社

7 町田 そのこ
（まちだ そのこ）

作家 『小公女たちのしあわせレシピ』
谷瑞恵 著、新潮社

8 ヨビノリたくみ
（よびのりたくみ）

教育系YouTuber 『「余剰次元」と逆二乗則の破れ 我々の世界は本当に三次元か？』
村田次郎 著、講談社

9 渡部 暁斗
（わたべ あきと）

TEAM JAPANシンボルアスリート
ノルディック複合競技

『道をひらく』
松下幸之助 著、ＰＨＰ研究所

第1弾 第2弾
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リンクフリー

きみに贈りたい１冊 検索

第３弾（2月14日）公表のご紹介者・おすすめ本 （敬称略・50音順）

ご紹介者 おすすめ本

1
朝井 リョウ
（あさい りょう）

小説家 『一瞬の風になれ』
佐藤多佳子 著、講談社

2
乾 友紀子
（いぬい ゆきこ）

アーティスティックスイミング 『日本人が最強の脳をもっている』
加藤俊徳 著、幻冬舎

3
堺 雅人
（さかい まさと）

俳優 『白川静文字学に学ぶ 漢字なりたちブック１年生』
伊東信夫 著、太郎次郎社エディタス

4
鈴木 孝幸
（すずき たかゆき）

パラ水泳選手 『ボッコちゃん』
星新一 著、新潮文庫

5
平野 亮一
（ひらの りょういち）

バレエダンサー
『生きる』
乙川優三郎 著、文藝春秋

6
本間 希樹
（ほんま まれき）

天文学者 『天地明察』（上・下巻）
冲方丁 著、ＫＡＤＯＫＡＷＡ／角川文庫

7
宮田 愛萌
（みやた まなも）

作家・短歌研究員 『たけくらべ』
樋口一葉 著、集英社文庫

第3弾 第４弾（４月16日）公表のご紹介者・おすすめ本 （敬称略・50音順）

ご紹介者 おすすめ本

1
網本 麻里
（あみもと まり）

車いすバスケットボール選手 『ナルニア国ものがたり』
C．S．ルイス 作、瀬田貞二 訳、岩波書店

2
ウエンツ 瑛士
（うえんつ えいじ）

俳優・タレント
『愛するということ』

エーリッヒ•フロム 著、鈴木晶 訳、紀伊國屋書店

3
国枝 慎吾
（くにえだ しんご）

元車いすテニスプレーヤー
『ギネス世界記録2024』

   クレイグ・グレンディ 編、大木哲 ほか訳

角川アスキー総合研究所

4
汐見 夏衛
（しおみ なつえ）

小説家
『博士の愛した数式』

小川洋子 著、新潮社

5
水卜 麻美
（みうら あさみ）

日本テレビ アナウンサー
『スロウハイツの神様』（上・下巻）

辻村深月 著、講談社文庫

6
三阪 洋行
（みさか ひろゆき）

日本パラリンピック委員会
アスリート委員会委員長

『なんのために勝つのか。』

   廣瀬俊朗 著、東洋館出版社

7
山中 伸弥
（やまなか しんや）

京都大学iPS細胞研究所
名誉所長・教授

『銀河の片隅で科学夜話 物理学者が語る、

すばらしく不思議で美しいこの世界の小さな驚異』  
   全卓樹 著、朝日出版社

第4弾
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活躍の場と役割

「認定絵本士養成講座」開設機関の紹介

絵本専門士養成講座

活躍の場と役割

絵本に関する専門的知見で読書活動を推進

絵本専門士 ～絵本のエキスパートとして地域の読書活動を推進～

（絵本を紹介する技術についての講座の様子）

認定絵本士 ～絵本専門士とともに子供の読書活動を推進～

絵本専門士とは、絵本に関する高度な専門知識、技能及び感性を備え

た絵本の専門家です。子供の読書活動の重要性、とりわけ絵本と親しむ

ことや絵本の読み聞かせの大切さが指摘される中、絵本の魅力や可能

性を伝える指導者として期待されている存在で、平成26年の制度開始か

ら令和６年５月までに６３７人が認定されています。

➢幼稚園や学校から図書館、医療機関まで
様々な場で活躍

➢読み聞かせやおはなし会、ワークショップ
など実際に絵本を使って行う取組み

➢絵本に関する知識を持って行う指導・助
言、絵本に関する自らのネットワーク を活
かした人的・物的コーディネート

➢絵本に関する一定の知識や経験を有
する方を対象に、国立青少年教育振
興機構が実施

➢絵本専門士となるために必要な３つ
の領域（「知識を深める」、「技能を高
める」及び「感性を磨く」）を身に付ける
講座で、30コマの授業と修了課題によ
り構成

➢一定の要件を満たし、絵本専門士委
員会によって絵本専門士として認定さ
れた場合、認定証を交付

子どもの読書活動を力強く推し進めていくためには、絵本専門士だけで

は十分ではなく、若い方々にもっと関心を持ってもらい、活動に参画し、

牽引してもらうことが不可欠です。このため、大学や短大等と連携した「

認定絵本士」養成制度が令和元年度から始まり、令和６年５月までに４,
４２６人が認定されています。

➢ 認定後は、講座で学んだ幅広い知識や技能等を活かし地域や職場で実際に絵本を
使って、その魅力や可能性を伝え地域の読書活動を充実させる

➢一定の実務・実践経験を積み、絵本専門士委員会から資質、能力がふさわしいと認
められることにより、「絵本専門士」と認定される
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図書館・学校図書館と地域の連携協働による

読書のまちづくり推進事業
現状・課題

骨太の方針2024等を踏まえ、図書館と学校図書館、書店を含む地域の様々な関係機関の連携協働による読書活動を促進し、地方創生に資する読書を通じたまち
づくりのモデル事業を実施するとともに、連携促進に向けた課題に係る実態調査等を行う。また、公立図書館等を対象に、障害者サービスにかかる体制整備や視覚障害
者等の利用しやすい書籍に関する調査研究等を実施する。 ＜委託事業：自治体等＞

事業内容

○読書活動は言葉を学び、感性、表現力、創造力等を培う上で欠かせないものであり、全ての学習の基盤である言語能力を育む。
－読書を肯定的にとらえる生徒や本を読む頻度が高い生徒の方が、読解力の得点が高い ※1
－子どもの頃の読書量が多い人は意識・非認知能力等（自己肯定感、コミュニケーション力等を含む）が高い傾向 ※2

○我が国の読書活動を取り巻く環境は厳しい状況にあり、全国約４分の１（27％）の町村には図書館も書店もない ※3
○不読率は高い水準で推移。高校生の約２人に１人（44％）は１か月に１冊も本を読まない（R5） ※4
○成人の読書離れが過去最も深刻化。「本を読まない」人の割合は６割へ急増（R5。H30より15％増）※5

読書をする人は書店や図書館で実際に手に取って選ぶ傾向も。身近で読書に触れる場や機会が必要
⇒地域に根差した子供の読書環境の醸成が急務

取組を広げるためには、読書環境醸成のノウハウの分析とモデル化、全国的共有が必要
⇒図書館・学校図書館を中核とした地方創生の実現

図書館が地域の課題解決支援サービスの提供、交流拠点や賑わいの中心として地域活性化に資する

（担当：総合教育政策局地域学習推進課、男女共同参画共生社会学習・安全課）

【国の計画等】
・第五次「子どもの読書活動の推進に関する基本的な計画」
（R5.3.28閣議決定）

図書館等が、地域の書店、出版社、民間団体等との連携に努
め、地域に根差した子どものための読書環境醸成に取り組む
・骨太の方針2024（令和6年6月21日閣議決定）

書籍を含む文字・活字文化の振興（書店と図書館等との連携
  促進及び読書バリアフリーの推進を含む。）や書店の活性化を図る
 

図書館と様々な関係団体とが連携を図る上で課題とされる事項について現状を把握するため、全国の実態調査を実施し、
分析等を行う。また、障害者サービスに係る体制等に関する調査を実施する。（連携課題:6百万円、障害者サービス:9百万円）

自治体・教育委員会、図書館や学校図書館、書店、NPO等の関係機関が参画する「協議会」を設置し、読書環境の整備・改善に向けた連携協働モデルの構築・
普及により、誰も取り残すことのない読書環境整備や多様な分野における地域価値が創造され、地方創生に資する。（6箇所 × 6百万円）

１ 読書のまちづくり推進事業（R6～）

２ 図書館・関係機関等の連携促進に
向けた調査研究（R6～）

協議会の設置

〇連携に係るプロセス、ノウハ
ウの実証
・地域課題の抽出や目標設定
・地域の交流促進、読書推進
に係るアイデア創出

・読書に係る地域資源の発掘

＜事業展開のイメージ＞
誰も取り残す
ことのない読
書環境整備

多様な分野
における地域
価値創造

読書を通じた
地域への愛
着等の醸成

読書へのア
クセス確保

読書を支
える人材
の育成

読書を通じ
た地域の
活性化

協議会

地域における読書環境の整備
➢読書へのアクセスが困難な地域での

電子書籍を活用した取組、多様
   な人々（外国人等）の読書支援

➢司書や絵本専門士等の読書に係る
専
   門家が協力した取組、児童生徒や社
   会人の読書を支えるサポーター養成等

➢読書の魅力を伝える
   取組を通じて、住民
   同士の交流を活性化
➢地域に根差した起業

支援、子育て・健康
   支援等、様々な地
   域課題の解決や潜在

能力の開花に繋げる

令和6年度補正予算額 49百万円

商店街

図書館

高齢者施設

社会教育施設
幼児教育・保育施設

読み聞かせ

書店

電子書籍活用、DX

多様な人々へ
の読書支援

学校図書館

地方創生

まちの
魅力化

交流人口
の増加

連携協働

絵本専門士等
PTA、こども会

(出典）※1 OECD,PISA2018 ※2 子どもの頃の読書活動の効果に関する調査研究(令和3年3月 独立行政法人国立青少年教育振興機構)
※3 日本図書館協会調べ(JPO等データ参照) ※4 第68回学校読書調査(全国学校図書館協議会) ※5 令和5年国語に関する世論調査（文化庁） 54
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・

子ども読書基本計画等に対応した読書活動や学習指導要領を踏まえた学校図書館の
機能強化や活性化に向け、新たな読書活動のモデルなどを構築するため、読書活動推進モ
デル事業を実施する。＜委託事業：教育委員会等＞

読書活動総合推進事業

現状・課題

「子どもの読書活動に関する基本的な計画」等への対応のため、図書館や学校図書館等を活用した読書活動を総合的に推進するための以下の取組を行う。

・新たな読書、授業モデルの構築
・司書教諭講習を実施する機関の増加

・読書に興味が深まった子供の増加
・学校図書館の活用に理解が深まった教職員の増加
・司書教諭講習の修了者数の増加 

事業内容（令和4年度～）

○国の計画への対応
・第五次「子どもの読書活動の推進に関する基本的な計画」（R5.3.28閣議決定）

R5年度からの5か年計画を踏まえ、「不読率の低減」、「多様な子どもたちの読書機会の確保」、
「デジタル社会に対応した読書環境の整備」のための方策、取組等の検討が必要。
・第6次「学校図書館図書整備等5か年計画」（R4～Ｒ8）

Ｒ4年度からの第6次計画を踏まえた国の支援策が必要。学校図書館図書標準の達成、計画
的な図書の更新等が課題。

○取り巻く情勢の変化ーデジタル社会への対応ー
・GIGAによる一人一台端末の整備を踏まえた学校図書館の利活用が課題。
・子供達の情報活用能力の育成とともに、多様な子供達の読書機会の確保等のために、電子

    書籍の利用、学校図書館や図書館のDXを進める必要がある。
○読書活動の総合的推進

・多様な子供の読書活動を推進するためには、図書館、学校、民間団体など関係機関が連携
    して行う子供の読書活動を推進する様々な取組を促す必要がある。
○文字・活字文化の振興
・骨太の方針2024（令和6年6月21日閣議決定） 「書籍を含む文字・活字文化の振興（書店
と図書館等との連携促進(中略)を含む）や書店の活性化を図る」に基づき、地域の実情に応じた
連携事業を支援する。

図書館・学校図書館等を活用した読書活動の推進 9百万円（8百万円）                           司書教諭養成講習の実施 22百万円（21百万円）
学校図書館法に基づき、学校図書館の専門的職務を掌る「学校図書館司書

教諭」の養成のため、全国の教育機関が講習を実施するための経費を措置する。
＜委託事業： 49箇所（大学及び教育委員会）×0.5百万円＞

「子ども読書の日」（4月23日）の理解推進 5百万円（5百万円）
「子ども読書の日」（4月23日）を広く周知するとともに、特色ある優れた取組を行ってい

る図書館・学校・団体等を表彰する。＜直轄事業＞

読書活動の推進等に関する調査研究 8百万円（11百万円）
子供の読書活動の実態把握など諸制度の見直しや施策立案に必要な基礎資料を得るため

の調査分析等を行う。 ＜委託事業：1団体 × 8百万円＞

令和7年度予算額（案） 45百万円
（前年度予算額 45百万円）

・不読率の低減

（担当：総合教育政策局地域学習推進課）

アウトプット
（活動目標）

短期アウトカム
（成果目標）

長期アウトカム
（成果目標）

１ 子供の読書活動総合推進事業
    ・発達段階などに応じた読書活動推進事業

 不読率低減に向けた読書活動の先導的な取組や、発達段階や多様な子供の
ニーズ等に対応した効果的な取組を行う。

（委託先：3箇所（小・中・高等学校等、公立図書館）×0.8百万円）
２ 学校図書館図書の整備促進事業

新しいトピックに関連する書籍（SDGsなど）、新聞、優良図書及び授業に必要な基本図
書の整備状況などを再点検し、計画的な図書の更新を定めた図書整備計画の策定や図書
館資料を活用したモデル授業の実施などの取組を行う。
（委託先：2箇所（小・中・高等学校、特別支援学校等）×1百万円）

図書館・学校図書館と地域の連携協働による読書のまちづくり推進事業
40百万円【令和６年度補正予算】

１ 読書のまちづくり推進事業
自治体・教育委員会、図書館や学校図書館、書店、NPO等の関係機関が参画する「協議

会」を設置し、協働連携の取組により地域の活性化に資する読書を通じたまちづくりのモデルを
構築する。（6箇所 × 6百万円）
２ 図書館・関係機関等の連携促進に向けた調査研究

図書館と様々な関係団体とが連携を図る上で課題とされる事項について現状を把握するため、
全国の実態調査を実施し、分析等を行う。（１箇所 × 6百万円）

令和6年度補正予算額 40百万円
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青少年の体験活動の推進について



自然体験を多く行った者ほど、自己肯定感、自律性、協調性、積極性などの非認知能力が
高くなる、という傾向が見られる。

体験活動の効果

体験活動の推進

○主な政府方針等
・経済財政運営と改革の基本方針2024（令和６年６月21日閣議決定）
・・・豊かな感性や創造性を育むための自然等の体験活動・読書活動、キャリア

教育・職業教育等を推進するとともに・・・。

・こども大綱（令和５年12月22日閣議決定）
・・・年齢や発達の程度に応じて、自然体験、職業体験、文化芸術体験など多

様な体験・遊びを含む様々な遊びができるよう、青少年教育施設の充実を含め、
地域資源も生かした遊びや体験の機会や場を意図的・計画的に創出する。

・「我が国の未来をけん引する大学等と社会の在り方について(第一次提言)」
（令和４年５月10日教育未来創造会議）

初等中等教育段階から、児童生徒が主体的に課題を自ら発見し、多様な人と
協働しながら課題を解決する探究学習や、STEAM 教育 、ものづくり教育、気
候変動問題をはじめとした地球環境問題に関する教育、自然への興味関心を
育む体験活動などの充実を図るとともに、英語教育を強化する。

・「未来を創造する若者の留学促進イニシアティブ（第二次提言）」
（令和５年４月27日教育未来創造会議）

児童生徒が主体的に課題を発見し、多様な人々と協働しながら課題を解決す
る探求学習や、自然や社会の様々な事象・文科芸術への興味関心を育む体
験活動、国際理解教育を推進する。

・教育進化のための改革ビジョン（令和４年２月25日公表）
地域や企業と連携し全ての子供に学校内外での体験活動の定着（異年齢

集団での地域活動、職業体験、ボランティア、自然・文化芸術体験、読書等）
や課題を抱える子供たちを対象とした体験活動の充実。 →経済界との直接対
話により強力に推進。 57

○第4期教育振興基本計画（令和５年６月16日閣議決定）
Ⅳ 今後５年間の教育政策の目標と基本施策
目標（２）豊かな心の育成
●体験活動や交流活動の充実
・新型コロナウイルスの影響などにより減少した青少年の体験活動の機会の充実のため、地域・企業・青少年教育団体・学校等の連携により、学校や青少年教
育施設等における自然体験活動や集団宿泊体験活動など様々な体験活動の充実に取り組むとともに、指導者の資質の向上や青少年教育施設の効果的な
利活用に取り組む。



(独)国立青少年教育振興機構
「青少年の体験活動等に関する意識調査」
（令和４年度調査）

文部科学省「社会教育調査」
（令和3年度調査）

※１ 国立施設（独立行政法人）が調査対象
となったのは平成２０年度調査以降である。
平成１７年度以前の国立施設数について

は、担当課にて追加。

※２ 国立施設には、「その他青少年教育施設
（国立オリンピック記念青少年総合センター）」
を含む。

学校以外の公的機関や民間団体等が行う自然体験に関する行事に参加した子供
（小学1年生～6年生）の割合（％）

国公立青少年教育施設数の推移
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〇実施地域・場所 〇実施時期・期間
〇対象者（学校種・学年・年齢等）・募集人数
〇指導者 〇料金・参加費
〇活動内容
（生活・文化体験、自然体験、社会体験等）
※想定される教科単元、学校教育活動外の活動か
※期待される教育上のねらい
〇こどもの声（体験の質）
〇安全対策（事故防止、コロナ対策、保険等） 等

提供者（企業や青少年教育団体等）利用者（学校や個人等） ポータルサイト
（団体向け／個人向け）
〇知りたい情報の検索機能
〇見やすく操作しやすい画面
〇申込・アンケート機能
※利用実績の把握・分析を可能に
〇取組事例

コーディネータ
〇地域で活躍する人材
（教職経験者、企業経験者、地域学校協働活動
推進員、社会教育関係者、青少年教育団体
関係者（社会教育士等））への参加呼びかけ
〇コーディネートにより実施した体験活動の実績
の把握

等

問い合わせ
相談（ニーズ）

体験活動の提案・調整

ニーズの伝達
調整

体験活動の提案

登録
閲覧
検索
申し込み

登録
閲覧
検索

体験活動プログラムの利用者と提供者のマッチング（イメージ）

〇実施地域・場所 〇実施時期・期間
〇対象者（学校種・学年・年齢等）・参加人数
〇指導者 〇予算
〇希望する体験活動内容
（生活・文化体験、自然体験、社会体験等）
※想定される教科単元、学校教育活動外の活動か
※期待する教育上のねらい
〇安全対策（事故防止、コロナ対策、保険等） 等 活 用

マッチング
利用者・提供者の双方の合意

利用者の申込完了

※「利用者」：体験活動プログラムを利用する学校や個人等
「提供者」：体験活動プログラムを提供する企業や青少年教育団体等
ただし、例えば、体験活動を提供する青少年教育団体は、状況によって、
「利用者」にも「提供者」にもなりうることに留意。 59
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沖縄

国立青少年教育施設（28施設）
①青少年及び青少年教育指導者等を対象とする教育事業の実施
次代を担う青少年の自立に向けた健全育成の推進
青少年に関するモデル的事業の推進
グローバル人材の育成を見据えた国際交流の推進

青少年教育指導者等の養成及び資質の向上
青少年の体験活動等の重要性に係る国民運動等の推進
（「体験の風をおこそう」運動、「早寝早起き朝ごはん」国民運動 等）

課題を抱える青少年を支援する体験活動事業の推進
②青少年及び青少年教育指導者等を対象とする研修に対する支援
研修目的の達成に向けた教育指導・助言
活動プログラムの提供

③青少年教育に関する基礎的及び課題別の調査研究
調査及び研究、成果の提供

④青少年教育団体が行う活動に対する支援（子どもゆめ基金事業）
子供の体験活動の振興を図る活動に対する助成
子供の読書活動の振興を図る活動に対する助成
子供向けソフト教材の開発・普及活動に対する助成

国立阿蘇青少年交流の家
「ジュニアジオガイド講座」

独立行政法人国立青少年教育振興機構
我が国の青少年教育におけるナショナルセンターとして、青少年教育の振興及び健全な青少年
の育成を図ることを目的に、全国28の国立青少年教育施設を活用し、多様な体験活動の機会と
場を提供。

オリンピック記念
青少年総合センター（本部）

オリンピック記念
青少年総合センター（1か所）

国立青少年交流の家
（13か所）

国立青少年自然の家
（14か所）

事業概要

教育プログラムの例

対象：小学校５年生～６年生
概要：阿蘇の草原を教材として活用し、草原
の役割や重要性について体験を通して学び、
自らガイドとして発信することで、自然を愛
する心情、自ら学ぶ意欲、豊かな表現力を育
む。

公式YouTubeチャンネル

https://www.niye.go.jp/youtube.html

紹介動画本部 施設
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国立青少年教育振興機構について

我が国の青少年教育のナショナルセンターとして、青少年をめぐる様々な課題へ対応するため、青少年に
対し教育的な観点から、より総合的・体系的な一貫性のある体験活動等の機会や場を提供するとともに、
青少年教育指導者の養成及び資質向上、青少年教育に関する調査及び研究、関係機関・団体等との連
携促進、青少年教育団体が行う活動に対する助成を行い、我が国の青少年教育の振興及び青少年の健
全育成を図ることを目指しています。

全国の国立青少年教育施設

全国28か所にある国立青少年教育施設では豊かな自
然をはじめとする特色を生かしたプログラムを提供していま
す。

★詳しくは各施設のＨＰを参照いただき、ご相談ください。
⇒https://www.niye.go.jp/facilities/facilities.html

独立行政法人国立青少年教育振興機構の取組

子供の貧困対策事業

1.生活・自立支援キャン
プ

2.子どもゆめ基金による支援

3.学生サポーター制度

当キャンプは、困難な環境にある子供を対象に体験活動を通じて、規則正しい生
活習慣や自立する力を身に付けることを目的とし、児童養護施設等と連携して事業
を実施しています。

民間団体が、経済的に困難な状況にある子供を対象とした体験活動や読書活動
等を行う場合は、通常は助成対象外としている参加者の交通費、宿泊費などの自
己負担経費について、参加する子供の負担を軽減するために助成の対象としてい
ます。

本制度は、経済的に困難な状況下で大学や専門学校において勉学に励む、児童
養護施設又は母子生活支援施設に在籍していた学生や独立行政法人日本学生
支援機構の給付奨学金（第Ⅰ区分）を受給している学生を対象とした制度です。長
期休暇や土日を活用し、当機構の施設で「生活・自立支援キャンプ」をはじめとする
各種事業や施設運営の補助に従事し、報酬として毎月定額を支給し学生を支援し
ています。

青少年教育に関する調査研究

国立青少年教育振興機構では、青少年教育に関する調査研究を実施し、その成
果を広く提供・活用することにより青少年教育の振興を図ることを目的としています。

「青少年の体験活動等に関する意識調査」

平成18年度から青少年の自然体験、生活体験、生活習慣の実態や自立に関す
る意識等について、全国規模の調査を行っています。
令和４年度に行った調査では、放課後や休日に保護者が子供に活動的な過ごし

方を希望しているのに対して青少年は家でゆっくりできる過ごし方を希望している傾
向がある一方で、青少年は自然体験や職業体験をはじめ「したい」ことがあるにも関
わらずそれらの体験が実際にはできていないということなどが分かっています。
また、経年比較により、公的機関が行う行事への参加状況が激減していることも

分かりました。

★本調査研究報告書をはじめ、当機構で行った各調査研究報告書
は、当機構HP内「所蔵資料等検索サービス」より閲覧、ダウンロード
いただけます。是非、ご覧ください！
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※活動実績のない新規団体の一次募集における限度額は、原則として上記限度額の2分の1とする
※二次募集の限度額は、全ての団体において、各活動規模の限度額の2分の1とする
※令和７年度より一次募集における１団体当たりの申請件数は、10件までとする

「子どもゆめ基金」助成事業 （独立行政法人国立青少年教育振興機構）

助成対象団体
社団法人や財団法人、NPO法人など青少年教育に関する事業を
行う民間団体

助成対象となる事業内容

体験活動への助成 読書活動への助成

活動分野 申請件数 採択件数 交付決定額

合計 4,525件（ 660件） 3,899件（ 677件） 16.6億円（ 2.5億円）

うち、体験活動 4,065件（ 579件） 3,500件（ 599件） 14.6億円（ 2.5億円）

うち、読書活動 434件（ 82件） 389件（ 80件） 1.3億円（ 0億円）

活動時期 申請・交付決定スケジュール

一次募集
（申請期間終了）

令和7年4月1日
～令和8年3月31
日

○申請期間：令和6年10月1日～11月19日
○交付決定：令和7年4月（予定）

二次募集
令和7年10月1日
～令和8年3月31
日

○申請期間：令和7年5月1日～6月17日
○交付決定：令和7年9月（予定）

令和6年度助成金の申請・採択状況 ※（ ）前年度比増減

活動規模別の助成金限度額

募集スケジュール（令和7年度）

活動規模 参加者を募集する範囲 限度額

全国規模 24都道府県以上で募集 600万円

都道府県規模 都道府県全域又は複数都道府県にて募集 200万円

市区町村規模 市区町村単位又は複数市区町村にて募集 100万円

①子供の体験活動の振興を図る活動に対する助成
（ア）子供を対象とする体験活動

自然観察、キャンプなどの自然体験活動
文化・芸術、スポーツ等を通じ交流を目的とする体験活動
清掃活動、高齢者介護体験などの社会奉仕体験活動など

（イ）子供の体験活動を支援する活動
子供の体験活動の指導者養成など
※単なるスポーツ大会等の競技会のような活動や、特定のチームの
メンバー又は団体構成員を対象とした活動や、上位大会出場を目指
した技術向上のための活動は助成対象外

②子供の読書活動の振興を図る活動に対する助成
③子供向け教材の開発・普及活動に対する助成

未来を担う夢をもった子供の健全育成を推進するため、地域の民間団体が行う様々
な体験活動や読書活動への助成を実施

趣
旨
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家庭教育支援の推進について



○ 家庭環境が多様化し、様々な課題や複雑な
事情を抱える家庭が増加する中、児童虐待など、
子供たちの健やかな育ちをめぐる課題が懸念され、
真に支援が必要な家庭に寄り添い届ける支援
（アウトリーチ型支援）が必要。

○ 共働き家庭やひとり親家庭の増加、地域の
つながりの希薄化など、家庭を取り巻く環境が変化
する中、子育てに悩みや不安を持つ保護者も多く

、
地域全体で家庭教育を支える体制を構築する
ことが必要。

○ 子供の生活習慣の乱れが、学習意欲、体力、
気力の低下の要因の一つとして指摘されており、
十分な睡眠、バランスの取れた食事、適度な運動
など、子供の健やかな成長には、規則正しい生活
習慣の確立が必要。

○ 家庭教育は、すべての教育の出発点であり、父母その他の保護者が子供に対して行う教育。子供の豊かな情操、家族を大切にする気持ちや他人に対する思いやり、
命を大切にする気持ち、善悪の判断などの基本的倫理観、社会的なマナーなどを含め、子供の基本的な生活習慣や自立心の育成、心身の調和のとれた発達を図る上
で重要な役割を担うもの。

１．家庭教育の位置づけ

◆教育基本法（平成18年法律第120号）（抄）（※改正教育基本法（Ｈ18）において新設された条文）

（家庭教育）
第10条 父母その他の保護者は、子の教育について第一義的責任を有するものであって、生活のために必要な習慣を身に付けさせるとともに、自立心を育成し、心身

の調和のとれた発達を図るよう努めるものとする。
２ 国及び地方公共団体は、家庭教育の自主性を尊重（※）しつつ、保護者に対する学習の機会及び情報の提供その他の家庭教育を支援するために必要な施策

を講ずるよう努めなければならない。

（※ 家庭教育支援に当たっては、個々の家庭における具体的な教育の内容や方法は、各家庭（保護者）が決めるものであることに留意）

（学校、家庭及び地域住民等の相互の連携協力）
第13条 学校、家庭及び地域住民その他の関係者は、教育におけるそれぞれの役割と責任を自覚するとともに、相互の連携及び協力に努めるものとする。

家庭教育の自主性を尊重しつつ、子育てに関する様々な悩みや不安を抱える保護者を支援するため、保護者に対する学習の機会及び情報の提供等地域における家庭教
育支援の取組を推進するための施策を実施。
○ 地域の実情に応じた家庭教育支援（アウトリーチ型支援を含む）の取組（※）への財政支援
（※ 地域において家庭教育支援を担う人材の養成、「家庭教育支援チーム」の設置、様々な支援活動の実施等）

○ 家庭教育支援に関する効果的な方策の調査検討・全国的な普及啓発 ○ 「家庭教育支援チーム」の設置促進（文部科学大臣表彰等） 等

＜朝食摂取と学力調査の平均正答率との関係＞

３．文部科学省における主な取組

２．家庭教育を取り巻く状況

出典： 文部科学省「全国学力・学習状況調査」（令和6年度）
（83.7%） （10.2%） （4.5%） （1.6%）
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地域における家庭教育支援基盤構築事業

背景・課題

事業内容

令和7年度予算額（案） 68百万円
（前年度予算額 70百万円）

①地域の実情に応じた家庭教育支援の促進（継続）［59百万円］
地域において人材の発掘・リーダーの養成等により家庭教育支援チームを組織化し、
保護者への学習機会や情報の提供 等を実施。

→ R7目標：1,000チーム

②個別の支援が必要な家庭への対応強化（継続）
①に加えて、特に個別の支援が必要な家庭に対し、地域から孤立しないよう、
専門人材も活用し、個々の状況に寄り添いながら、
●相談対応や情報提供を実施。［8百万円］
●地域人材の資質向上のための研修の実施。［1百万円］

   → R7目標：100チーム
児童福祉法に基づく対応

＜子育て家庭＞

＜家庭教育支援チーム＞
学びの場や
情報の提供等

アウトリーチ
型支援

３．主要分野ごとの基本方針と重要課題
（２）少子化対策・こども政策
（こども大綱の推進）
貧困と格差の解消を図り、困難な状況にあるこども・若者

や家庭に対するきめ細かい支 援を行う。このため、こども食堂
・こども宅食・アウトリーチ支援等への支援や学習支援 や体
験機会の提供などこどもの貧困解消や見守り強化を図る。

骨太の方針2024（令和6年6月21日閣議決定）

インパクト（国民・社会への影響）

・ 家庭・学校・地域の連携・協力の下、社会全体で
子供たちの教育を支える環境を構築。
・ 保護者の子育て環境により子供たちが家庭で受け
る教育について左右されることがなくなり、不登校・児
童虐待の減少、少子化の改善へ。

アウトカム（成果目標）

保護者の不安や課題等への早期対応が可能になり、
身近な地域に家庭教育の悩みを相談できる人がいる
保護者の割合が改善する。（R５:40.0％）

アウトプット（活動目標）

・ 家庭教育支援チームを1000
チーム設置。
・チームの半数がアウトリーチ型
支援を実施。

【補助率】

 事業開始：平成27年度～

国 1/3
都道府県 1/3
市町村 1/3

家庭教育・子育てに
関心がある家庭

不安や悩みを
抱える家庭

福祉的な対応
が必要な家庭

学校・教育委員会と連携しつ
つ、地域の多様な人材(※)を
活用して実施

※元教員、社会教育関係者
、子育て経験者 等）

○こども家庭庁が設置され、子供の学びや育ちを家庭を含めた社会全体で支援することが求められる。
○約7割の保護者が子育てに悩みや不安を抱えている
○地域において子育ての悩みを相談できる人は約3割
○不登校の増加(約42万人)、家庭の孤立化による児童虐待(約22万件)のリスク増

①身近な地域において、保護者の悩み・不安を解消できる家庭教育支援チームを構築する必要がある。
②家庭教育支援チームにおいて、３～４割がアウトリーチ型支援を実施しているが、

人材・予算の確保が課題となっている。

（担当：総合教育政策局地域学習推進課） 65



○ 地域の子育て経験者を中心として、教員OB、
PTA等の教育関係者、民生委員や児童委員等
の保健福祉関係者など、地域の実情に応じた
多様な関係者で構成。

○ 主な取組は、以下のとおり。
（１）保護者等への学びの場の提供
（２）保護者等への地域の居場所づくり
（３）アウトリーチ型家庭教育支援（※保護者の居場所に出向いて届ける支援）

＜文部科学大臣表彰＞※平成29年度より実施【隔年】
・ 地方公共団体（都道府県・指定都市）からの
推薦等によるチームの表彰。
令和5年度は、全国20チームの活動を優れた
活動として選定し、表彰式を実施。

表彰式の様子は文部科学省ホームページで紹介。
＜補助事業による推進＞
・ 地域における家庭教育支援基盤構築事業
（1/3補助事業）において、家庭教育支援チーム
の組織化及び支援活動等に係る経費を補助。

＜チームの登録制度＞
・ 「家庭教育支援チーム」の設置促進とともに、各地域の取組状況の把握や、

効果的な事例の収集・情報発信による全国の様々な地域における家庭教育支
援の取組の活性化促進に資するため、「家庭教育支援チーム」登録制度を実施。
【→登録チームは、ロゴマークを使用可】

○ 共働き家庭やひとり親家庭の増加、地域のつながりの希薄化等を背景に、子育てに悩みや不安を抱える保護者も多く、地域全
体での家庭教育支援の必要性が高まっていることを踏まえ、文部科学省では、平成20年度より、保護者が安心して家庭教育を
行うことができるよう、身近な子育て経験者や元教員等、地域の多様な人材を活用した「家庭教育支援チーム」の設置を促進。

チームの構成・業務

趣旨・目的

国による支援

家庭教育支援チーム
ロゴマーク

○ 身近な地域において保護者への
支援を行う「家庭教育支援チーム」
の組織化や活動を支援することを
目的としたリーフレットを作成。

（平成28年2月）

啓発資料

家庭教育支援チーム数の推移

○ 地域において「家庭教育支援
チーム」を立ち上げる際に必要
な視点等について、事例、コラム等
を交えて整理した手引書を作成。

（平成30年11月）

※ 補助事業により支援している「家庭教育支援チーム」数と登録制度に
登録している「家庭教育支援チーム」数を合計したもの（各年度末現在）

（チーム数）

保護者学習会の様子
（都濃町家庭教育応援団「さん・さん」

／宮崎県都農町）

＜活動事例＞
保護者への学習機会の提供

328 381 441 535 616 721 779 882 986 9891,0311,124

0

400

800

1200

「家庭教育支援チーム」について
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【活動開始時期】 2010年6月

【構成員】 10人（保育士、社会教育福祉士、臨床心理士、助産師、
愛知県子育てネットワーカ―、管理栄養士 等）

【主な活動】
■おもちゃ図書「むすび」
おもちゃを通じた遊びの環境の中で、
親が他の親子と交流し共に子育てを
学び合い気軽に相談し合える仲間づくり
を行う。

■フリースペール「tetote」
親の学びの会を実施し、保護者への
労いと心を癒し、学び合いを行う。

■子ども若者食堂「てとてプラス」
不登校、引きこもり気味の家庭の
交流の場となる活動を実施。

【効果】
・子どもの困った行動や、発達の心配、家庭での遊びや入園準備など質
問される機会が増えている。

・同じような悩みを抱えている保護者同士が集うことで孤立・孤独感解
消と、改めて我が子と向き合い、親子関係の回復や自分自身の成長
を実感される等、成果も見られている。

等

「家庭教育支援チーム」の活動事例（令和５年度文部科学大臣表彰受賞活動より）

稲沢市家庭教育支援チーム「NPO法人ふぁみりぃ・らぼ」（愛知県） 大東市家庭教育支援チーム 「つぼみ」（大阪府）

【活動開始時期】 2016年4月

【構成員】 85人（SSW、民生委員、青少年指導員、元教員
PTA関係者、子育て経験者 等）

【主な活動】
■状況把握調査

公立小学校１年生と４年生の子供がいる家庭を対象に、
子育てや家庭教育の困りごとなどを伺う調査を実施。

■アウトリーチ活動
家庭教育に関する状況調査の回答に応じて、小学校１年生の
子供がいる家庭に家庭訪問又は電話連絡をする。

■「いくカフェ」の開催
テーマを決め、家庭教育について学び考える
きっかけとなる場の提供。

■子育て講演会・講習会の開催
広く市民に向け、家庭教育の重要性を
啓発する機会とし、まちをあげて家庭教育
を応援する機運を醸成する。

【効果】
・状況把握調査の結果を受け、保護者の悩みをリアルタイムに把握する
ことができ、また、経年データを分析することで、悩みの傾向を把握する
ことができ、「いくカフェ」や講演会等に活かすことができた。

・保護者の悩みや関心があるテーマに沿って「いくカフェ」や講演会を開催
したことで、多数の方に参加していただいた。 等
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「地域における小学校就学前の子どもを対
象とした多様な集団活動事業の利用支援」

について



子ども･子育て支援制度の概要
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地域における小学校就学前の子どもを対象とした多様な集団活動事業の利用支援
令和３年度から多様な事業者の参入促進・能力活用事業（子ども・子育て支援法に規定された地域子ども・子育て支援事業の１つ）に

メニューを追加し、
・地方自治体（市町村・特別区）の手上げ
・国で一定の基準を設けるものの地方自治体の裁量を認めることが可能な仕組み で実施。

幼児教育・保育の無償化の給付を受けていない、本事業の要件を満たす施設等を利用する満３歳以上の幼児の保護者が支払う
利用料：どの施設等でも共通的に徴収している、いわゆる保育料。

対象幼児１人当たり月額 20,000円
ただし、利用する施設等の過去３カ年の平均月額利用料が20,000円を下回る対象施設等を利用する幼児は、当該平均月額利用料

市町村等から保護者に直接給付する。

【必須】以外は地方の裁量で内容や確認方法等の変更可。その際は、合議制の機関で審議。
職員 ○職員【必須】 有資格者３分の１以上（幼稚園教諭、保育士、看護師)

○配置基準（幼児：活動従事者）【必須】 ３歳児 ２０: １ ／ ４歳以上児 ３０: １ また、２人を下回ってはならない

設備 ○面積基準：集団活動室 1.65㎡以上／人
○設備基準：調理室、便所、手洗用設備、必要な遊具等の備え付け

対象施設等 ○開所時間【必須】 概ね、１日４時間以上８時間未満、週５日以上、年間39週以上
○保育の必要性のある子どもの割合【必須】

幼児教育・保育の無償化の対象となる満３歳以上の子どもの数が、当該施設等を利用する満３歳以上の子どもの概ね半数を超えないこと

非常時の対応 【必須】 ・消火用具、非常口の設置 ・非常災害に対する計画策定、訓練の実施
・集団活動室を２階に置く場合は準耐火、３階以上に置く場合は耐火建築物（建物がない場合には、活動の実態に応じて必要と
考えられる措置）

幼児の処遇等 ○活動内容
 ・幼児一人一人の心身の発育や発達の状況に基づいた適切な活動の計画を策定・実施

・各施設等の活動方針に基づいた計画の策定
○給食：出す場合、年齢等に配慮した食事内容等
○健康管理・安全確保【必須】
○職員・子どもの帳簿の整備
○適切な会計処理が確認可能

５ 国、都道府県、市区町村 1/3ずつ

１．支援対象経費

２．基準額

３．給付方法

４．対象施設等の基準

５．国と地方の負担割合 70
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